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(財)連合鎗合生活開発研究所

連合総合生活開発研究所 (略称､連合総研)は､｢連合｣のシンクタンクとして､連合および傘下の

加盟労働組合が主要な闘争､政策 ･制度要求を推進するうえで必要とする国内外の経済 ･社会 ･労働

問題等に関する調査 ･分析等の活動を行なうとともに､新たな時代を先取りする創造的な政策研究を

通じて､日本経済社会の発展と国民生活全般にわたる総合的向上をはかる目的で､1987年12月に設立､

その後88年12月､財団法人として新たなスタートを切った｡研究活動は研究所長を中心に､本研究､

委託研究などテーマ別に学者､専門家の協力を得ながら進めている｡

1.経済 ･社会 ･産業 ･労働問題に関するシンポジウム､セミナーの開催

<連合総研フォーラム>

第1回 ｢生活の質向上を目指して｣88年11月4日
第2回 ｢新成長時代にむけて｣89年11月13日
第3回 ｢調整局面をいかに乗り切るか｣90年11月8日
第4回 ｢内需主導型経済の第二段階へ｣91年11月1日
第5回 ｢人間中心社会の基盤構築にむけて｣92年11月4日
第6回 ｢内需主導型経済の再構築｣93年11月1日
第7回 ｢構造調整を超え生活の新時代へ｣94年11月2日
第8回 ｢日本経済の新機軸を求めて｣95年11月9日
第9回 ｢自律的回復の道と構造改革の構図｣96年11月5日
第10回 ｢持続可能な成長と新たな経済社会モデルの構築｣97年11月4日
第11回 ｢危機の克服から経済再生-｣98年11月4日
第12回 ｢安心社会-の新たな発展の布石｣99年11月2日
第13回 ｢活力ある安心社会構築のために｣2000年11月9日
第14回 ｢デフレからの脱出と日本経済の再生｣2001年11月8日
第15回 ｢進路なき日本経済と労働の現状｣2002年11月21日
第16回 ｢産業競争力と人材活力の好循環を創造するために｣2003年11月25日
<連合総研国際フォーラム>

第1回 ｢90年代世界と新たな社会経済政策の展望｣91年7月1-2日
第2回 ｢新しい働き方を求めて- 日本的雇用システムはどこ-ゆくのか｣93年4月23日
第3回 ｢発展するアジアと日本｣94年9月2日
第4回 ｢21世紀の経済社会システムとは- 『社会的市場経済』は未来のモデルとなるか｣

95年6月7-8日

第5回 ｢生涯 『しごと』/学習社会の構築をめざして- 21世紀-の日本の教育改革｣

96年10月16-17日

<連合総研創立10周年記念シンポジウム>

｢雇用 ･処遇 ･賃金の近未来と労働組合の選択｣｢グローバル化の中の労働組合の課題｣
｢労働の未来を考える｣等 97年12月3-5日

<国際労使関係研究会第12回世界会議特別セミナー>

｢コーポレート･ガバナンスと産業民主制｣99年6月1日
<雇用政策研究セミナー>

｢労働市場の構造変化と雇用政策の諸課題｣2004年2月～11月 (予定)

2.経済 ･社会 ･産業 ･労働問題に関する情報の収集および提供

研究広報誌の発行- 機関誌 『DIO』(毎月)､および "RENGOResearchInstituteReport"(年1回)の発

行など｡

3.研究シリーズ (連合総研ホームページ [http:〟www.rengo-soken.orjp/]を参照のこと)



は じめ に

経済情勢報告は､連合総合生活開発研究所 (連合総研)が､毎年 1回､勤労者生活を取

り巻く経済状況をとりまとめて発表するもので､今回で17回目となります｡本報告書は､当

研究所の経済社会研究委員会でのご議論やご助言を踏まえ､当研究所の責任においてとり

まとめたものです｡分析 ･提言については､国民経済の安定と国民生活の向上という経済

学の原点に立脚し､客観的な経済分析と社会的側面の分析に基づいた提言を行なっていま

す｡また､労働組合の積極的で責任ある活動-の助言を目的としているため､関心の重点

は､労働者の福祉の向上､良好な雇用 ･就業の確保など､勤労者の生活に密着する諸課題

に向けられています｡

今年度の報告書で取 り上げる検討課題は､例年通 り第Ⅰ部で最近 1年間の内外経済情勢

の分析を行ないます｡日本経済は純輸出の増加をきっかけに､2002年初頭から企業部門を

中心に景気回復が続いていますが､その影と･して､企業規模間や地域間の格差が拡大して

います｡これらの背景を分析するとともに､1990年代初めから続 く長期停滞から脱しつつ

ある状況を整理しながら､自律的な回復をさらに持続させるための条件を検討しています｡

また､第Ⅱ部で､21世紀の人口減少社会で労働供給が成長制約要因となることが予想され

る中で､日本経済の持続的発展基盤を整備するための課題を雇用中心に検討を行なってい

ます｡｢産業とイノベーション｣でイノベーションを通じた産業の持続的発展のための課題

を考察するとともに､｢高齢者雇用の現状と今後の対策｣と ｢若年者雇用と労働市場構造の

問題｣で高齢者と若年者の構造的な低就業問題を検討 し､その対策について提言を行なっ

ています｡

本報告書は､2005年の連合の政策 ･制度要求や春季生活闘争､経済政策や雇用政策をめ

ぐる活動の参考資料として作成されたものですが､労働組合だけでなく､国民生活の向上

と新たな福祉経済社会の構築に向けた議論の一助となれば幸甚です｡

本報告に当たり､経済社会研究委員会の田中努主査をはじめご協力いただいた各委員に

感謝を申し上げるとともに､個別課題のヒアリングにご協力いただいた先生方に心から御

礼申し上げる次第です｡

平成16年10月

財団法人 連合総合生活開発研究所

所 長 中名生 隆
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図表Ⅲ-3-12フリーターであったことの評価別

企業数割合

図表Ⅲ-3-13フリーターであったことをマイナ

スに評価する理由別企業数割合 (複数回答)

図表Ⅲ一3-14求職活動をしたことがない理由

(一度も求職活動をしたことがない｢ニート｣
について)

図表Ⅲ-3-15求職活動をやめてしまった理由

(求職活動をしたことはあるが現在はしてい

ない ｢ニート｣について)

図表Ⅱ-3-16生活費をまかなう主な収入 (複数

回答)

図表Ⅱ-3-17パート･アルバイトを正社員に登

用または採用する考え ･制度の状況

図表Ⅲ一3-18若年層が担当する仕事量

図表Ⅱ-3-19若年層の精神的負担

図表Ⅱ-3-20OFF-JTの実施状況
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

第 1 章 日 本 経 済 の 動 向

第Ⅰ部 第 1章のポイント

第 1節 景気回復の要因

○各種のマインド指標でみると､もはや ｢バブル後｣ではない｡
○今回の回復は､政府支出が増加しない中､最初に輸出が先導し､その後民間設

備投資が主導｡その間､民間部門の必死の努力で過剰債務が整理され､損益分

岐点比率が低下するなど､財務体質が健全化｡

○反面､今回の回復では､地域間 ･企業規模間の格差が拡大｡
○ この背景として､大企業を中心とする経費削減が中小企業-のしわ寄せとなっ

たほか､今回の回復を主導した輸出や設備投資､ITといった需要増加が格差を

拡大｡

○地域間格差では､公共投資の削減も格差拡大に影響｡

第2節 後退するデフレ

OGDPギャップの縮小によりデフレが後退したことに加え､素原材料価格の上昇

もあって国内企業物価は上昇に転じ､期待インフレ率も上昇｡

○ただ､今後については､非製造業を中心として生産性が向上して供給能力が増
加しやすい状況にあり､デフレ脱却には今しばらく時間がかかる｡

第3節 金融面の動向

○非金融法人は､キャッシュ ･フローの範囲内の設備投資で借入金の返済を続け
ているため､設備資金需要が顕現化しない地合いにある｡

○信用乗数は､平均でみると依然低下しているものの､限界的な変化では今春よ
り上昇｡貨幣の限界流通速度も下げ止まりつつあるため､量的緩和政策の効果

がこれから顕現化する可能性｡

○長期金利上昇圧力に今後注意する必要｡
○金融システムの動向は､地域銀行や協同組織金融機関では不良債権処理の速度

は依然遅々としているものの､主要行を中心に処理が進展｡

~丁



第1章 日本経済の動向

第 1節 景気回復の要因

(1)前2回の景気回復との比較

バブル崩壊後最高を更新する各種マインド

日本経済は､2002年2月以降景気回復過程に入っており､5四半期連続で前期比でみて

もプラス成長となるなど､着実な回復を続けています (図表 トト 1)｡また､各般のコンフ

ィデンス指数を見てもバブル崩壊後で最高値を更新するなど､一段と好転しております｡

企業マインドをみるために日本銀行の ｢全国企業短期経済観測調査｣の全業種 ･全規模

の業況判断DIをみると (図表 トト 2)､本年6月にプラス2となり､｢良い｣との回答企業の

割合が ｢悪い｣との回答企業の割合を12年ぶりに超え､バブル崩壊後の最高を更新 しま

した｡他方､消費者マインドをみるために内閣府の ｢消費動向調査｣の消費者態度指数

をみると (図表 ト ト3)､本年7月に48.7と､1991年6月の49.4以来の高い水準となり､バブ

ル崩壊後の最高を更新しています｡このような意識指標は､日本経済はもはや ｢バブル

後｣ではないと感じさせます｡

図表 ト1-1 実質GDP四半期別増減寄与度 (年率)
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資料出所 :内閣府 ｢国民経済計算｣
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト1-2 日銀全国短観 ･業況判断Dl(全業種 ･全規模)

業
況
判
断

D
I

eb～B:qsn撃Q:qqs:qbbG:qQSbqes等#:qQSBSASP:qqs:qqSNe.BSO.A&:qq#:qqq等威.bhQ:qqq等6%.B環流溝bS:誠～鏑SSn&b
資料出所 :日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣(常用雇用者ベース)

図表 ト1-3 消費者態度指数 (原数値)
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第1章 日本経済の動向

前2回の景気回復と対比 した特徴

バブル崩壊後の景気回復は今回も併せると3回あります*1｡前の2回の景気回復期と比較

対照して何が相違するのかを仔細に検討 しながら､今回の回復の本質を浮き彫 りにした

いと思います｡図表 ト1-4は､景気の谷を100とした指数で実質GDPの各需要項目がどの

ように立ち直っているかを景気回復期毎にプロットしたものです｡これをみると､本年1

-3月期は景気の谷から8四半期経過しており､景気の谷と対比 した実質GDPの変化は今

回が一番大きいことがわかります｡財 ･サービスの輸出が今回一番著しく､やや遅れて

民間設備投資の回復が追いついて来たことが窺われます｡今回の民間最終消費支出の回

復は､1993年からの回復と1999年からの回復のちょうど中間のペースであり､政府支出

に至っては前2回と相違して引き続き減少していることがわかります｡このように､公的

需要は減少しながらもそれを上回る輸出や設備投資の増加が今回の景気回復の主なエン

ジンであり､GDPの約6割を占める民間最終消費支出の回復はやや遅れ､そのペースも比

較的綾やかなものとなっています｡

次に､企業部門と労働分野の指標の回復状況をみるために､景気回復期毎に各指標の

レベルを図表 ト1-5にプロットしています｡まず､企業収益を売上高経常利益率 (法人季

報 ･季節調整値)でみると､直近は3.26%とバブル崩壊後の最高を更新しています｡とこ

ろが､雇用 ･賃金分野に目を転ずると､雇用者数は今回それほど増えておらず､前回の

景気の山の水準を越えていません｡現金給与総額指数でみた賃金に至っては､景気が回

復 しているにもかかわらず基調として減少したままになっています｡このように､雇用

や賃金の回復を後回しにして企業収益を回復させている姿が浮き彫 りになっています｡

輸出を中心とする売上数量の増加が交易条件悪化を克服して達成 した企業収益の改善

それでは､企業の基盤となる企業収益の改善はどのようなものがもたらしたのでしょ

うか｡企業収益は2003年度も全産業で16.9%､製造業で18.4%､非製造業で15.9%の大幅

な増益を示しました｡まず､製造業における経常利益の増加をもたらした要因をみてみ

ましょう｡図表 ト1-6では､経常利益の前年同期比を売上数量要因､売上価格要因､交易

*11993年11月から始まり1997年5月に終了した第12循環の景気拡大期､1999年2月から始まり2000年10月に
終了した第13循環の景気拡大期と今回の2002年2月から始まった第14循環の景気拡大の3回｡

- 千



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 1ll-4 バブル崩壊以降の3回の景気回復期の比較
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第1章 日本経済の動向

図表 l-1-5 バブル崩壊以降の3回の景気回復期の比較 (企業 ･労働関連)
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト1-6 製造業の経常利益の要因分解
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資料出所 :財務省 ｢法人企業統計季報｣､日本銀行 ｢製造業部門別投入 ･産出物価｣

条件要因*2､人件費要因､その他固定費要因等に要因分解 しています｡これによると､

2002年10-12月期以降の製造業の収益改善は主として売上数量要因であることが分かり

ます｡交易条件要因は原油を中心とする一次産品価格が上昇する一方で､産出価格が停

滞していることで採算がやや悪化しています｡後者の交易条件要因の悪化を前者の売上

数量の増加が上回ったことで全体の企業収益が改善する姿となっています｡2002年度に

大きな収益改善要因となった人件費要因は2003年度以降あまり大きなものとなっておら

ず､人件費の圧縮がこのところ一段落 していることをうかがわせます｡ このように､

2003年以降の製造業の収益構造は交易条件の悪化が減益要因となっているものの､売上

増加で収益が増加する ｢増収増益｣型となっています｡ 非製造業についてみると (図表

ト1-7)､2003年度より増益の主要因は売上高の増加であることがわかります｡

それでは､今回の主な収益改善要因である製造業の売上の増加は､内需と輸出のどち

らが主に牽引したのでしょうか｡名目値であるものの､日銀全国短観の売上計画で内需､

*2多くの企業収益分析 (例えば､日本銀行 ｢製造業部門別投入 ･産出物価指数｣等)に倣い､産出価格を投

入価格で割った値を交易条件としています｡

｢ 1



第1章 日本経済の動向

図表 ト1-7 非製造業の経常利益の要因分解
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資料出所 :財務省 ｢法人企業統計季報｣

輸出別の寄与度をみると (図表 ト1-8)､全産業では主に内需の変動による部分が大きいも

のの､2002年度上半期以降輸出がプラスに寄与しています｡製造業では､相対的に輸出

の寄与が大きく､2002年度以降の売上増加の大半は輸出が寄与し､2000年にかけての景

気回復期と比べても寄与度が大きくなっています｡

このような企業収益の改善が過剰債務の重石を軽減しています｡非金融事業法人の債

務負担の動向をみるために､債務償還年数 (有利子負債 ･キャッシュフロー倍率)をみ

ると (図表 ト1-9)､一般に製造業より非製造業の方で水準が高く､大企業より中小企業の

方で水準が高いことが分かります｡総じて言うと､バブル発生以前の1980年初頭の水準

まで減少しており､過剰債務の整理も峠を越した感があります｡特に大企業は､製造業

で1961年以降の最低を更新していますし､いわゆるバブル3業種と言われた建設､卸 ･小

売､不動産も1971年以来の低水準を記録しています｡ただ､中小企業に限ってみると､

製造業､非製造業とも債務の減少がかなり緩やかで遅れています｡以上まとめると､中

小企業は遅れているものの､バブルのときに積み上がった過剰債務の重圧がかなり軽 く

なっていることを示しております｡

｢ 1



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト1-8 企業売上の内外需別寄与度

①全産業の売上寄与度

(前年
同
期
比
'
%

)

(
前

年

同
期

比
'

%
)

6

4

2

0

2

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期
1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度(計画)

ED 内需寄与度 ⊂:::コ輸出寄与度 -くトー総売上高

資料出所 :日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣

②製造業の売上寄与度

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期
1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度(計画)

四 内需寄与度 ⊂=コ輸出寄与度 + 総売上高

資料出所 :日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣

｢ 1



湘
l

柵

Ej
餅
帝
端

0)替
F
]

因
鮒

I
･l
･9

森
薄
轟
郎
甘
蝉

(海
藻
B
u村
里
叫
恥
諭
･

斗

七

･y

ヾ
1
7
ロ
ー
諦

僻

)
0)栄
浮

心

0)1

(_I:)諏
滴
空

トー▲トー▲ トー ト･-▲ト.▲
⊂)N rPOT) CO ⊂ )N r> の00

J
I
.J
.J
IJ
J
I
YJ
7
1
7
1
1J
IJ
7
1
.ノ
ー
1
.∫
IJ
IJ
.J
一J
.J
Iノ
ー
1
ー1
7
1
ー1
.∫
,∫
IJ
ク
}
ク】
ク

}
2

っん
ク】

-

砂
藩
満
仲
敵
粥
･
-

-
-
,
砂
滞
薪
漕
締
淋

砂
漆
薪
#
鯉
締
淋

㊥
滞
薪
望
砂
師
淋

トー▲ トー トートー トーN
⊂)N AO300くつN Aの∞ ⊂)

TJ
J
I
.J
.J
TJ
.ノ
ー
1
7
1
TJ
.∫
.∫
TJ
TJ
一J

.J

.∫
IJ
TJ
J
I
ー
1
ー
1
-J
IJ
T･1
YJ
,∫
P･･1
っ4
2

ク)
2

ク
)
っん

-

jC
薙
藩
砂
耐
難
-

-

-
･
q
j

帰
砂
翻
淋

廿
/Jノ砂
掛
淋

㊥
漆
藩
望
潜
締
淋

)
4

1
2

-
0

∞6

4
2

0･斗
享

葦

毛

;7,.,.)'t,,;:;1'払.::/
.,帆,A:Y享

葦

.肌f:,I:).,I;:::L!

.宣

:,･Tbl.F']:iWJ壬

.,iT:.Ir::ii:;tLJI:.I:I:,.:,1J

.:Tf:LJ.I.-.帆

..'1':..,Tf:::);.II:WWJ.;:.:::,J

..帆..:,('t:::rl..:I州.:f
:::'l,:.:

.∫
TJ
-J
ー
1
7
1
.ノ
ー
1
ー
1
一J

TJ
IJ
.ノ
ー
1
.∫
IJ
ー
1
ー
1
.∫

TJ
.J
.J
TJ
IJ
TJ
.∫
,J

TJ
りん
クー
2

っん
っく
つ
ろ

-

汁
蒔
満
腔
締
淋
-

…

｡
せ
冊
漕
柿
淋

せ
/Jl
漕
柿
淋

㊥
滞
藩
B
FJ#
潜
締
淋

2
5

20

-m)0 m○TJ
.J
TJ
TJ
∫

J
I
.J

J
r
lJ
TJ
J
I
TJ
ー
1
1J
.･･1

1J
.∫
TJ
.J
J
I
TJr
TJ
IJ
.∫
TJ
TJ
.J
2

ク
)
ク

}
ク

}
っ
く
ク
ー

･-

汁
滞
藻
#
鯉
締
淋
-

-

-

せ
帰
等
鯉
韓
淋

せ
/i,
#
漕
輯
淋

千



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト1-9 債務償還年数 (規模別有利子負債 ･キャッシュフロー倍率)の状況 その2

⑤バブル3業種 (建設､卸 ･小売､不動産)
35
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15
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0
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一十 -1 ト} -} ト1 ト} ト1 7Y ト} ト1 .Y ト} ト7 7Y ト} ト1 .Y ト1 ト} ト} 7-イ ト} ト1 7Y h1 7･1 トY へJ ～ ev N へJ へJ

⑥非製造業 (除くバブル3業種)

g gQOV き ざ ぎ ggv 8-0m g g ggv g ぎ g ggv g ぎ ぎ ざ ぎ ざ g ggv ggq ぎ ぎ sov ggqぎ ぎ ざ ぎ ざ ぎ
I-} トY ト} トY -1 トサ ト1 ト1 ト} 7･｢ ーサ ト} ト1 トY 一十 ト1 7-1 -･｢ ト} 7-イ h Y ト} トy hY ト} トY 71 へ ぐ＼) へJ へJ CV ～

大規模除3業種 -･--ヰ 堅除3業種 中小除3業種

(注1)有利子負債 ･キャッシュフロー倍率-有利子負債/キャッシュフロー (後方4期移動平均値)

(注2)有利子負債-社債+金融機関借入金+その他の借入金

(注3)キャッシュフロー-減価償却費+経常利益/2

資料出所 :財務省 ｢法人企業統計季報｣

以上のような過剰債務の圧縮や2002年度にかけて行われた人件費の圧縮により､損益

分岐点比率は製造業を中心に低下しており､強固な財務体質に改善しています (図表 ト1-

10)｡どの程度強固かを試すために､売上高が5%減少した場合や長期金利が1%ポイント

上昇した場合の経常利益に対する影響をみてみることにします (図表 ト1-ll)｡これによ

ると､製造業､非製造業ともそれぞれ同じインパクトを与えても以前ほど経常利益が悪

化しなくなっています｡
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第1章 日本経済の動向

図表 ト1-10 損益分岐点比率 (4期移動平均)
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+ 製造業 - 健-非製造業

資料出所 :財務省 ｢法人企業統計季報｣

図表 ト1-11 売上高減少や金利上昇が経常利益に与える影響

①売上高が5%減少した時の経常利益の変化率

製造業 非製造業

1998年度 -45.8% -54.8%

2003年度 -27.5% -36.0%

(備考)財務省 ｢法人企業統計季報｣より連合総研推計

(参長期金利が 1%ポイント上昇した時の経常利益の変化率

製造業 非製造業

2002年度 -5.8% -10.0%

(備考)第一生命経済研究所 (2004年6月)より抜粋

急上昇する生産設備のスクラップで旺盛な設備投資の割に高まらない資本ス トック

2001年にス トック調整に入っていた民間企業設備投資は､このような企業収益の改善

や過剰債務の減少や売上の増加を受けて､ス トック調整が2002年に終了し､2003年に入

り盛り上がりを見せています (図表 l-1-12)｡しかしながら､生産設備の老朽化を受けて

製造業や運輸通信業を中心に除却率が2003年度より急上昇*3して資本ストックの増加を抑

制しており､2003年度末には前年比で若干ながらも減少しています (図表 ト1-13)｡この

*3財務省｢法人企業統計季報｣で名目除却率 (有形固定資産売却滅失振替等/前期末有形固定資産)を業種毎

にみると､製造業のうち鉄鋼業で2003年から､運輸通信のうちその他の運輸 (陸運 ･水運以外)通信が2004

年から異常に高い数値を示しているので､その解釈には留意が必要です｡
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト1-12 日本の設備投資循環 (個人企業を含む全産業)
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資料出所 :内閣府 ｢四半期別民間企業ストック統計速報｣

図表 1-1-13 資本ス トック除却率 (後方4期移動平均)
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第1章 日本経済の動向

ような除却の高まりは更新投資を誘発するとともに､生産能力を抑制するため､資本ス

トック調整が起こり難 くなっています｡それとともに､資本設備年齢の若返 りに向けた

動きが浮き彫 りとなっています｡他方､設備投資の循環からみた期待成長率の動向をみ

るために､設備投資増加率を縦軸に､｢設備投資/資本ストック｣比率を横軸にとった曲

線をプロットすると (図表 1-ト 14)､期待成長率の水準に対応した双曲線が措け､左下に

あればあるほど低い期待成長率に対応 しています｡2003年度は2000年度ほどではないも

のの､期待成長率がやや上昇していることがうかがわれます｡また､内閣府の ｢企業行

動アンケー ト調査｣でみた今後3年間の期待成長率は､昨年の0.7%から今年は1.4%に上

昇しており､資本ストック循環図で見た期待成長率の上昇と軌を一にしています｡

今回の景気回復の主要因

以上､日本経済を概観 してきましたが､企業部門でも過剰債務の整理の進展と設備投

資や新規採用計画の増加など前向きの企業活動は､バブル崩壊後の長 く苦難に満ちた調

図表 ト1-14 日本の設備投資循環と期待成長率 (個人企業を含む全産業)

設
備
投
資

(
前
年
比
'

%
)

前年の設備投資/資本ストック比率､%

資料出所 :内閣府 ｢民間企業ス トック統計｣
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

整過程が最終局面にさしかかりつつあることをうかがわせます｡また､家計部門の回復

はやや遅れておりますが､堅調な企業部門の回復が家計部門-波及しつつあり､自律的

回復に向けた萌芽が見えつつあります｡これまでの今回の回復を振 り返ると､政府支出

が減少 し続けても景気が回復 したことに加え､日本銀行の量的緩和にもかかわらずマネ

ー ･サプライは伸び悩んでいます｡そのため､今回の回復は､いわゆる積極的なマクロ

経済政策によってもたらされたとは言い難い部分がかなりあると思われます｡民間部門

の文字通 り血のにじむような財務体質健全化に向けた努力で過剰債務の整理が進展 して

います｡こうした中､世界経済*4の回復を背景とした輸出の増加とそれを受けた民間設備

投資の増加とデジタル家電に代表されるようなIT分野での独立的な需要の拡大が経済成

長のエンジンになってきています｡ このように､今回の回復は､国内の政策要因という

よりは､輸出の増加に支えられた部分や民間部門の必死の自助努力でもたらされた部分

の方が大きいと考えられます｡

(2)今回拡大している地域問､規模問格差

格差拡大の実態

今回の回復のもう一つの大きな特徴は地域間､企業規模間格差*5が拡大していることで

す｡図表 l-1-15は帝国データバンクの景気DI*6を地域別にみたものです｡地域別格差は

ほぼ一貫して南関東が一番高 く､2003年の初めまでは東北､その後は北海道が一番低 く

なっており､大都市圏と地方圏の格差が拡大しているのが読み取れます｡地域別のバラ

ツキ度合いを定量的にみるために､地域別景気DIの変動係数を計算すると､2002年の9月

で8.9ポイントであったのが､直近の2004年7月に35.3と4倍弱も上昇し､特に今年に入っ

てからの上昇が顕著となっています｡他方､同じデータで大企業と中小企業の景気DIの

*4輸出の回復の背景となっている世界経済の回復については､第3章で詳述することとします｡

*5こうした業種においては､そもそも規模と範囲の経済が働き､消費者の価格感応性の高い業種では､大企

業は中小企業と比べるとコス ト優位に立てます｡中小企業が大企業に対抗するには企業成長を通じた企業規

模の拡大に遇進することが必要でしょう｡

*6調査対象2万2096社､有効回答数1万社強｡有効回答者数で日本銀行の全国企業短期経済調査のサンプル

数と同等の大きさを持ちます｡なお､DIの計算方法は､｢非常に悪い｣､｢悪い｣､｢やや悪い｣､｢どちらともい

えない｣､｢やや良い｣､｢良い｣､｢非常に良い｣の7段階の評価にそれぞれ､0､1/6､2/6､3/6､4/6､5/6､6/6

の点数を与え､これらの回答区分のウェイトを来して産出しています｡
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第1章 日本経済の動向

図表 [-1-15 地域別景気Dl
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資料出所 :帝国データバンク ｢景気動向調査｣

図表 ]-1-16 企業規模別の景気Dl
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(注)DIは非常に悪いから非常に良いまでの7段階に0-100の点数を与えた加重平均値｡

資料出所 :帝国データバンク ｢景気動向調査｣
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト1-17 勤務先規模別実質消費支出 (3カ月移動平均)
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,,ll-1i-IJ:IlIiStI,'iIl:-:tI_I,ltIl轡.:J崇/崇,tIllitI_'書:-:tIl:tIllI悪書SiTSIT,;移箪 ‡替I.'SIitI-'芸71:ISt:TlSIllttI,:I,:-:;--Ili-Tis:-1:千
-- 1-29人(小企業) - 500人以上 (大企業)

資料出所 :総務省 ｢家計調査｣

格差をみると (図表 ト1-16)､2003年3月に0.7ポイントであったのが､直近の2004年7月に

4.2ポイントと6倍も拡大しています｡

また､このような企業規模間の格差の拡大を背景に､今年に入ってから世帯主が大企

業に勤務する世帯での家計消費が改善しているのに対 し､小企業に勤務する世帯では一

進一退の域を脱していません (図表 ト1-17)0

格差拡大の要因

このような格差は一体どのような要因によるものでしょうか｡まず､地域別には個々

の産業の地域立地､ないしはそれぞれの地域の産業構造に影響される部分が大きいと考

えられます｡建設業は公共投資の削減により低迷を続けています｡1995年地域間産業連

関表*7の公共投資の生産誘発依存度をみると (図表 ト1-18)､北海道で9.8%､東北で6.9%､

四国6.1%と地方圏では高いのに対 し､関東で3.9%､中部で3.4%､近畿で4.4%と大都市

*71995年と10年近く前のデータなので､その後の産業構造の変化を反映していない点に留意する必要があ

ります｡
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第1章 日本経済の動向

圏では低くなっています｡このように､地方圏で公共投資依存度が高く､公共投資減少

の影響を直接受けるため､景気DIも低迷する姿となっています｡加えて､今回の局面の

当初に回復を主導したのは輸出と民間投資ですが､例えば中部､中国､関東､近畿など

輸出と民間投資の生産誘発依存度の高い地域ほど (図表 ト1-18)､鉱工業生産増加率が高

くなっているため､景気DIが高くなる傾向にあります｡

次に､企業規模間格差は､大きく分けて2つの要因で説明できます｡一つは､大企業は

収益が回復していても一層の収益改善を図るため､コスト削減を継続しています*8｡ この

結果､資材や役務の調達削減や単価低下で中小企業にしわ寄せがきています｡もう一つ

は､今回の景気回復を主導した輸出と設備投資やIT需要の国内生産-の波及の違いに帰

着します｡すなわち､これらの需要拡大の効果が大企業に集中する構造になっているた

めです｡中小企業庁の ｢2000年規模別産業連関表｣の生産誘発係数*9は (図表 ト1-19)､

これらの構造を浮き彫りにします｡

まず､需要項目別に見て中小企業の生産誘発係数が最も高いのは､家計外消費*10でほ

とんど1となっています｡大企業の経費削減で最も早く最も大きくカットされたのは､交

際費や法定外の福利厚生費です｡その依存度は中小企業では7%と小さなものですが､中

小非製造業の産出の減少に大きく寄与しているものと見られます｡次に､輸出の生産誘

発係数は､大企業で1.08と大きいのに対して中小企業で0.68と小さくなっています｡しか

も大企業の輸出依存度が25.5%なのに対し､中小企業は13.6%しかありません｡従って､

今回の輸出増加の恩恵は大企業中心となり､中小企業はそれほど大きくありません｡ま

た､IT関連需要拡大の効果も大企業中心となっています｡中小企業庁の規模別産業連関

表によると､IT産業の規模別国内生産のウェイトは大企業で79.5%､中小企業で20.5%と

なっています｡また､IT産業に1単位需要が発生した場合の生産波及効果は､大企業の

*8景気回復が明確化した今年に入ってからも､大手電機 ･機械メーカーを中心に調達先や調達部品数の削減

を通じて資材調達コストを削減する動きがあります｡

*9ある需要が1単位発生したときに当該産業にどれだけの産出拡大効果があるかをみるものです｡以下では､

大企業と中小企業に分類できる業種に限定して係数や依存度を見ています｡生産誘発係数は中間投入だけ経

済効果が大きく見えますが､純粋な経済効果をみる付加価値誘発係数の企業規模間格差は同様の傾向にあり

ます｡

*10これは聞きなれない用語ですが､いわゆる ｢企業消費｣であり､その範囲は､福利厚生費 (雇用者所得

に含まれるものや内生部門に計上されるものを除く)､交際費､接待費及び出張費から実際に支払った運賃を

除いた分 (主として宿泊費と日当)となります｡
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 l-1-18 地域別にみた生産誘発依存度

① 公共投資､輸出､民間投資

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

田公共投資 田輸出 E3民間投資

資料出所 :経済産業省 ｢1995年地域間産業連関表｣及び国土交通省 ｢1995年建設部門地域間産業連関表｣

②消費

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

資料出所 :経済産業省 ｢1995年地域間産業連関表｣
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第 1章 日本経済の動向

図表 JI1119 企業規模別 ･需要項目別生産誘発係数

家計外消費 民間消費
支出

一般政府 公的固定
消費支出 資本形成

国大企業 包中小企業

(注)大企業と中小企業に分類される業種のみ集計｡

資料出所 :中小企業庁 ｢2000年規模別産業連関表 (事業所ベース)｣

民間固定
資本形成

輸出 平均

図表 ト1-20 企業規模別･需要項目別生産誘発依存度

家計外消費 民間消費
支出

一般政府 公的固定
消費支出 資本形成

直大企業 ヨ中小企業l

(注)大企業と中小企業に分類できる業種のみ集計｡
資料出所 :中小企業庁 ｢2000年規模別産業連関表｣

｢ 1
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

1.14に対 して､中小企業は0.48に過ぎません｡さらに､最近ではIT分野を中心にブラッ

ク ･ボックス化が進み､下請け企業への発注を減らしているため､中小企業への波及は

小さくなっていくとみられます｡さらに､民間固定資本形成の生産誘発係数は大企業の

0.64に対して中小企業では0.57とやや小さくなっています｡また､生産誘発依存度*11も大

企業で25.3%なのに対し､中小企業は19.2%とやや低 くなっています｡このため､設備投

資の増加は全体として大企業の産出がより一層伸びる形で大企業と中小企業の格差を拡

大させます｡

では､どのような需要の拡大が格差を縮小させるのでしょうか｡

まず､企業規模間の格差では､大企業より中小企業の方で生産誘発係数が高く､中小

企業においてより生産誘発依存度が高い需要項目が増加すれば格差が縮小 します｡図表

I-1-19をみると､最も大きな効果を望めそうなのは､民間最終消費 (民間消費支出)で

す｡大企業の生産誘発係数が0.31となっているのに対し､中小企業では0.49と大きなもの

となっています｡生産誘発依存度は大企業で36.8%になっているのに対し､中小企業で

49%と大きくなっています (図表 ト1-19-20)｡次に期待できるのは*12､生産誘発係数の

差異が大きい家計外消費ですが､それほど依存度が大きくありません｡しかも､これは

大企業の行動パターンが変わらない限り､その拡大は望めないでしょう｡

次に､地域間格差については､地域別にみた消費の生産誘発依存度は､中国地方を除

けば､総じて地方圏の方が高くなっています (図表 ト1-18)｡このため､消費増加の恩恵

は地方圏の方が相対的に享受できることになります｡

このように､経済成長の主軸が中小企業のウェイトの高い民間最終消費に変われば､

企業間格差や地域間格差が是正に向かうものと考えられます｡ただ､公共投資の削減が

続 く間は地方圏の景況の回復は緩やかものにならざるをえませんし､輸出と設備投資と

IT関連が景気回復を主導する間は大企業と中小企業との景況感格差はなかなか解消しに

くいものと思われます｡

*11各産業の生産額が､どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたものであるか､そのウェイトを示す
もの｡

*12公的固定資本形成は､生産誘発係数の差異は比較的大きいものの､依存度は企業規模間であまり変わら

なかったため､全体としての格差是正効果は小さなものとなっています｡
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第1章 日本経済の動向

第2節 後退するデフレ

GDPギャップの縮小とともにデフレが後退

景気回復に伴っていわゆるGDPギャップが縮小 していることに加え､石油や金属を中

心とした一次産品価格の上昇やその他の特殊要因からデフレが後退しています｡まず､

インフレ中立的なGDPギャップをGDPベースのフィリップス曲線から求めたのが図表 ト

1-21です｡2002年1-3月期に▲5.9%に達していたGDPギャップ*13は景気の回復とともに

需要不足幅を急速に縮小 し､直近の本年4-6月期には▲0.8%にまで縮小 しています ｡

GDPデフレ一夕の前年比はGDPギャップの動きに遅れて同じ方向に動く傾向があるため､

景気回復が持続すればGDPデフレ一夕も下げ止まることが予想されます｡

次に､物価を巡る環境をみると (図表 ト1-22)､中国経済の過熱や中東を巡る地政学的

リスクを反映してエネルギー製品や非鉄金属や農産物を中心に上昇基調にあります｡6月

については中国経済の過熱が収まるとの見方から国際商品市況はやや反落しています｡

これらを反映して､円ベースでみた輸入物価指数も6月以降やや落ち着いた動きを示して

います｡

このような状況の下､国内企業物価指数の動向をみると (図表 ト1-23)､本年3月に前年

比で上昇に転じ､足下の7月には1.6%の上昇となっています｡最近の上昇には､石油製品

や鉄鋼 ･非鉄金属等､米類や大豆類を中心とした農産物など一時的な要因で押 し上げら

れている部分もあります｡しかしながら､これらを除いた基調的な要因はマイナス幅が

徐々に縮小 して､7月には1998年3月以来5年4カ月ぶりにプラスに転じました｡

さらに､日本銀行が金融政策でコミットしている消費者物価指数 (生鮮食品を除く総

令)をみてみましょう (図表 J-1-24)｡ 昨年め秋から冬にかけてマイナス幅が縮小 し､前

年比でほぼゼロ近傍まできましたが､今年の春以降は再びマイナス幅がやや拡大してい

ます｡しかし､もう少し仔細にみると､このマイナス幅の縮小 と再拡大は､米の凶作と

いった一時的要因に加え､診療報酬の改定や発泡酒に係る酒税の引き上げといった制度

*13参考までにOECDの経済見通しで試算されている日本のGDPギャップは､2003年▲1.8%､2004年0.0%､
2005年1.5%となっており､足下の水準は連合総研推計とさほど違わないことがわかります｡なお､ここの
GDPギャップの推計は日本経済研究センター (2004年3月)の手法に沿って行いました｡
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト1-21 GDPギャップとGDPデフレータの動向
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資料出所 :内閣府 ｢国民経済計算｣等に基づき連合総研推計

図表 ト ト22 物価を取り巻 く環境
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図表 l-1-23 基調的な国内企業物価騰落率
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資料出所 :日本銀行 ｢国内企業物価指数｣

図表 ト 1-24 基調的な消費者物価騰落率 (生鮮食品を除 く総合)
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資料出所 :総務省 ｢消費者物価指数｣
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的要因によってもたらされた部分が大きいことが分かります｡これらを除去した基調的

要因は､昨年秋にかけてマイナス幅が縮小 した後､一進一退の動きで依然水面下にあり

ます｡また､今後については､今年は米の豊作が予想されている一方で､原油価格上昇

の影響が次第に顕現化するため､国内企業物価や消費者物価ともに､一進一退の範囲内

で推移していくものとみられます｡

やや強含む期待インフレ率

このように､足下では消費者物価を除くと､デフレが後退していますが､今後はどう

なるでしょうか｡まず､連合総研の ｢勤労者短観｣による今後の物価動向の意識をみて

みると (図表 ]-1-25)､1年前と比較した物価判断DIが初めてプラスになったほか､今後1

年間の物価見通しDIのプラス幅も前回調査と比べ10ポイントも拡大しています｡

本年3月に物価連動国債が日本で初めて発行され､金融市場から見た期待インフレ率が

計測可能になりました｡投資家がリスク中立的で市場に十分な流動性が確保されている

場合､名目国債利回り一物価連動債利回り≒期待インフレ率*14となります｡この関係を

利用して今後10年間の平均的な期待インフレ率を抽出したのが図表 I-1-26です｡これに

よると､3月初めに0.1%台で推移した後､景気回復予想の高まりから上昇基調にあります0

6月初めに､景気の回復ペースの加速を確認する経済指標を受けて急上昇した後も上昇し

続け､8月初めには0.9%に迫る水準まできています｡

一次産品価格の高騰を通じた原材料価格上昇の企業収益への影響

国内需要財の企業物価を需要段階別に見たものが図表 l-1-27です｡素原材料では輸入

品を中心に最近上昇が顕著となっています｡中間財も今年に入ってから輸入品の上昇に

釣られる形で緩やかながら上昇に転じ､素材型製造業では価格転嫁がそろりと始まって

*14西岡慎一 ･馬場直彦 (2004年4月)の指摘するように､市場参加者がリスク回避的ならば､名目国債利

回りには将来のインフレリスクを補償してもらうために､リスクプレミアムが付加されていると考えられて

います｡他方､物価連動債は流動性が低 く常に換金できないリスクもあるため､流動性プレミアムが付加さ

れていると考えられています｡これらのリスクを考慮に入れると､結局､名目国債利回り-物価連動債利回

り-期待インフレ率+インフレ･リスクプレミアムー流動性プレミアムと修正されます｡初回の物価連動債

の発行量が1000億円弱とロットが小さく､発行後の取引量も小さいため､ここで抽出した期待インフレ率は

ある程度の幅を持って解釈する必要があります｡

｢ 1



第1章 日本経済の動向

図表 ト 1-25 物価変動の現状と見通し (Dl)

01年 4月 01年10月 02年 4月 02年10月 03年 4月 03年10月 04年 4月

-一･･1年前との比較 + 今後1年間の見通し

(注1)指数の計算方法-(｢かなり上がった (上がる)｣×1+ ｢やや上がった (上がる)｣×0.5+ ｢変わらない｣×0+
｢やや下がった (下がる)｣× (-0.5)+ ｢かなり下がった (下がる)｣× (-1))÷回答数×100

(注2)全回答者について､ ｢わからない｣ ｢無回答｣を除外して集計

資料出所 :連合総研 ｢勤労者短観｣

図表 ト1-26 物価連動債から見た期待インフレ率
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資料出所:日本経済新聞社｢JSprice｣
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 l-1-27 需要段階別の国内企業物価と製造業交易条件指数 (前年比)
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資料出所 :日本銀行 ｢物価指数月報｣

いるようです｡しかしながら､最終財はIT関連製品の性能向上による価格低下もあって

資本財や耐久消費財を中心に依然として緩やかな下落傾向にあり､加工組立型では価格

転嫁は今のところ起きていません｡このように､川下を中心に投入価格が上昇している

のに対 し産出価格を上げ難いため､製造業の交易条件 (変動費ベースの採算)がやや悪

化し､収益悪化条件となります｡第1節の図表 ト1-6でみたように､確かに製造業の交易

条件の悪化は昨年度全体で4兆円もの減益要因となっているものの､売上数量増による増

益効果が上回っています｡このように､現在のところ､販売数量の増加で固定費負担が

希薄化する状況においては採算悪化の影響はかなり限定的なもので､それほど懸念する

必要はありません｡

以上､基本的にはGDPギャップの縮小を受けてデフレが後退の方向には向かっていま

す｡ただ､いくつかの一時的 ･特殊要因もあり､基調的な消費者物価はまだマイナスで

あるため､今のところデフレから完全に脱却したとは言えません｡また､素原材料や中

間財の段階が上昇する一方で､最終需要段階での価格転嫁が進んでいないなど､深刻で

はないにせよ製造業で収益を圧迫する要因となっており､デフレ後退といってもそれは
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第1章 日本経済の動向

ど望ましいものではありません｡今後については､生産性向上で供給能力が自然と増加

しやすい中で､需要が供給側よりも伸びる形で需給が引き締まってくるかどうかが重要

です｡こうなれば､企業のコスト転嫁がようやく容易になり､消費者物価段階でも基調

的な要因が上昇に転じてくるとみられます｡ただ､非製造業で相対的に不稼動資産が多

い上に､生産性上昇の余地が多いとみられています｡このため､需要の拡大は供給の拡

大に吸収されて雇用 ･貸金の改善が鈍いペースのままになるとともに､コス ト転嫁が容

易でなくなる可能性があります｡この場合､成長率は高まるものの､物価はなかなか上

昇しないでしょう｡ 足下ではデフレ脱却に向けて助走している感がありますが､デフレ

からの完全脱却には今しばらく時間がかかりそうです｡

第3節 金融面の動向

日本銀行は､2001年3月に量的緩和政策を採用して以来､徐々に日銀当座預金残高の目

標を引き上げてきました｡これにより､金融機関の資金繰 り不安の沈静化を通じて金融

システムの安定に寄与したと一定の評価ができます｡しかしながら､今までのところ所

期の目的であるマネー ･サプライの顕著な増加に結びついていないなど､実体経済に対

する効果が顕現化しているとは言えないようです｡ここでは､量的金融指標の動向を概

観し､今後の量的緩和政策の効果について検討することにします｡

銀行信用の量的側面

まず､資金需要面についてみていくと､民間事業法人は企業収益の改善でキャッシ

ュ ･フローが増加する中､若干余裕資金の運用を増やしています｡ただ､その一方でキ

ャッシュ ･フローの範囲内ながら足下で設備投資を増やしています (図表 ト1-28)｡こう

した中､民間事業法人全体で大幅な借入金の返済が続いています｡また､事業法人のバ

ランスシート調整やそれと表裏一体の不良債権処理の進展を受けて､不良債権処理等を

調整した銀行の貸出残高は減少幅を縮小させています ｡ このような背景により､マネ

ー ･サプライの増減を信用面との対応からみると､依然として国債購入を中心とした対

公的信用が増加している一方で､対民間信用は減少が続いていますが､その幅は徐々に
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト ト 28 設備資金需要とキャッシュフローの状況 (4期移動平均)
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資料出所 :財務省 ｢法人企業統計季報｣

図表 ト1-29 マネーサプライ (M2+CD)増減と信用面の対応
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資料出所 :日本銀行 ｢マネタリーサーベイ｣
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第1章 日本経済の動向

図表 ト1-30 民間銀行貸出 (特殊要因調整後)
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資料 :日本銀行 ｢貸出 ･資金吸収動向等｣

図表 ト1-31 平均信用乗数と限界信用乗数
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資料出所 :日本銀行 ｢金融経済統計月報｣

｢ 1



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト 1-32 信用乗数の変化要因
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資料出所 :日本銀行 ｢金融経済統計月報｣

縮小 しています (図表 ト1-29)｡

一方､資金供給面では､不良債権処理の進展で主要行を中心にリスクテイク能力が復

元しつつある民間金融機関は､中小企業に対 し比較的慎重な貸出態度を維持しているも

のの､全体として貸出姿勢を緩和してきています｡企業から見た金融機関の貸出態度も､

中小企業を含め､一段と改善が明確になっています｡そして､実際の民間銀行貸出 (特

殊要因調整後)も減少幅の縮小が続いています*15 (図表 ト1-30)｡ その結果､中小企業も

含め資金繰り判断の改善が一段と明確になっています｡

他方､信用乗数 (マネー ･サプライ/マネタリー ･ベース)は､金融仲介機能を通じ

て信用創造がどれだけ行われているかを反映しています｡基本的には､貸出を通じて預

金が増加し､それがまた貸出に回るという信用創造プロセスが活発であれば上昇します｡

しかし､銀行や他の民間部門が当座預金残高や貨幣の保有を増加させると､それだけ信

用創造プロセスから貨幣が漏れるので､信用乗数は低下します｡

*15ただ､貸出の内訳が公表されないため､実際に民間法人への貸出が増えたのか､それとも公的法人への
貸出が増えたのかはよく分からないところがあります｡
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第1章 日本経済の動向

実際の動向をみると､平均信用乗数は依然として低下傾向にありますが､限界的な変

化を見た限界信用乗数は今年の春から上昇しています (図表 ]-1-31)｡そこで､信用乗数

が変化した要因をみるために､金融部門の日銀当座/預金比率､金融部門の現金/預金

比率､非金融部門の現金/預金比率に分解して考えます (図表 トト32)｡信用乗数が低下

(上昇)するのは､金融部門の当座/預金比率が上昇 (低下)したとき､金融部門の現

金/預金比率が上昇 (低下)したとき､非金融部門の現金/預金比率が上昇 (低下)し

たときです｡

金融システム不安やペイオフ完全実施に向けた不安が沈静化したため､家計のタンス

預金や企業による現金の予備的保有の増勢が一服し､預金に対する現金保有比率が今年

に入りやや低下しています｡このため､非金融部門の現金/預金比率要因による低下幅

が縮小していましたが､今春から上昇要因に転じています｡ もう一つは､日銀当座預金

目標の引き上げが一段落したことに加え､銀行のリスクテイク能力の持ち直しを反映し

て銀行貸出の減少幅が縮小しています｡このような背景により､日銀当座預金比率の上

昇ペースが落ちているため､信用乗数の押し下げ圧力が徐々に縮小しています (図表 ト 1-

32)｡なお､貨幣の平均流通速度 (名目GDP/マネー ･サプライ)は依然低下傾向にある

ものの､今年に入って限界流通速度はやや上昇するなど下げ止まりに向けた動きがあり

ます (図表ト1-33)0

最近のこのようなマネー ･サプライを巡る環境の変化が持続するとともに､資金供給

面でも金融機関の不良債権処理を通じたリスクテイク能力が回復し､また資金需要面で

も設備投資資金需要が増加すれば､日本銀行の量的緩和政策の効果が今後次第に顕現化

する可能性があります｡すなわち､日本銀行のマネタリー ･ベース (日銀当座預金+流

通現金)の増加が今後徐々に染み出す形でマネー ･サプライの増加につながり､資金需

要の下支えを通じて名目GDPを押し上げる方向に働くことが期待されます｡

金利の動向

こうした中､金利の動向を見ていくと､日本銀行は､依然として量的緩和を行うとと

もに､無担保コールレート (オーバーナイト物)の金利をゼロにしています｡名目金利

は期間が短いほどコールレートとの裁定取引でゼロに近づきます｡一方で､期間が長い

~丁



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 l-1-33 貨幣 (M2+CD)の平均流通速度と限界流通速度
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資料出所 :日本銀行 ｢金融経済統計月報｣等

ほど将来の期待インフレ率や中長期的な実質の期待成長率の影響を受けます｡現在のよ

うに､景気が着実に回復 して､先行 きの景気拡大を示唆する先行指標が公表されると､

期待インフレ率や期待成長率が高まり､長期金利が上昇して､長短金利差 (イール ド･

カーブの傾き)が拡大しています (図表 ト1-34)｡ このような長期金利の上昇は景気拡大

やリスクテイク能力の改善を反映したものですが､今後民間金融機関で一層リスクテイ

ク能力が改善すれば､資産サイ ドで国債から貸出-の資金シフトが起こりやす くなり､

長期金利が不安定化する可能性 も指摘*16されています｡今後､長期金利がファンダメン

タルズを超える形で跳ね上がる動きがないかどうか注視 していく必要がありましょう｡

通常の金融政策は期間が長期であるほど金利に対する影響力が及びにくくなるため､財

政当局の適切な国債管理政策が長期金利の行き過ぎた上昇を抑制する上で中心的な役割

を担うものと考えられます｡かといって､中央銀行は何もしなくともよいということは

ありません｡適切に役割を分担 して協力すべきでしょう｡ なお､長期金利上昇の財政面

*16高田 (2004年8月)等｡
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第1章 日本経済の動向

図表 トト34 長短金利の動向
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資料出所 :日本銀行 ｢金融経済統計月報｣

10年物国債利回り

への影響を考えると､ほとんどの既発国債の利払い費は変わらないものの､新規発行債

に加え､今後の借換え債や金利変動債等の利払い費を押 し上げます｡財務省の ｢平成16

年度予算の後年度歳出 ･歳入-の影響試算｣によると､想定金利である2%から3%に1%

ポイント上昇すると､2005年度に1.2兆円強増えるとしており､最近の景気回復に伴 う税

収増加の効果を打ち消してしまいます｡

各部門毎の資金循環の動向

経済は､金融と実物経済の相互作用で動いていくものであり､金融システムが動揺す

ると実体経済のパフォーマンスも悪化するし､実体経済が悪化すると金融伸介機能も低

下します｡ここでは､まず､各経済主体がどの程度資金が不足 しているのか､余剰 とな

っているのかをみていきます｡図表 ト 1-35をみると､一般政府が財政赤字を背景に大幅

な資金不足を続けています｡家計部門は可処分所得の低下といった循環要因に加え､高

齢化による消費性向の上昇といった構造要因により､資金余剰幅が縮小傾向にあり､昨

年7-9月期に資金不足主体に転 じました｡ 一方､金融機関や非金融法人企業では､債務

ド



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

返済といった構造要因に加え､企業収益の改善といった循環要因により大幅な資金余剰

を続けています｡家計部門が資金余剰主体で企業部門が資金不足主体という通常のパタ

ーンとは逆で､引き続き異常な資金循環構造になっています｡非金融法人企業を仔細に

みると､現預金比率が足下幾分低下しているものの､非常に高水準になっています｡ま

た､製造業を中心とする在庫圧縮で低下構造にある企業間信用*17は､景気後退期に収縮

した後､このところ減少幅が縮小 しています (図表 ト1-36)｡このように､非金融企業を

巡る資金循環は幾分正常化に向けた兆しがみられます｡

金融システムの動向

2605年4月からペイオフ (金融機関破綻時の預金保険払戻し)が実施できるようにすべ

く､2004年度までに不良債権問題を終結させるため､2002年10月に ｢金融再生プログラ

ム｣が策定され､逐次実行に移されてきました｡

その結果､2004年3月末現在､預金取扱金融機関の不良債権額 (金融再生法ベース*18)

は34.6兆円と前年度末に比べ9.9兆円減少しています｡また､不良債権比率を業態別にみ

ると (図表 トト37)､主要行が5.1%とかなり低下したものの､地域銀行や協同組織金融機

関 (信用金庫や信用組合)の低下テンポはかなり緩やかなものとなっています｡こうし

た背景としては､主要行では特別金融検査で不良債権のオフバランス化を引き続き促進

したことが大きいと考えられます｡他方､地域銀行や協同組織金融機関では､ある程度

不良債権処理を進めているものの､①地方や中小企業の業況の回復が遅れているため､

債務者格付けが引き続き悪化したことや､②地価が下げ止まらないために担保価値が引

き続き低下していることが考えられます｡加えて､主要行では､不良債権に対する保全

率も上昇しています｡

このように､金融機関の収益力にはっきりとした改善がみられない一方で､主要行で

はおおむね不良債権処理の峠を越しており､これからリスクテイク能力が徐々に回復に

向かうと思われます｡また､UFJグループを巡る動きにみられるように､3大銀行グルー

*17取引相手との手形や買掛金がそのほとんどとなっており､親会社が子会社や関連会社に信用を供与する

のにも使われます｡

*18金融再生法ベースの不良債権は､破産更生債権及びこれらに準ずる債権､危険債権､要管理債権の合計｡
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図表 l-1-35 各部門別の資金過不足 (名目GDP比､4期移動平均)

さ さ寺 ∴JtlIL,-TI::kliL,-躍ll,式,i---i ,tI,--i:i:It,ll㌢㌢ ∴-㌔-Il::ill_i:-1J tIt_tTfノ寺--･:JtTI,-fノ~寺-:㌢㌢二㌢~㌢ ㌢ ヰ

+ 非金融法人企業 -港- 家計 剛か-一般政府 --x-金融機関

資料出所 :日本銀行 ｢資金循環勘定｣

図表 ト1-36 非金融法人企業の現預金比率と企業間信用の増減 (4期移動平均)

40,000

20,000

-20,000

-40,000

-60,000

ぜ⑤芸qqqlSqhqlnSqql等qqqtw;QQQtSQl閑QQQt討芸⑤ 討試 靖㊥ 描 ㊥欝
四 企業間信用増減額 (左目盛) 一〇一現預金比率 (右目盛)

資料出所 :財務省 ｢法人企業統計季報｣及び日本銀行 ｢資金循環勘定｣
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図表 ト 1-37 金融再生法ベースの不良債権比率

1998年度末 1999年度末 2000年度末 2001年度末 2002年度末 2003年度末

一一一 主要行 目 番 目 地域銀行 一一▲･協同組織金融機関

資料出所 :金融庁 ｢不良債権等の状況について｣

プへの集約の動きが見えています｡この中で､一部のグループで統合を前に不良債権処

理がさらに加速されると予想されるとともに､他のグループにおいても収益性の改善や

量的拡大のために高コス ト構造の是正に向けて一層の取 り組みがなされていくものと思

われます｡他方､地域銀行や協同組織金融機関では不良債権処理問題の解決に向け引き

続き精力的な努力が必要です｡確かに不良債権処理の促進で多少困難な過程に直面しま

す｡しかしながら､事業再生の手法が進歩を見せており､産業再生機構等のインフラが

整備され､着実に景気が回復 している現在が不良債権処理の好期でもあります｡何と言

っても金融機関は信用が第一です｡地方や中小の健全な企業等の中長期的な発展のため

に､早期に金融機関の経営が健全化して安心して必要な借入ができるような環境を創 り

出すことが望ましいことは言うまでもありません｡
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

第 2 章 改 善 が 進 ん だ 雇 用 環 境

第Ⅰ部 第2章のポイント

第 1節 改善傾向にある失業状態

○完全失業率は2004年に入っても低下傾向が続いている｡ 今後､景気回復が持続
すればさらなる低下も期待できる｡

03分の1が長期失業者となっている｡ 早期のマッチングなど施策の充実が重要｡

第2節 低下傾向にある雇用過剰感と雇用調整等

○企業の雇用過剰感はこのところ低下傾向にあり､雇用調整も落ち着いた動きと

なっている｡

○他方､勤労者の5人に1人が失業に対する不安を抱いている｡

第 3節 増加に転じた雇用者数

○雇用者数は増加に転じており､雇用の拡が りが男性や常用雇用にも広が りつつ

ある｡

030人未満の小規模企業では大幅な減少となっており､規模間の動向に差がみら

れる｡

○建設業や製造業で引き続き雇用が減少 している｡ また､雇用の地域格差がみら

れる｡

○採用意欲の高まりが中小企業にも波及するか否かが今後の景気の持続 と拡大の

｢かぎ｣となっている｡

第 4節 雇用のミスマッチの現状

○職種や能力､年齢についての求職側と求人側の不一致がミスマッチの主要因｡

○求職者は職種や培ってきた能力を重視する一方､企業側は営業力や技術知識な

どで一定以上の水準を求めている｡

第5節 多様化の進展する就業形態等

○常用雇用が減少し､臨時雇用が増加する中で非正規労働者の比率が高まってい

る｡

○非正社員増加は､企業にとってのコス ト削減や雇用調整の容易さがその背景と
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なっている｡ 従業員側では､正社員として働ける会社がなかったという理由が

多く､また､正社員となることを希望する者も多い｡

第6節 減少した賃金と賃金制度の変化

○賃金の減少が続いている｡ パートタイム労働者の割合の増加がその背景｡

〇時間当たり賃金額の格差がやや拡大している｡パートタイム労働者の割合が高

まったことや一般労働者とパートタイム労働者の賃金格差の拡大による｡

○成果主義型の賃金制度に対して､納得感の低下や評価の公平さ-の不安がみら

れる｡

第7節 労働時間の動向

○所定外労働時間が増加する中で､所定内労働時間も増加に転じている｡

○常用雇用の抑制､所定外労働時間の増加の中で､長時間労働の割合が上昇して
いる｡

○賃金不払い残業が広くみられており､削減に向けた取 り組みも充分には進んで

いない｡

バブル崩壊以降､完全失業率は､景気回復期においても横ばいであり､過去最高水準

を次々と更新 してきましたが､2003年には､バブル崩壊以降はじめて年ベースで失業率

が低下しました｡その後も低下を続け､2004年5月と6月には､ピークの5.5%から約1ポイ

ント低下し4.6%となりました｡ 今後の景気回復のすそ野の拡が りと持続力次第では､労

働力率の低下傾向も前提にすれば､さらなる低下も期待されます｡また､2003年11月以

降､雇用者数も増加に転じており､2004年4月と5月には50万人を超える伸びとなってい

ます｡ただ､6月､7月と雇用者数が減少し､7月には回復期の特徴である自発的離職失業

の増加によるという指摘もありますが完全失業率が上昇しており､今後の動向が注目さ

れます｡

改善を示す雇用 ･失業情勢に対 して､本来､景気推進力の ｢かぎ｣となる消費の裏づ

けである､現金給与総額の面では､依然として減少傾向となっており､力強さは感 じら

れません｡

ここでは､最近の雇用 ･失業動向等を概観するとともに､賃金 ･労働時間の動向をみ

ることとします｡なお､高齢者雇用や若年雇用の問題については､第Ⅱ部でみることと

します｡
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

第1節 改善傾向にある失業状態

改善傾向にある完全失業率

総務省統計局 ｢労働力調査｣によると､完全失業率は､バブル崩壊以降､大きく上昇

してきましたが､2003年1月の5.5%をピークに低下に転じ､2003年平均では､5.3%とバ

ブル崩壊以降はじめて対前年比低下となりました｡

2004年に入ってからの完全失業率 (季節調整値)の動きをみると､低下傾向で推移し､

2004年5月と6月には4.6%となりました (図表 ト2-1)｡7月には､景気回復を背景として自

発的離職失業が増加したことによる可能性もありますが､4.9%と上昇しています｡今後､

景気回復の持続と労働力率の低下傾向を前提にすれば､さらなる低下も期待できますが､

どのような水準で推移していくのか十分注意して見極めていく必要があります｡

一方､厚生労働省 ｢職業安定業務統計｣によると､有効求人倍率は､依然七して上昇

傾向にあり､2004年7月には0.83倍と､数値の上では11年ぶりの水準になっています (図

表 l-2-1)0

完全失業者数も減少し､落ち着き

完全失業者数は､2003年6月以降減少に転じ､2003年平均で350万人､前年差9万人減と

なりました｡求職理由別にみると､非自発的離職失業者がわずかに減少し､146万人とな

り､自発的離職失業者もわずかに減少し､113万人となりました｡また､学卒未就職者が

20万人､その他 (新たに職探しを始めた者)が69万人となっています｡

2004年の動きをみると､非自発的離職失業者は2003年8月以降の減少傾向をさらに強め

ており､自発的離職失業者も減少傾向で推移しましたが､2004年7月には増加を示しまし

た (図表 ト2-2)0

新規求職者も減少傾向

厚生労働省 ｢職業安定業務統計｣によると､新規求職者は､2003年平均で2.4%減とな

っており､2004年に入っても減少傾向が続いています｡今後は､特に､景気の拡大の持

続に伴って､自発的離職求職者や離職者以外の求職者 (専業主婦､就業時間が短い等に
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図表 ト2-1 完全失業率と求人倍率 (季節調整値)
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資料出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣､厚生労働省 ｢職業安定業務統計｣
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図表 l-2-2 求職理由別完全失業者数
(単位 :万人)

午 .期 総数 非自発失業 自発失業 学卒未就職 その他

前年差 前年差 前年差 前年差 前年差

1999年 317 38 102 17 109 8 17 2 77 9

2000年 320 3 102 0 109 0 18 1 80 3

2001年 340 20 106 4 118 9 17 -1 85 5

2002年 359 19 151 45 115 -3 18 1 70 -15

2003年 350 -9 146 -5 113 -2- 20 2~ 69 - 1

2003Ⅰ 363 3 155 6 114 2 20 1 72 -3

2003Ⅱ 373 1 155 -1 120 6 26 2 69 -5

2003Ⅲ 340 -19 144 -5 109 -12 19 -2 64 .-4

2003Ⅳ 325 -19 130 -22 109 -3 14 0 69 6

2004Ⅰ 329 ⊥34 128 -27 107 -7 18 -2 72 0

資料出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣
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より被保険者に該当しない者､在職者等).が減少傾向を続けるのかどうか､あるいは増

加に転じるのか､注意してみていくべきでしょう｡

失業者の3分1が長期失業者

総務省統計局 ｢労働力調査｣(2004年4-6月平均)により､失業期間1年以上の長期失

業者をみると､2004年4-6月平均では112万人､失業者に占める割合も32.7%となってお

り､バブル崩壊による失業率上昇開始の直前の時期にあたる1992年2月における21万人､

15.3%という水準から長期にわたり増加してきています｡なお､2004年4-6月平均では､

雇用情勢が全般的に改善する中で､改善の遅れていた長期失業者も減少に転じ､失業者

に占める割合も前年差1.3%ポイント減と低下しました｡

こうした長期失業に陥らないためには､失業の早期の段階でマッチングしていくこと､

求職者の就職困難度に応じた集中的な相談支援､カウンセリングを充実させることが重

要です｡その際､公共機関だけではなく､民間の職業紹介 ･職業能力開発機関への全面

的な委託を含めて活用していくべきでしょう｡

以上のように､失業率は低下しつつありますが､こうした動きを確実なものにするた

めには､景気の着実な拡大を支援する適切な財政 ･金融政策の組み合わせと雇用対策の

充実を図っていく必要があります｡

第2節 低下傾向にある雇用過剰感と雇用調整等

雇用過剰感は低下傾向､雇用調整にも落ち着き

日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣により､企業の雇用過剰感をみると､このと

ころ低下傾向にあり､2004年6月には､7年ぶりの水準にまで低下してきました (図表 ト 2-

3)｡ ただ､大企業の製造業では､雇用過剰感がやや残っています｡また､財務省 ｢法人

企業統計調査｣により､付加価値に占める人件費比率をみると､2003年度には71.6% (対

前年比2.1%ポイント減)となり､11年ぶりの水準となっています｡

さらに､厚生労働省 ｢労働経済動向調査｣の雇用調整実施事業所割合についても､
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図表 ト2-3 短観雇用人員判断D.I.の推移 (全国企業)
(%ポイント)
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資料出所 :日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣

図表 ト 2-4 雇用調整実施事業所割合の推移

ず ダ ♂ ぜ ダ ぜ ぜ 耳 ぜ ぜ ず ダ ♂ ず ♂ ♂ぜ♂ ず ぜ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ (午)

産業計 肘耕肝製造業

~㌻

(注)2004年4-6月､7-9月期は実績見込み｡

資料出所 :厚生労働省 ｢労働経済動向調査｣
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2002年1-3月期をピークに低下してきており､落ち着いた動きとなってきています (図表

I-2-4)｡ただ､不良債権処理や企業再編の動向､あるいは業種によっては､リス トラが

顕在化するおそれもあることから､今後とも､注視していかなければなりません｡引き

続き､リス トラ､企業組織の再編､営業譲渡､企業再建等に対応して､労働組合の積極

的な関与が必要でしょう｡

5人に1人が失業不安

(輔連合総合生活開発研究所 ｢第7回勤労者の仕事と暮らしについてのアンケー ト調査｣

(2004年4月)によると､最近1年間に人員削減､事業部門縮小､採用抑制､残業規制､配

置転換､賃金カットなどの不況 ･雇用対策が勤め先で実施されたかについては､1年前と

比べやや低下したものの､5割近くとなっています｡また､失業に対する不安もわずかに

低下したものの､19.9%と5人に1人が感じています｡

労働力率は引き続き低下

労働力の供給面である労働力率の動きは､経済全体の就業意欲を示すものといえます｡

特に､近年のような高い失業率が継続すると､就業意欲を喪失させてしまいます｡実際､

2003年平均で60.8% (前年比0.4ポイント減)と6年連続して低下しました｡

2004年に入っても､労働力率は引き続きかなりの低下を続けており､この面では失業

率低下の一因にもなっているといえます｡

労働力率の低下が続 く中で､景気拡大の持続と拡がりによって､失業率はさらに改善

する可能性があるといえるでしょう｡ なお､今後の労働力人口の減少を見越して､今か

ら､安定的な新規 ･中途採用を行っていくことは､いわゆる団塊の世代等の従業員構成

のゆがみを是正していく好機ともいえるのではないでしょうか｡
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第3節 増加に転じた雇用者数

新規求人は前年比2ケタ増

厚生労働省 ｢職業安定業務統計｣によると､新規求人は､2003年9月から増加傾向をさ

らに強め､2004年に入っても､おおむね2ケタの伸びで推移しています｡産業別にみると､

サービス業､製造業を中心に増加しています｡就業形態別にみても､パート以外の一般

労働者の求人が堅調になってきています｡

雇用者数も増加に転じる

総務省統計局 ｢労働力調査｣によると､景気回復を背景に､雇用者数は､2003年平均

で5335万人､前年差4万人増と､2年振 りの増加となりました｡臨時雇用については､こ

の10年間一貫して増加していますが､常用雇用については､前年差6万人減と6年連続で

減少しており､雇用の質の悪化が引き続き進展しているといえます｡

2004年に入ってからの動きをみると､4月には常用雇用も増加に転じ､雇用者数全体も

かなりの増加を示しました｡ただし､6月､7月には減少となっており､今後の動きを注

視していく必要があるでしょう｡

男女別にみると､女性ではかなりの増加を続けていましたが､男性でも､2004年4月以

降増加に転じ､雇用の拡がりが男性や常用雇用-も広がりつつあります｡

企業規模別にみると､500人以上の大企業がかなりの増加を示し､ついで30-499人以

下規模の企業でかなり増加している中で､30人未満の企業では大幅な減少となっていま

す｡これは､大企業における雇用削減の動きが一巡したあと､中堅企業も含めて再び雇

用増の意欲が高まってきましたが､現時点においては､30人未満の小規模企業の収益向

上と雇用増にはつながっていないといえます｡

建設業､製造業での雇用の減少により地域に厳 しさ残る

産業別にみると､建設業､製造業では引き続き雇用が減少する中で､医療福祉業､情

報通信業､サービス業では堅調に増加が続いています (図表 ト2-5)｡このほか､運輸業､
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図表 ト2-5 産業別雇用者数の推移
(万人)
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(注)産業分類の変更により､2003年以降の数値はそれ以前と接続しない｡サービス業 (参考値)は､新分類の
｢医療,福祉｣､｢教育,学習支援業｣､｢複合サービス業｣及び ｢サービス業｣を加えた数値｡

資料出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣

金融 ･保険業､不動産業､卸売 ･小売業､飲食店 ･宿泊業では減少傾向になっています｡

また､厚生労働省 ｢産業労働事情調査｣(2003年)によると､過去1年間に常用労働者が

増えた職種があるとする事業所は､医療福祉､情報通信などで多くなっています｡

工場の再編 ･撤退や公共工事の減少等による製造業や建設業の雇用の減少は､地域に

おいて雇用の厳しさを強く実感させていると考えられます｡また､雇用の伸びている医

療 ･福祉等をはじめとしてサービス業では､賃金の比較的低い職種もあることから労働

条件の改善も課題といえるでしょう｡

なお､｢労働力調査｣によると､2003年平均で就業者数が増加したのは14都県､2年連

続での増加はさらに少数であり､依然として地域格差がみられます｡

地方の創意工夫による雇用創出

地方における雇用の安定のためには､大学発ベンチャーを含む国際競争力を持つ製造

業の集積とある程度の人口の集積などが不可欠でしょう｡

雇用創出については､起業や新規企業の成長を促進､継続させる金融面の支援と挑戦
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する意欲の高い企業の雇用創出努力を支援するとともに､地域の創意工夫による産業振

興 ･雇用創出策が望まれます｡その際､情報コンテンツ産業等をはじめ民間部門だけで

はなく､社会福祉､介護､育児､環境､教育等の公共的な部門も含め､地方自治体等に

よる雇用 ･就業の場の創出が不可欠です｡

今後の雇用の見通 し

ここ数ヶ月間で､雇用者数は伸びてきていますが､企業の雇用に関するマインドは､

今後､どのようになっていくのでしょうか｡厚生労働省 ｢労働経済動向調査｣によると､

2003年10-12月以降､中途採用事業所割合は高まってきています (図表 ト2-6)｡また､

2005年新規学卒者の採用予定者数を増やすとする事業所数もすべての学歴で多 くなって

おり､採用意欲は高まっているといえます｡

既にみたように､公共職業安定所 (ハローワーク)における求人数はかなりの増加傾

向にありますが､その他の指標により求人等の強さを確認してみましょう｡まず､㈲全

国求人情報協会 ｢求人広告掲載件数｣をみると､2003年9月以降連続して増加しています｡

㈱日本人材派遣協会 ｢労働者派遣統計調査｣により実稼動者数をみても､2003年10月か

ら増加傾向を強めています｡

また､中小企業における動向については､中小企業金融公庫 ｢中小企業動向調査｣

(2004年4-6月)によると､従業員D.I.(｢増加｣-｢減少｣)はマイナス1.5であるものの､
改善しており1996年10-12月以来の水準となっています｡さらに､国民生活金融公庫

｢全国小企業動向調査｣(2004年4-6月)によると､経営上の問題点として ｢求人難｣は

3.1%と低い水準にとどまっていますが､このところやや高まる傾向にあります｡今後､

こうした中小企業にも雇用増加が波及してくるかどうかは､景気拡大の持続と拡が りが

｢かぎ｣となるでしょう｡

第4節 雇用のミスマッチの現状

ミスマッチの主要国は職種､能力､年齢など

総務省統計局 ｢労働力調査詳細調査｣(2004年4-6月平均)によると､完全失業者が仕

~㌻
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図表 ト2-6 中途採用実施事業所割合の推移

令㊥ヰ♂令令や〆令令や〆令㊥ヰ♂令令や♂(午)
資料出所 :厚生労働省 ｢労働経済動向調査｣

図表 ト2-7 年齢階級別仕事につけない理由の割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

由賃金 .給料が希望とあわない 田勤務条件 .休暇などが希望とあわない

□求人の年齢と自分の年齢とがあわない 四日分の技術や技能が求人要件にあわない

田希望する種類 .内容の仕事がない 園条件にこだわらないが仕事がない

資料出所 :総務省 ｢労働力調査詳細調査｣(2004年4-6月)
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事につけない理由は､｢希望する種類 ･内容の仕事がない｣がもっとも多 く､ついで ｢求

人の年齢と自分の年齢とがあわない｣が多くなっています (図表 ト2-7)｡また､厚生労働

省 ｢労働力需給のミスマッチの状況に関する調査 (求職者調査)｣(2004年1月)によると､

求人に応募しなかった理由は､｢希望する職種の求人がない｣が39.3%ともっとも多 く､

求職側のミスマッチの主たる要因は ｢職種｣であることが明らかになっています｡また､

同調査の事業所調査によれば､事業所側に求職者が採用に至らなかった理由を聞いた結

果では､｢求める経験と求職者があわなかった｣が多くなっています｡

さらに､厚生労働省 ｢求職者総合実態調査｣(2003年12月)によると､求職者が求人に

応募していない理由として､｢職種があわない｣､｢労働時間 ･休日等の労働条件が悪い｣､

｢能力､経験を生かせない｣など希望する条件を満たす求人がないことを挙げています｡

雇用のミスマッチの状況を地域のデータでも確認 してみましょう｡静岡県地域労使就

職支援機構の ｢雇用に関するアンケート調査 (事業所調査)｣(2004年3月)によると､中

途採用で重視する能力については､パソコン能力を除けば､｢営業 ･接客力｣､｢最新の技

図表 ト 2-8 不採用となった理由のミスマッチ

求人側の挙げる理由

賃金等の雇用条件が折り合わなかった

勤務地の希望が折り合わなかった

職種の希望が折り合わなかった(事業所のみ)

勤務時間､休日･休暇の希望が折り合わなかった

雇用形態の希望が折り合わなかった

年齢が高すぎた/実際は年齢制限があった

能力･技術が不足していた

職歴に難があった(事業所のみ)

熱意･意欲が感じられなかった(事業所のみ)

人柄が社風に合わなかった(事業所のみ)

応募者が多数過ぎた(求職者のみ)

自己アピールが足りなかった(求職者のみ)

元々採用する気がなかった(求職者のみ)

その他

70 60 50 40 30 20 10 0(%)

求職者側の挙げる理由

薫甜 6.=賛辞3.9葉音藻6.榊半6.155 39.8第143.1詞41.9

.W.%..描..瑞群# … 鞍脚 等群立※#≡詳

薫茸末葉芋葉茸萱‡葉書邦…'i茸薫辞珊 韓耶

榊 群村 村輔鞘菜脚 諜茸兼

4拝害謹書寺等珊 群宰講習25

.7拝群茸‡詩洋語詞1

0 10 20 30 40 50 60 70㈲

資料出所 :静岡県地域労使就職支援機構 ｢雇用に関するアンケー ト調査(事業所調査)｣､｢求職に関するアンケー ト調査 (求職者調査)｣
(2004年)
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術 ･機械の知識と操作能力｣が上位となっています｡求職者を不採用にした理由をみて

も､｢能力 ･技術不足｣､｢熱意 ･意欲不足｣､｢年齢が高すぎた｣が多くなっています (図

表 ト2-8)｡

同じく静岡県地域労使就職支援機構の ｢求職に関するアンケー ト調餐 (求職者調査)｣

により､本人が不採用になった理由を聞いた結果では､｢能力 ･技術不足｣がもっとも多

く､ついで ｢応募者多数｣､｢年齢制限｣が上位を占めています (図表 ト2-8)｡ また､採用

されたにもかかわらず断った理由については､｢仕事の内容があわない｣､｢雇用条件があ

いまい｣などが多 くなっています｡就職に活用 したい能力としては､パソコン能力を除

けば､｢特にない｣がもっとも多く､次いで ｢営業力 ･接客力｣､｢経理 ･簿記 ･会計の知

識｣となっていますが､その割合はともに高くはありません｡

東京都地域労使就職支援機構の ｢求職ニーズに関するアンケー ト調査 (求職者調査)｣

(2004年2月)によると､就職に至らない理由としては ｢労働条件 ･募集要件が合わなか

った｣とする者が最も多く､その具体的内容としては､｢年齢制限｣､｢賃金が低い｣､｢資

格技能 ･経験がない｣が多くなっています｡

年齢面を除き､これらの調査を総合的にみれば､求職者は ｢職種｣や自分の培ってき

た ｢能力 ･経験｣を重視 しており､さらに就職先の労働条件面に不安を抱いている姿が

うかがえます｡一方､企業側は､営業力や最新の技術知識などの面で､求職者の能力が

一定の水準に達していないと考えているケースが多いようです｡

求職者の求職方法

ここ数年の間に､インターネットの普及や民間の就職支援会社の充実が図られてきて

いるといえます｡このような中で､求職者の職探しの現状についてみてみましょう｡

まず､総務省統計局 ｢労働力調査詳細調査｣(2004年4-6月平均)によると､失業者の

求職方法 (主なもの1つを回答)は､｢公共職業安定所に申し込み｣(38.6%)がもっとも

多く､ついで ｢求人広告 ･求人情報誌｣(34.3%)､｢学校 ･知人などに紹介依頼｣(8.7%)

の順となっています｡

東京都地域労使就職支援機構 ｢求職ニーズに関するアンケート調査(求職者調査)｣によ

り､何らかの方法 (ハローワーク､新聞広告､求人情報誌､知人 ･友人､民間職業紹介
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会社､その他)により就職活動をどのくらいしているかについて､履歴書等提出回数で

みると､2-3回が25.9%ともっとも多 く､ついで1回が16.9%となっていますが､10回以

上にわたる者もみられ､10-19回が11.1%､20回以上が9.2%となっています｡方法別の

利用状況 (複数回答)について､履歴書を1回以上提出した者についてみると､ハローワ

ークの求職者を主体とした調査の複数回答による結果である点に留意が必要ですが､ハ

ローワークが71.8%､新開広告が26.8%､求人情報誌が23.9%､知人 ･友人等が14.2%､

民間職業紹介所が10.5%､その他5.7%の順となっています｡

求職者側としては､これまでの職歴 ･経験の中で､自らの能力や適性､強みを把握す

るとともに､希望する条件の仕事をどのルー トで探せばよいのか､など､適切な情報収

集と､第3者による相談 ･カウンセリング ･支援が何よりも重要です｡政府としても､キ

ャリアコンサルタント等による相談 ･カウンセリング機能を充実させることや､一層の

情報提供機能の強化など､ミスマッチ対策の強化が必要でしょう｡

第5節 多様化の進展する就業形態等

高まる非正社員比率

｢労働力調査｣によると､常用雇用が6年連続で減少する中で､臨時雇用は10年以上にわ

たって増加を続けています｡こうした中で､常用雇用の中に含まれる正社員についても､

雇用が少なくなっていると考えられます｡

実際､総務省統計局 ｢労働力調査詳細調査 (2004年4-6月)｣によると､実数では役員

を除く雇用者が4986万人で､パー トタイム労働者749万人 (15.0%)､アルバイトは332万

人 (6.7%)､派遣社員90万人 (1.8%)､契約社員 ･嘱託250万人 (5.0%)などとなってお

り､非正規雇用者比率は31.2%にも及んでいます｡また､女性のパー トタイム労働者は

683万人､アルバイトは166万人､派遣社員57万人､契約社員121万人で､非正規雇用者の

70.2%が女性雇用者です｡

労働政策研究 ･研修機構 ｢労働者の働 く意欲 と雇用管理のあり方に関する調査 (企業

調査)｣(2003年)によると､今後3年間の正規従業員全体の人数の見込みについて､｢増加｣

が21.1%であるのに対 し､｢減少｣が49.0%となっており､今後も非正規労働者の比率は
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図表 ト2-9 非正社員の雇用理由

正社員を雇用できない

正社員を重要業務に特化させる

専門的業務に対応する

即戦力 ･能力のある人材を確保する

景気変動に応じて雇用量を調節する

長い営業 (操業)時間に対応する

1日､週の中の仕事の繁閑に対応する

臨時 ･季節的業務量の変化に対応する

賃金の節約

賃金以外の労務コス トの節約

高年齢者の再雇用対策

正社員の育児 ･介護休業対策の代替

その他

0 10 20 30 40 50 60

(注)3つまでの複数回答による

資料出所 :厚生労働省 ｢就業形態の多様化に関する総合実態調査｣(2003年)

高まると見込まれます｡

(%)

非正社員増加の背景と意識

厚生労働省 ｢就業形態の多様化に関する総合実態調査 (事業所調査)｣(2003年)によ

ると､非正社員の雇用理由 (3つまで回答)は､｢賃金の節約のため｣が51.7%でもっとも

多く､ついで ｢仕事の繁閑に対応するため｣､｢景気変動に応じて雇用量を調節するため｣､

｢即戦力 ･能力のある人材を確保するため｣が多くなっており (図表 ト2-9)､コス ト削減

や雇用調整の容易さが主な理由となっています｡

また､同調査の個人調査により､現在の働き方を選択した理由をみると､家計の補助

や時間の都合のほかに正社員として働ける会社がなかったという理由も25.8%と多くなっ

ています｡さらに､非正社員のうち､臨時的雇用者､契約社員､派遣労働者等では､3割

を超える者が他の就業形態に変 りたいと思っており､契約社員 ･派遣労働者 ･パー トタ

イム労働者等ではその8割以上が正社員を希望しています｡したがって､労働者の意欲と

能力に応 じて､積極的に正社員への登用を進めていくことも雇用管理上必要不可欠でし

ょう｡
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以上のような就業形態の多様化や横行するリス トラなどに的確に対応 し､勤労者が安

心できる環境を整備するため､労働契約法制を抜本的に見直し､採用から雇用終了に至

るまでの職業生活にかかわる包括的なルールを確立していくべきでしょう｡

女性雇用は伸びているが､積極的なポジティブ･アクションが必要

男性の雇用は､過去5年で85万人の減少 (常用雇用は136万人の減少､臨時雇用50万人

増加)しているのに対し､女性の雇用は同じく5年で53万人の増加 (同18万人減少､71万

人の増加)となっており､女性雇用は伸びているといえますが､常用雇用が伸びている

わけではありません｡

これまで､平均的にみれば､女性の働 く職域は拡大傾向にあり､勤続年数も伸びてきて

いますが､厚生労働省 ｢女性雇用管理基本調査｣(2003年)により､管理職に占める女性

の割合をみると､部長相当職1.8%(2000年1.6%)､課長相当職3.0% (同2.6%)､係長相当

職8.2% (同7.7%)とわずかな増加にすぎません｡また､ポジティブ ･アクションの推進

状況をみると､既に取り組んでいる企業割合は29.5% (同26.3%)となっており､3割程度

にすぎません｡具体的な取 り組みでは､｢性別により評価することがないよう人事考課基

準を明確に定める｣がもっとも多く､ついで ｢女性がいないまたは少ない職務 ･役職につ

いて､意欲と能力のある女性を積極的に採用または登用する｣が多くなっています｡

今後さらに､法改正などにより､差別をなくし､ポジティブ ･アクションの取 り組み

を一層強化していく必要があるといえるでしょう｡

第6節 減少した賃金と賃金制度の変化

名目賃金､実質賃金ともに3年連続減少

厚生労働省 ｢毎月勤労統計調査｣の現金給与総額 (事業所規模5人以上)は､2003年に

は､前年比0.8%減と3年連続の減少となりました｡ 所定内給与は0.8%減､所定外給与が

3.6%増､特別給与が2.5%減となりました｡ 実質賃金も3年連続して減少し､0.6%減とな

りました｡

就業形態別にみると､現金給与総額は一般労働者で前年比横ばい､パー トタイム労働

~丁



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

者で0.7%増となっており､上記の現金給与総額が対前年比で減少したのは､パー トタイ

ム労働者の割合が高まったことによるものです｡

厚生労働省 ｢賃金引き上げ等の実態に関する調査｣(2003年)によると､賃金の改定率

は1.0%と過去最低となりました｡また､1人当たり平均賃金を引き上げる改定を行った企

業割合は62.7% (前年比1.2%ポイント増)､賃金の改定を行わなかった企業割合は24.1%

(同3.0%ポイント減)となりました｡さらに､一般職 (非管理職)についてみると､ベー

スアップを行った企業は21.1%､行わなかった企業は74.6%､ペースダウンを行った企業

は4.1%となっています｡同様に､一般職の定昇を実施した企業は52.9%で､実施 しなか

った企業は14.3%となっています｡

2004年に入ってからの動きをみると､｢毎月勤労統計調査｣の現金給与総額､所定内給

与ともに減少傾向にあります｡一方､所定外給与は引き続き増加傾向にあり､今夏の賞与

にもやや明るさがうかがえるとはいえ､今後の動きを注視していく必要があるでしょう｡

今後の賃金や一時金への配分をめぐっては､各企業の収益 ･利益が過去に比べてどの

程度の水準にあるのか､キャッシュフローを如何に有効に活用するのかなどの視点で､

労使が十分に協議 しつつ､可能な企業からの適切な配分の向上を目指し､各部門-の波

及効果を意識 していくべきでしょう｡ 中小企業については､ベースアップ分などを金額

として明示 して交渉していくことは､昨年同様､有効なものといえるでしょう｡ 景気回

復の度合いに比べ､賃金の回復が遅れており､賃金 ･一時金-の配分向上が消費の下支

えにつなが り､景気が持続することは国民経済的にも望ましいことといえます｡賃金デ

フレからの脱却を労使ともに考えてもいいタイミングではないでしょうか｡

賃金のばらつきの拡大

賃金格差の状況について､厚生労働省 ｢平成16年版労働経済白書｣により､整理 して

みましょう｡ 厚生労働省 ｢賃金構造基本統計調査｣により､時間当たり賃金額のばらつ

きを10分位分散係数でみると､賃金格差は､1992年 (0.83)から97年 (0.83)にかけて横

ばい､97年から2002年 (0.87)にかけてやや拡大しています｡これを一般労働者とパート

タイム労働者に分けると､いずれも格差は縮小 しています｡このことから､全体として

の賃金格差は､パー トタイム労働者の割合が高まったことと､一般労働者とパー トタイ
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ム労働者の賃金格差の拡大によるものといえます｡

また､総務省統計局 ｢就業構造基本統計調査｣の年収ベースのデータや厚生労働省

｢国民生活基礎調査｣の1世帯当たりの平均年収のデータでもばらつきの拡大傾向がみら

れます｡

進む成果主義型賃金制度

労働政策研究 ･研修機構 ｢労働者の働 く意欲 と雇用管理に関する調査 (企業調査)｣

(2004年)によると､仕事の成果を賃金に反映させる制度を導入 している企業割合は

55.8%で､3年以内に導入を予定している企業も26.7%となっています｡同調査の従業員

調査でみても､3年前と比べて賃金制度に業績がより反映されるようになったとする者は

29.3%となっています｡また､㈲社会経済生産性本部 ｢日本的人事制度の変容に関する調

査｣(2003年)でみると､役割 ･職務給の導入割合は､管理職層で53.4%､非管理職層で

34.3%と高くなっています｡

このように､今後の賃金制度については､成果主義的要素を志向した賃金制度の導入

が進むと考えられることから､賃金制度改定に伴う労働組合の対応や先行する賃金事例

を研究するなど労使協議をしっかり行っていくべきでしょう｡

労働者の納得感が低下し､評価についても不安が大きい

労働者の意識について､労働政策研究 ･研修機構 ｢労働者の働 く意欲と雇用管理のあ

り方に関する調査 (従業員調査)｣(2004年)によると､3年前と比べ､｢評価の賃金 ･賞

与への反映に対する納得感が低下した｣とする者が29.90/Oと多 くなっています｡また､

｢仕事の成果や能力の評価に関する公平感が低下した｣とする者も20.0%と高 くなってい

ます (図表l-2-10)｡

また､日本労働研究機構 ｢企業の人事戦略と労働者の就業意識に関する調査 (従業員

調査)｣(2003年)により､成果主義的な賃金体系についての不安の理由をみると､｢正し

く成果や能力を評価するかわからない｣､｢仕事によっては能力が発揮しにくい｣､｢収入

が不安定になる｣が多くなっています｡また､業績評価制度の問題点としては､｢評価基

準がばらばらである｣､｢評価に対する納得が得られない｣､｢評価によって勤労意欲の低
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図表 l-2-10 3年前と比べた処遇や評価に対する納得感､公平感

評価の賃金 ･賞与-の反映に対する納得感

仕事の成果や能力の評価に関する公平感

目標達成に向けた努力-の評価に対する納得感

設定された目標の納得感

】 ー 】 ⊇ I t

生29.9 5.7移
9.

E I E 日 7

陽介+120.0 6.0臣♯彰
10.9…≡…≡…

∴ ニ ト
12.oきき

ロ ー 日 §

二∴ 上
13.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資料出所 :労働政策研究 ･研修機構 ｢労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に関する調査｣(2004年)

下を招 く｣などが多くなっています｡

したがって､労使協議や個々の労働者とのコミュニケーションを緊密化することによ

って､評価制度の不断の見直しや納得性を高める工夫が必要です｡

なお､3年前と比較した職場の雰囲気について､労働政策研究 ･研修機構 ｢労働者の働

く意欲と雇用管理に関する調査 (従業員 ･企業調査)｣(2004年)によると､職場の業績

や成果をあげようという雰囲気が強まったとする企業は､72.8%であるのに対し､従業員

は37.6%にとどまっており､この点から考えると､企業の一方的な制度導入は効果的では

なく､労使コミュニケーションが一層重要であることが示唆されます｡

第7節 労働時間の動向

総労働時間は横ばいに転じる

｢毎月勤労統計調査｣によると､総実労働時間 (事業所規模5人以上)は､2001年以降減

少していましたが､2003年には､前年比横ばい､所定外労働時間は4.8%増､所定内労働
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時間は0.4%減となりました｡パートタイム労働者を含む全体の年間絵美労働時間は1828

時間となりました｡就業形態別にみると､給実労働時間は､一般労働者で0.4%増､パー

トタイム労働者で0.7%増となり､ともに増加に転じました｡

2004年に入ってからは､所定外労働時間が引き続き増加する中で､所定内労働時間も

増加傾向に転じ､給実労働時間は増加傾向になっています｡

今後の更なる時間短縮については､いわば恒常的に存在する所定外労働時間の削減､

時間単位の取得も含めた有給休暇の取得促進､長期休暇の普及促進などが課題となりま

す｡厚生労働省 ｢仕事と生活の調和に関する意識調査｣(2003年)によると､労働時間に

対する不満の理由として､｢所定外労働時間が長い｣がもっとも多くなっており､割増賃

金率の引き上げ､あるいは所定内労働時間を超えて労働をさせた場合には､法定労働時

間内であっても割増賃金の支払いを義務化すること､代償休日の付与など対策を強化す

る必要があるでしょう｡

長時間労働等高まる労働の負荷

企業のリス トラ等による常用労働者の抑制等に加えて､所定外労働時間の増加もあっ

て､労働者の労働負荷は高まっているといえます｡｢労働力調査｣でみると､週60時間以

上従業者の割合は､1999年以降上昇傾向にあり､2004年7月には11.8%となっています｡

この割合は､49歳未満の労働者､特に男性で高くなっています｡職業別には､運輸 ･通

信従事者､販売従事者､技術者で高くなっています｡

賃金不払い残業 (いわゆるサービス残業)については､行政による監督指導結果によ

れば､約2割の事業所で違反がみられます｡また､㈲連合総合生活開発研究所 ｢第6回勤

労者の仕事と暮らしのアンケー ト調査｣(2003年10月)によると､｢サービス残業あり｣

は残業をしている者の35.2%にも及んでいます｡サービス残業の理由としては､｢残業時

間の限度が決められているから｣､｢申請しにくい雰囲気があるから｣､｢予算内でしか残

業手当が支払われないから｣が多くなっています (図表 l-2-ll)｡また､1年前と比べたサ

ービス残業削減の取り組みの進展状況については､労働組合のある場合で20.4%､組合の

ない場合で9.3%が ｢進んでいる｣にとどまっています｡

今後､各企業の労使交渉などで労働時間管理の適正化をはかり､未払い賃金をなくし
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図表 ト2-11 サービス残業の理由

残業時間の限度が決められているから

上司の対応等残業手当を申請しにくい雰囲気があるから

予算内でしか残業手当が支払われないから

納得する成果を出したいので手当を申請していないから

残業手当はほぼ定額であるから

マイペースで仕事したいので手当を申請していないから

査定に響くので残業手当を申請しにくいから

その他

無回答

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

(%)

(注)1.雇用者で残業手当の支給対象 となる者から ｢サービス残業はない｣と回答 した者を除外 して集計｡

2.複数回答による｡

資料出所 :連合総合生活開発研究所 ｢勤労者の仕事 と暮 らしについてのアンケー ト (第 6回)｣(2003年)

ていくことが不可欠ですし､行政としても企業に対 して監督指導強化が必要でしょう｡

所定外労働時間の削減とサービス残業の撲滅がわが国のライフ ･ワーク ･バランスを改

善する前提条件であり､労働時間の柔軟化は､これらの状況をみながら慎重に進めてい

くべきでしょう｡
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第 3章 世 界 経 済 の 動 向

第 Ⅰ部 第3章のポイント

第 1節 財政赤字拡大が懸念されるアメリカ経済

02001年後半以降需要不足となっていたGDPギャップは昨年後半以降需要超過に

転じ､その超過幅は直近まで拡大｡

○モメンタムとしてはピークを迎えたものの､減税による可処分所得の増加-個
人消費と設備投資の増加-生産の増加-可処分所得の増加といった好循環とな

り､自律的回復の色彩が顕現化｡

〇一万で､金融政策では政策金利の小幅上昇の効果が徐々に表れてくるとともに､

財政政策も来年には再建に向けた措置がとられることが予想されるなど､マク

ロ経済政策面では､減速材料が出現｡

第2節 過熱を呈する中国経済

○中国経済は固定資産投資を中心に急拡大し､地価も沿海部を中心に上昇してい

るが､消費者物価上昇は比較的落ち着いた動き｡

○経済過熱を警戒している中国政府は､行政介入を中心とした抑制策を採用｡

○足下の経済指標は比較的落ち着いてくるなどソフトランディングに向けた兆候

が出現｡

○長期的には､供給過剰の懸念があり､経済安定化に向けた経済構造改革が必要｡

日本経済は､1990年代末以降､輸出を通じて海外経済の動向に大きく左右されてきま

した｡ 中でも､2000年代に入ってからは､アメリカ経済の景気後退とその後の回復は､

中国を中心とするアジア経済に大きな影響を与えています｡また､中国の高成長に牽引

される形で日本の中国向け輸出も急増しています｡このように､アメリカと中国の経済

動向が日本経済に及ぼしている影響は少なくありません｡加えて､後述のように､いく

つかの減速要因が出始めています｡こうした観点から､アメリカ経済と中国経済を中心

に世界経済の動向をみていくことにします｡
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

着実に回復 している世界経済

日本の輸出の大きな変動要素となっている世界経済をみると､アメリカ経済や中国を

中心とするアジア経済が牽引する形で着実に回復 しており､2003年の世界経済の実質経

済成長率は3.9%になりました｡ アメリカは減税と低金利などの強力なマクロ経済政策で

力強い拡大を達成しています｡アジアでは､中国の10%近い高成長が周辺諸国の外需を

押 し上げる形で波及しているほか､インド経済も欧米からのアウトソーシングの好影響

を受け､経済成長を加速させています｡ヨーロッパにもこのような需要拡大が波及して

おり､緩やかながらも外需中心に回復 しています｡こうした中､ロシアは原油価格上昇

を背景としたエネルギー産業の設備投資の増加により､経済が拡大しています｡IMFの見

通しによると､世界経済の成長率は､2004年4.6%､2005年4.4%とアメリカ経済の拡大と

減速に寄 り添うような姿を見込んでいます (図表 ト3-1)｡

第1節 財政赤字拡大が懸念されるアメリカ経済

力強い経済回復

2003年前半はイラクを巡る地政学的リスクの高まりに伴う不透明感の台頭により景気

の回復力は一時的に弱まりました｡ しかし､イラク戦争の終結を受けてこうした不透明

感が払拭され､景気回復力が復元しました｡さらに､昨年5月に成立した減税法案により､

所得税の還付が始まった7-9月期は7.4%成長と約19年振 りの高成長を達成しました｡こ

のように､年後半個人消費やそれに牽引された設備投資を中心に力強く回復し､2003年

では3.0%成長となりました (図表 ト3-2)｡今年に入っても成長加速こそ一巡しているも

のの､個人消費と設備投資中心に着実に成長しています｡

家計の所得環境の改善を受けた個人消費の増加

家計部門をみると､家計の可処分所得は雇用者報酬の拡大を主因に堅調に推移してい

ます｡昨年は所得税の減税で押 し上げられた部分もあり､今年に入ってからその要因は

徐々に剥落してきました｡しかし､それ以上に雇用者報酬の伸びが加速しているため､

全体の可処分所得の伸びが拡大しています (図表 ト3-3)｡こうした可処分所得の増加や引
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第3章 世界経済の動向

図表 ト3-1 世界の実質経済成長率

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

- 世界全体 - -アメリカ---ユーロ圏 一･一･アジアNIESs---中国 ロシア .インド

資料出所 :IMF"WorldEconomicOutlook"(2004年4月)｡2004､2005年はIMFの見通し

図表 ト3-2 アメリカの実質GDP
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資料出所 :アメリカ商務省資料
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト3-3 アメリカの家計の可処分所得の寄与度分解 (前年同期比)
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資料出所 :米国商務省資料

き続き高水準の消費者マインド (後掲図表 ト3-6)を受けて､個人消費は増勢を続けてい

ます｡このように､家計の所得環境の改善を通じた個人消費の拡大といった自律的回復

の要素が徐々に表れてきました｡ただ､今年後半より､減税効果の剥落等から次第に緩

やかな減速に向かうことが予想されています｡

他方､住宅市場も今のところおおむね堅調に推移しています｡先行指標で住宅建設業

者のマインドを示す住宅市況指数に加え､一致指標の住宅着工や住宅販売は高水準で推

移しています｡ただ､今後については､金利の上昇に伴い､次第に減速に向かうものと

考えられます｡なお､一部で低下が懸念されている住宅価格は､依然上昇基調にありま

す (図表 ]-3-4)｡

高水準で推移する企業マインドと増勢基調の生産活動

企業部門をみると､企業マインドを全米供給管理協会の景況指数でみると (図表 ト3-5)､

製造業は ｢拡大｣と｢縮小｣の分岐点である50を14カ月連続で上回り､高水準の推移とな

っています｡非製造業は個人消費の減速を映じて足下幾分低下していますが､15カ月連
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第3章 世界経済の動向

図表 ト3-4 アメリカの住宅価格動向
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資料出所 :米国商務省センサス局及び連邦住宅監督局資料

図表 ト3-5 アメリカの企業マインド (全米供給管理協会景況指数)
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト3-6 アメリカの先行指標 (消費者マインド及び資本財受注)と鉱工業生産指数
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資料出所 :米国商務省資料､コンファレンスボー ド資料､連邦準備制度理事会資料
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続で50を上回るなど高水準で推移しています｡設備投資の先行指標となっている実質非

国防資本財受注はアメリカ連邦準備制度の低金利政策が奏効して依然増加基調にありま

す｡加えて､鉱工業生産もIT関連や原油価格上昇を受けたエネルギー関連を中心に増加

テンポが足下やや加速し､設備稼働率も上昇しています (図表 ト3-6)0

雇用面では､非農業雇用者数は､昨年中の回復は業務のオフショアリングの影響もあ

って非常に緩やかでした｡ しかし､企業活動の活発化を受けて､今年に入 りサービス部

門を中心に大幅な増加を示しました｡ただ､足下では増勢がやや鈍化しています｡一方､

このような雇用者数の増加を受けて完全失業率は基調としては低下しています (図表 ト3-

7)0

需要超過になったGDPギャップと足下での物価上昇

以上のような結果､2001年後半以降需要不足となっていたGDPギャップは昨年後半以

降需要超過となっており､その超過幅は今年の4-6月期まで拡大を続けています｡この

ような動向を受けて､年前半まで上昇が鈍化していたコア個人消費デフレ一夕 (食料と

エネルギーを除いたもの)は､エネルギー価格上昇の浸透もあって再び上昇テンポがや
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第3章 世界経済の動向

図表 ト3-7 アメリカの雇用動向
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資料出所 :米国労働省資料

図表 ト3-8 アメリカのGDPギャップとコア個人消費デフレータ
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト 3-9 アメリカの期待インフレ率
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+ 物価連動債(10年物)から抽出されたインフレ期待率 一一魯-期待インフレ率 (ミシガン大学調査､今後1年間)

資料出所 :連邦準備制度資料及びミシガン大学資料

や拡大しています (図表 ト3-8)｡また､物価連動債利回りや消費者に対するサーベイ調査

から得られる期待インフレ率は趨勢として上昇しています (図表 l-3-9)0

超低金利政策からの離脱

こうした物価動向を受けて､本年6月末に開催された連邦公開市場委員会 (FOMC)で

は､2000年5月以来4年2カ月ぶりに利上げし､超低金利政策から離脱しています｡すなわ

ち､政策金利であるフェデラル ･ファンド (FF)金利の誘導目標を1.00%から1.25%に本

年6月に引き上げた後も､8月も0.25%引き上げて1.50%としました｡一連の金利引上げは

｢望ましからざるインフレ率の低下｣を警戒した超低金利政策の解除であり､これでもな

お金融政策のスタンスは緩和的です｡今後の金融政策運営は､非農林雇用者数の増加で

景気の状況をみながら､住宅価格の急激な下落*19や金利上昇に伴 う家計のバランスシー

*19アメリカは移民流入により人口が趨勢として増加 してお り､住宅需要も増加基調にあります｡ また､

JonathanandPeach(2004年6月)によると､最近の住宅価格上昇はファンダメンタルズに沿ったものとみてい
るものの､住宅供給が限られたため住宅価格が押し上げられたカリフォルニア州や北東部は需要の変化が価

格変動に及ぼす影響は他の地域に比べて大きいとも指摘しています｡
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第3章 世界経済の動向

ト調整*20につながらないように細心の注意を払って行われるとみられています*21｡ 現に､

FOMCの声明でも金融緩和の解除は ｢慎重かつゆっくり｣に行い得るとなっています｡な

お､8月2日時点のシカゴ商品先物市場で取引されている今年12月物のFF金利先物の価格

から示唆される､今年12月のFF金利は2%程度となっています｡

懸念される財政赤字の拡大

他方､財政政策についてみると､2001年1月に就任したブッシュ大統領は減税や国防支

出をはじめとして非常に拡張的な政策運営をとってきました｡2001年6月に10年間で1兆

3500億 ドル規模の減税法 (2001年経済成長のための減税調整法)を成立させました｡次

に､2002年3月に中小企業の設備投資促進を中心とする510億 ドル規模の減税法 (2002年

雇用創出と勤労者支援法)を成立させた後､2003年5月に配当税率の軽減をはじめとする

3500億 ドル規模の減税法 (雇用と成長のための減税調整法)を成立させました｡また､

現在､時限的になっている所得税減税の延長や恒久化*22を盛 り込んだ2005年度予算案は､

5月末に下院で修正され (今年までの時限措置の家族減税1年延長､減税規模275億 ドル)､

現在大統領選挙 も絡んで上院での修正審議が長引いており､今後の動向は予断を許 しま

せん｡このように､少なくとも毎年名目GDP比で1%程度の減税を行っている上に､2005

年度イラク等での戟費に関する追加予算250億 ドルを議会に申請しています｡これが認め

られれば､イラク関係の国防予算の追加は1534億 ドルとなり､財政赤字をさらに悪化さ

せています｡このため､アメリカの財政収支の赤字幅が急速に拡大しています (図表 ト3-

10)｡もっとも､今後については､行政改革を通 じた歳出削減を見込んで財政赤字が削減

する形となっています｡

一般に､財政赤字が拡大すると政府部門の資金吸収が多 くなるため金利が上昇 し､民

*20全世帯の7割を占める持家世帯では住宅抵当借入の8-9割が固定金利となっているため､金利上昇の脆
弱性は限定的である (Bemanke(2004年4月))との一方で､残 り3割の借家世帯ではクレジットカード債務を
中心に変動金利のウェイトが高く､金利上昇に対して脆弱との指摘 (みずほ総合研究所 (2004年7月))もあ
ります｡

*21非金融企業部門の債務 ･キャッシュフロー倍率は低下しており､長期金利上昇が収益に与える影響は相
対的に小さいものと思われます｡

*22具体的な内容は､10%の低い所得税率を適用する所得層の拡大や17歳未満の子供を持つ家庭の税額控除
の拡充となっています｡
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図表 ト3-10 アメリカ連邦政府財政収支見通 し
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資料出所:米国行政管理予算局資料及び議会予算局資料

図表 ト3-11 米国財政赤字の対名目GDP比1%の拡大が長期金利に与える影響

長期金利上昇効果(%ポイント) 被説明変数 説明変数の中の財政変数

武田 (2003) 0.166 名目傘利スプレッドの前期差 (10年 次年度の財政見通しのコンセンサス

物米国債利回りの前期差-3カ月物 (ブルーチップ集計)の対名目GDP

米国債利回りの前期差 比の前期差

Laubach(2003) 0.23 10年物米国債先物名目利回り (今後5年間) 5年先の議会予算局財政見通し

Laubach(2003) 0.36 10年物米国債先物名目利回り (今後5年間) 5年先の行政管理予算局財政見通し

Canzoneri,Cumba,andDiba(2002) 0.603 名目金利スプレッド (10年物米国債利回り-3カ月物米国債利回り) 5年先の議会予算局財政見通し

間部門の利用可能な資金が減少します｡政策金利の引き上げが極めて慎重に行われても

財政赤字要因から長期金利が上昇します｡図表 ト3-11をみると､アメリカ財政赤字の拡

大が一定の金利上昇効果をもたらすことが明確になります (アメリカの財政赤字の名目

GDP比1%上昇で0.166-0.603%ポイントの長期金利が上昇)｡実際､足下の長期金利は4
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図表 l-3-12 アメリカの主要金利

9

8

7

6

( 5

Plo
4

3

2
1
0

JヽL.

I,I.､●～叫 j へヽ
ltJL･.一一･一､▲ヽ

･h'二二 ヾ
.ヽJ'

■仰･'叫ヽ､4ヽ

/.一.-＼

I/.I-+
＼＼＼.--/ ＼.＼･,＼､..

i--I-と､rJL

＼

-､ー/
iiコ

･ヽ＼ヽヽ
〟′■_二●%__∫-Lt･ゝ.{____I【●へ)■~､､､--､･-＼

＼ ヽ＼
′

_一一一＼ーJへ- .′-ヽノへ /

＼

I/

ト､～.･＼. /.川-.'＼ー~一､品･=･･,二､､~~~~～~ ~ ~ ー I

ノ

■lヤ～●
＼･＼
､ノ

,~~ ＼入 /

-… ､ - ＼ ､′ノ

予ミ ミ ∴ミ:ミミミ ミ ミ ミミミ ミ ミ ミ ミミミ ミ ,,eS:ミミミミ ミ ミ ミ ミ ,デ

フェデラル ･ファンド･レー ト -M TB3カ月 -1一･10年物国債 -･･･-･モーゲージ金利

資料出所:連邦準備制度資料

月以降一次産品価格の上昇を受けたインフレ懸念の台頭もあって水準を幾分高めていま

す (図表 ト3-12)｡ このような長期金利の上昇は､国内的には住宅価格下落の要因になる

とともに､国際的には金利上昇が伝播する可能性を高め､信用格付けの低い途上国を中

心に設備投資の抑制を通じて世界経済の減速圧力となります｡それは､最近のIMFでの研

究によると､アメリカと世界との実質金利の相関係数*23が0.6程度あり､アメリカの長期

金利の上昇が他の国の長期金利を押し上げるためです｡

現在アメリカでは大統領選挙が行われているところですが､ブッシュ大統領と民主党

のケリー候補ともに､今後4年間で財政赤字の半減を公約に掲げています｡ただ､その手

段は大きく違っており､ブッシュ政権では減税の延長 ･恒久化の一方で大幅な歳出抑制

を中心にしているのに対し､ケリー候補はブッシュ減税のうち高額所得者向けの撤廃を

挙げています｡このように､次期大統領侯補間で財政政策に大きな差異 *24があり､選挙

*23この分析はRobertoCardarelliandAyhanRose(2004年1月)の分析結果に依拠 しています｡
*24通常のケインズ型マクロモデルでは､減税の縮小より財政支出削減の方で経済緊縮効果が大きくなる傾

向にあります｡
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

の結果を踏まえないと､正確に今後のアメリカ経済を読み通すことは容易ではありませ

ん｡いずれにせよ､今後も財政赤字の拡大が続けば､持続可能性の問題が次第に浮上す

る可能性があります｡持続的なアメリカ経済の拡大とともに､ ドル金利上昇の世界経済

への波及を抑制するためには､赤字削減の実行が国内的にも国際的にも最重要課題とな

ってくるのは間違いありません｡

以上アメリカ経済を総括すると､モメンタムとしてはピークを迎えたものの､減税に

よる可処分所得の増加-個人消費と設備投資の増加-生産の増加-可処分所得の増加と

いった好循環が形成されており､自律的回復の様相が濃くなっています｡一方で､金融

政策では政策金利の小幅上昇の効果が徐々に表れてくるとともに､財政政策も来年には

再建に向けた措置がとられることが予想されるなど､マクロ経済政策面では､減速材料

が出現しています｡このため､来年にかけて緩やかに減速していくとの見方が有力です｡

上述のような自律的な回復要素に支えられる中で､政策運営の失敗で金利が過度に上昇

しなければ､軽い調整が済む可能性があります｡その後は､財政赤字削減に伴う長期金

利低下の効果が次第に現れる形で再び緩やかな拡大基調が続く可能性はあるでしょう｡

第2節 過熱を呈する中国経済*25

過熱の状況

中国経済は昨年9.1%成長を遂げた後､本年1-3月期も前年同期比で9.8%成長となり､

4-6月期も9.6%と前年の重症急性呼吸器症候群 (SARS)の影響でやや高めの成長になり

ました｡ このように､今年3月の全人代で設定された年間目標の7%から大きなスピード

違反となっています (図表 l-3-13)｡ その主因は全社会固定資産投資が昨年26.7%と大幅

に伸びた後も､今年の1-3月期に43.0%も急拡大しています (図表 ト 3-14)｡地域別 ･業

種別に本年1-3月期の動向をみると､沿海地域の増加寄与が30.4%もあり､沿海地域を中

心に伸びています｡ただ､政府の西部大開発政策の影響で内陸部の安徽省で69.2%､河南

省で68.9%､駅西省で65.4%の増加を示すなどウェイトは小さいながらも､投資ブームが

*25中国の統計の精度は以前に比べると改善しているものの､なお幅をもって解釈する必要があります｡
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第3章 世界経済の動向

図表 ト3-13 中国の実質経済成長率と消費者物価上昇率
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資料出所:内閣府｢月刊海外経済データ｣

図表 ト3-14 中国の不動産価格指数と固定資産投資
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第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

内陸部にも波及していることが分かります｡また､不動産販売価格指数の上昇率も上海

で30%弱 となるなど沿海部を中心に上昇しており､そのテンポは加速しつつあります｡

内陸部を含めた仝中国でも今年1-3月期は7.7%上昇して､一部には住宅価格バブルの懸

念も台頭 しています (図表 ト3-14)｡また､消費者物価上昇率 (前年同月比)は､4月の

3.8%から5月4.4%､6月5.0%と幾分加速し､3月の全人代の目標である3%を上回っており､

中国人民銀行が利上げに踏み切るとみられる5%ラインに達しています｡ただ､その内容

を仔細にみると､昨年の穀物の不作といった特殊要因による食料品の上昇がほとんどで､

それ以外は落ち着いた動きとなっています (図表 ト3-13)｡

裁量的手法に頼る引き締め手法

経済過熱を警戒している中国政府は､図表 ト3-15のように昨年9月以降矢継ぎ早に引き

締め政策をとっています｡その手法は預金準備率や公定歩合の引き締めといった伝統的

な価格調整メカニズムに加え､工場閉鎖や投資プロジェクトの中止などの行政指導的な

手法をとっていることが特徴です｡国有企業の倒産や収益改善へのインセンティブがな

いなどコーポレー ト･ガバナンスに問題がある上に､地方政府が地域開発競争*26にしの

ぎを削っているため､国有企業を中心に固定資産投資を拡大させています｡加えて､国

レベルでは一昨年に電力の供給過剰対策として電力多消費型産業の設備投資を認可した

ことが固定資産投資の急拡大に拍車をかけました｡ しかも価格調整メカニズムが働きに

くいことから､石油や綿花や鉄鉱石やスクラップ等の原材料価格が高騰 *27し､それが国

際的な一次産品市況にも影響を及ぼしています｡このように､金利の引き上げは非常に

効きにくい状況にあります｡加えて､外国からの資金流入を招いて過剰流動性を高める

懸念があるため､引き締めは裁量的手法に頼らざるを得なくなっています｡

*26地域毎の経済成長が地方政府幹部の業績指標となっているので､市場原理から乗離して経済合理性のな

い投資行動に走りやすいと指摘されています｡

*27市場経済では金利の上昇や原材料や資材価格の高騰が設備投資を冷やす効果がありますが､中国はそう

した外部環境の変化がうまくフィードバックしにくく､国有企業を中心に当局の指示や指令が変わらない限

り投資を続行する傾向にあります｡このため､非常に需要の価格弾力性が小さく､世界の一次産品の需給バ

ランスや価格に大きな影響が出ている可能性があります｡
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第3章 世界経済の動向

図表 ト3-15 中国政府の経済引き締め政策

実施時期 措 置 内 容

2003年 9月21日 預金準備率の引き上げ (6%-7%)

2004年 1月1日 銀行の貸出金利の上限幅の拡大

2月8日 銀行に鉄鋼､アルミ､セメントなど電力多消費型産業への融資状況の検査通知

3月25日 公定歩合の変動制の導入と上限引き上げ(0.63%)

4月25日 預金準備率の引き上げ (7%-7.5%)

4月27日 鉄鋼､アルミ､セメント､不動産開発の投資計画の自己資本比率引き上げ

4月28日 国務院､江蘇省常州市の違法製鉄所の責任者処分を支持

4月29日 商業銀行貸出に対する窓口指導 (一部銀行に5月1日までの新規融資停止を要請)
土地市場の整理､農地転用の禁止 (暫定的に半年間)

4月30日 安全 .環境で間遁ある工場などについて建設中止や閉鎖､融資の停止や回収を通達

長期的には供給過剰懸念

ただ､過熱といっても､今のところ昨年の不作で高騰している食料品を除くと､インフ

レ圧力はそう大したものではありません｡①内陸部を中心に大量の余剰労働力がある中で､

戸籍移動に関する規制緩和で内陸部から沿海部への労働異動が増加していること､②国有

企業改革に伴って失業率にして4%強の失業者が発生していることがその背景です｡

つまり､今の局面は短期では設備投資需要で原材料や資本財やエネルギー関連で過熱

しているものの､中長期では旺盛な設備投資による生産能力の拡大による供給過剰が懸

念されます｡中長期的な持続的成長のためには､生産能力の増加に伴って､消費等の需

要もバランスよく拡大する必要があります｡また､資本ス トックは増加しているといっ

ても､その内容を仔細に見ていくと､国有企業に多く存在する旧式の生産設備がそれほ

どスクラップされないとか､地方政府間で投資に重複感があるとか､規模の小さくしか

も物流コストの高い内陸部での工場建設など､非効率な生産設備が多数存在するものと

みられ､資本ストックの質を考えると大した過剰にならないかもしれません｡これらの

資本ス トックには採算に合わない投資によるものや､スクラップの対象になるものも多

く含まれている可能性があります｡例えば､倒産法制の整備やコーポレー ト･ガバナン

スの強化が行われれば､市場原理を超えた投資を防ぐとともに､過剰な資本ス トックの

整理が促され､経済安定化に貢献するものと思われます｡

さらに､仮に供給過剰となったら､当面は輸出 ドライブをかけるなど､外需で需給の

~丁



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

バランスをとってくる可能性があります｡これでも対処できない場合に､住宅価格バブ

ルも崩壊 して長期にわたる調整過程が必要になってくる可能性が出てくるでしょう｡

今回の引き締めの意図

今回の引き締めの意図としては､中長期的な過剰設備の拡大を予防するとともに､短

期的には､深刻化する電力不足による供給不足を解消することにあると考えられます ｡

電力不足が表面化 したのは昨年からで､昨年は22省 ･直轄市で電力の供給制限を行いま

した｡今年は山東省や天津市が加わり､24省 ･直轄市に広がっています｡2003年末の中

国全土の発電能力は3億8450万Kwですが､供給不足は昨年の2000万Kwから3000万Kwに

拡大 しています｡今後は石炭火力や原子力の発電所の新規稼動で2006年には電力不足が

解消に向かうと政府は予測 しています*28｡今回の引き締めが鉄鋼､アルミ､セメント､

不動産開発 (ビル建設)など電力多消費型産業を狙い撃ちしていることが今回の意図を

間接的に証明しています｡さらに､経済成長率の低下が失業問題を顕在化させることや

2008年の北京オリンピックや2010年の上海万博 といったビッグイベントを控えているこ

とを考慮すると､バブルをつぶすようなハー ドランディングではなくソフトランディン

グを志向しているものと考えられます｡

ソフ トランディングに向けた兆候

銀行貸出とともにマネー ･サプライも足下では引き締めの効果もあって減速して (図表

ト3-16)､中国人民銀行の目標枠に収まってきました｡また､固定資産投資は1-2月に

53.0% (前年同期比) と非常に高い伸びを示 しましたが､3月43.5%､4月34.7%､5月

18.3%､6月16.2%と減速 しています｡さらに､高騰 していた原材料価格 も落ち着きを見

せ始めるようになりました｡ このように､幸いソフトランディングに向けた兆候が現れ

始めました｡ このまま緩やかに減速すれば､追加的な緊縮政策が手控えられ､オーバ

ー ･キルに至ることなく軟着陸ができる可能性が高まっています｡ただ､地方経済での

固定資産投資の動向など流動的な側面 もあるため､中国経済の動向を今 しばらく冷静に

*28ただ､電力多消費型工場の稼動の他､エアコンの普及が進展しているため､本当に2006年に電力不足が
解消するかは末だ予断を許さない状況でしょう｡
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第3章 世界経済の動向

図表 ト3-16 中国のマネーサプライと銀行貸出

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10ll12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10ll12 1 2 3 4 5 6 7

02年

資料出所:内閣府｢月刊海外経済データ｣

注視する必要があります｡

03年

ー マネーサプライ ･一番-銀行貸出

04年

中国経済の減速が日本経済に及ぼす影響

ちなみに､中国経済が減速した場合の日本経済-の影響をみてみましょう｡地域別の

GDPに占める対中輸出シェアはアジアで3.3% (日本1.0%､日本以外8.9%)程度､アメリ

カで0.2%程度､EUで0.4%程度です｡このように､日本の中国向け輸出のシェアは､欧米

と比べると高 く､他のアジア諸国よりははるかに小さいものの､ある程度は中国経済の

影響を受け易いように見えます｡しかし､日本の中国向け輸出を品目別に考えると､対

中国輸出の増加は､中国で加工して最終的に米国に輸出される機械類が多 くを占めてお

り､その増加寄与率も78.2%と中国の最終需要になると見られる素材関連の増加は最近3

年間の寄与率で22.2%とそう大きくありません (図表 ト3-17)｡また､中国向け輸出は

2003年以降加速がとまっており､その大宗は中国の内需との相関は高 くありません｡日

本の貿易統計からみると､日本の輸出は中国向け輸出が牽引した姿になっているように

見えます｡日本の輸出金額は2001年から2003年にかけて5.6兆円増加しましたが､アジア

｢ 1



第 Ⅰ部 持続的な景気回復の条件は何か

図表 ト3-17 日本の中国向け輸出 (品目別増加寄与度)

≡ _______________________幸
2001年 2002年 2003年

E3食料品 ･繊維類 口化学製品 +非金属及び金属製品 田一般機械

包電気機器 団輸送用機器 団精密機器 E=その他製品

資料出所 :財務省 ｢貿易統計｣

図表 ト3-18 日本の輸出増加の地域別内訳

(億円､%)

2001年 2003年 増加額 寄与率

日本の輸出総額 489,792 545,484 55,691 100.0%

対アジア 197,322 253,183 55,861 100.3%

(うち中国) 37,637 66,355 28,718 51.6%

(参考) (百万ドル､%)

2001年 2003年 増加額 寄与率

アメリカの輸入総額 1,180,110 1,305,220 125,110 100.0%

対アジア 529,056 637,075 108,019 86.3%

資料出所 :財務省 ｢貿易統計｣及びIMF｢DOT｣
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第3章 世界経済の動向

図表 ト3-19 固定資産投資比率 (固定資産投資/GDP)

198081 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99200001 02 03

資料出所 :中国国家統計局 ｢中国統計年鑑｣
(午)

向け輸出もほぼ同額増加し､その約半分が中国向け輸出の増加で占めました(図表 ト3-18)0

ただ､アメリカの貿易統計を組み合わせてみると構図､が一変します｡アメリカの輸入増

加のうち､86%がアジアからの輸入であり､その約半分を中国からの輸入が占めます｡

つまり､商品の流れが日本が中間財を中心に中国に輸出し､それを中国が加工 ･組み立

てしてアメリカに輸出する姿が浮かび上がります｡従って､日本経済に大きく影響する

のは､中国でなくてアメリカであることがわかります｡中国経済が減速した場合､中間

財や投資財を生産している素材産業や一部の投資財産業で多少の影響を受けるものの､

全体としては限定的なものとなることが予想されます｡ただ､中国が供給過剰になれば､

素材関連や低付加価値品を中心に日本への輸出 ドライブをかけてくる可能性もあり､今

後この動向を注視していく必要があると考えられます｡

中国経済の持続的発展に向けて

過去の中国経済を振 り返ると､価格や金利の変動を通じた需給調整メカニズムがうま

く働かなかったこともあり､固定資本投資のGDP比率が大きく変動するような設備投資

循環により (図表 ト 3-19)､経済の振幅が大きく不安定な状況にあります｡このため､供

ド
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給過剰時の輸出 ドライブや原材料不足時の一次産品価格上昇などをみると､世界経済に

とっての不安定要因なのかもしれません｡需要超過 となった1990年代半ばの引き締めで

は､中央からの指示による強力な緊縮政策でオーバー ･キルに陥 りました｡その後の供

給過剰で失業 も増加 したため､雇用重視で元の価値を低めに維持するとともに政府投資

の増加やエネルギー多消費型産業での設備投資促進などの需要振興策をとるなど､大規

模なス トップ ･アンド･ゴー政策をとっているようです｡現在市場経済化の移行過程に

あ り､政策当局もマクロモデルを利用 しながら適切なマクロ経済政策運営を図っていま

す｡ただ､価格や金利等の市場原理による自動調整メカニズムを十二分に機能させるよ

うに改革されれば､大規模なマクロ経済政策を発動することなく､中国経済は安定化に

向かうものと思われます｡ このような中国経済の持続的な発展は日本ばか りではなく､

他の周辺のアジア諸国にとっても望ましいものになるでしょう｡
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第4章 持続的な景気回復の条件は何か

第Ⅰ部 第4章のポイント

○来年の日本経済は輸出などで幾分減速する要素はあるものの､企業部門の回復

が家計部門へと波及しつつあるなど､自律的な回復に向けた動きがあり､総じ

て拡大基調が持続すると見込まれる｡

○企業収益の増益基調も続き､足下では労働分配率がバブルの絶頂期の水準に低

下するなど､人件費はもはや企業経営の足かせではなくなっている｡

○株主には復配や増配で企業収益の改善の成果を還元しているが､従業員-の還

元は未だ十分ではない｡

○従業員に対する一層適切な成果の配分を実現する条件が整っている｡ またこれ

を実現することにより､家計の所得環境が明確に改善し､民間最終消費の持続

的な拡大を通じて自律的な回復要素が明確になる｡

これまで日本経済の回復を巡る状況についてみてきましたが､今後の動向を占う上で重

要な要素を織り込みつつ､持続的な景気回復の条件について検討していくことにします｡

若干の減速要因となる輸出とシリコン･サイクル

第3章で今後の世界経済に影響を与えそうなアメリカ経済と中国経済を中心に見てきま

した｡ アメリカ経済は､慎重な利上げのほか､減税の一服等により全体としてのマクロ

経済政策スタンスはやや引き締め基調となります｡このため､来年にかけて幾分減速す

るものの､自律的な回復要素に支えられて景気後退に陥る危険性は少ないものと思われ

ます｡中国経済も構造的な課題は残存するものの､短期的には何とかソフトランディン

グで乗 り切れる公算が高まっています｡このように､世界経済を取 り巻 く不安定要因は

それほど大きくはありません｡従って､為替レー トの大幅な変動がなければ日本の輸出

市場も波乱がなく､日本の純輸出は引き続き安定的に拡大していくものと予想されます｡

また､世界のIT産業を大きく動かすシリコン･サイクルをみると､今年はアテネ ･オ

リンピックもあってピークとなる上に､増産や歩留まり向上で生産能力が予想以上に増

｢ 1



第4章 持続的な景気回復の条件は何か

加しています｡このため､今年の後半から来年にかけて減速する可能性があります｡た

だ一方では､前回とは違って半導体の用途がデジタル家電や携帯電話や自動車にも広が

っており､変動の激しいパソコン-の依存度を低下させています｡さらに､これまでIT

化が進んでいない東欧や中国を中心とするアジア圏でIT需要が引き続き拡大するとみら

れます｡このように､構造的に増加する部分に下支えられ､失速することなく､2006年

あたりから再び再加速する可能性があります｡現に､日本半導体製造装置協会が調査し

た販売予測では2006年から再び増加基調に戻る見通しとなっています｡

堅調な企業部門の回復が家計部門に波及して自律的な回復へ

次に､国内の企業部門の需要に転ずると､名目民間設備投資比率 (名目民間設備投

餐/名目GDP)でみた設備投資のペースは2000年のIT景気のピークには達しておらず､

憤重な設備投資と言えます (図表 ト4-1)0IT関連では､仮需が発生するような過熱現象は

起きておらず､2000年のITバブル崩壊の学習効果もあり､需要が増加しても比較的慎重

図表 ト4-1 名目民間設備投資比率

Cb･b･q)･ Cb･b･q)･ Cb･b･勺･

~丁

資料出所 :内閣府 ｢国民経済計算｣

q･b･勺･

1,biQ,0'<q●h,?'<5.
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な設備投資姿勢を崩していません｡先行きの設備投資計画をみると､需要や企業収益の

回復が見込まれている中で､製造業を中心に増勢が続くと見込まれます (図表 ト4-2)｡在

庫投資に関しても､IT関連で先行きの需要増を見越した在庫積み増しに向けた動きもあ

るものの､その他は総じて生産抑制気味のため在庫の増加は見られないなど､比較的慎

重な姿勢を堅持しています (図表 ト4-3)｡ このように､企業部門では､これまでの景気拡

大のペースが緩やかだった分だけ脆弱性は小さいとみられ､来年のアメリカ経済の減速

を受けて需要の増勢に鈍化があっても軽微な調整､すなわち踊り場で済む可能性があり

ます｡従って､今後も需要増が続けば､引き続き需要見合いで設備投資や在庫投資の増

加が続き､景気拡大の持続性は高いとみられます｡

家計部門の回復はやや遅れていますが､このような企業部門の改善が徐々に家計部門

に浸透し始め､自律的経済回復に向けた萌芽が見え始めています｡今年に入ってからは､

実質でみた家計の所得環境は幾分持ち直しています (図表 ト4-4)｡ 家計調査*29をみると､

主な収入が年金である60歳以上の無職世帯の消費は一進一退の動きとなっていますが､

勤労者世帯の消費は今年に入りやや回復しています (図表 ト4-5)｡配偶者の所得の増加を

主因に可処分所得が緩やかに増加しています (図表 ト4-6)｡中でも､60歳未満の勤労者世

帯の可処分所得が幾分増加するに従って､名目消費支出もやや増加しています｡これは

賃金が下げ止まりに向けた動きとなる中で､雇用が女性のパートを中心に改善している

ことと符合しています｡また､企業の業績回復を受けて即戦力となる中途採用の大幅な

拡充の動きもありますし､今後についても2005年度の主要企業の採用計画は､団塊世代

の大量退職者の補充をにらんで大企業を中心に増加する姿となっているなど､引き続き

改善が見込まれます｡

従業員へのより一層適切な配分の必要性

来年の日本経済は輸出などで幾分減速する要素はあるものの､このような自律的な回

復要素により､総じて拡大基調が持続すると見込まれます｡景気変動の源泉とも言える

企業収益環境は､今年度10%前後の増益となった後､2005年度製造業を中心に増益基調

*29調査サンプルが8000程度と少ないため､月々の変動が大きく､最近では供給側の統計との乗離も拡大し
ているので､幅を持って解釈することが重要です｡

~~㌃
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図表 l-4-2 設備投資計画の足取り (日本銀行 ･全国短観)

製 造 業

(1)大企業

(前年度比､%) 過去 (75-03年度)の平均

3月 6月 9月 12月

全 産 業

(前年度比､%)

(3月) (6月)
見込み 実績

過去 (84-03年度)の平均

3月 6月 9月 12月 (3月)
見込み

(6月)
実績

｢ 1

(前年度比､%)

非 製 造 業
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図表 ト4-2 設備投資計画の足取り (日本銀行 ･全国短観)
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図表 ト 4-3 在庫循環図

①鉱工業全体

在
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(
前

年

比
)

在
庫
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③非IT部門
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資料出所 :経済産業省 ｢経済産業統計｣
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図表 ト4-4 実質でみた家計の所得環境

(
2
0
0
0

年=
1
0
0
)

,ギ替嚢:-IJ;i:I-:I_'itSI.IS:illTi:薄 さ-II芸:-袋芸IiIi敦,芸Il:鷲;1::Ii芸-:ささ二言弱 享tITL,:IITITIIiT:iiIlll等iI,lttIt_I:II等ISlヾ二､
+ 実質雇用者所得指数 -敬- 実質雇用者所得指数 (3カ月移動平均)

資料出所 :厚生労働省 ｢毎月勤労統計｣及び総務省 ｢労働力調査｣より連合総研が計算

図表 114-5 世帯の職業別名目消費支出と可処分所得の推移 (3カ月移動平均値)

肌

州
:I

(
前
年
同
月
比
)
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-+ 消費支出 勤労者世帯 .60歳未満 -yd-消費支出 無職世帯 .60歳以上

資料出所 :総務省 ｢家計調査報告｣
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図表 ト4-6 勤労者世帯可処分所得の変動要因 (3カ月移動平均)

O-｡

-,
;

(
前
年
同
月
比
)
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⊂コ世帯主収入国 配偶者収入 匿≡ヨその他収入 I- 非消費支出 -+ 可処分所得

資料出所 :総務省 ｢家計調査報告｣

が続 くと予想されています (図表 ト4-7)｡それに､労働分配率 (名目雇用者報酬/名目

GDP)も2002年以降急速に低下して､バブルの絶頂期並みの低さとなるなど､人件費は

もはや企業経営の足かせではなくなっています (図表 ト4-8)｡

このような中､民間企業は全体として大幅な資金余剰主体となっており､有利子負債の

水準は既に20年前の水準まで低下している一方で､現預金の形で内部留保が積み上がって

います｡内部留保は､財務安定性に貢献するほか､長期的な企業成長を支える資金の蓄積

のためにある程度は必要でしょう｡ しかし､一定以上の内部留保の蓄積は将来大規模な投

資をするのでなければ理論的な正当性はありません｡過剰な現預金は一部の成熟企業に見

られる現象ですが､本来株主や従業員といったステーク ･ホルダーに還元すべきもので

す｡

確かに､株主には､株式配当の形で還元が進んでいます｡新光総合研究所の集計によ

ると､本年3月期決算の上場企業1996社中､増配企業が630社､復配企業が129社と実に

38%の企業が増復配する見込みとなっています｡さらに､今年度も同様の基調が続 く見

通しです｡本年5月末段階での来年3月期の配当移動予想は､増配が356社､復配が65社と

ド
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図表 l47 直近における企業収益予想 (経常利益増益率)

(前年度比､%)

2004年度 2005年度

内閣府 .財務省/法人企業景気予測調査 製造業 ll.7 n.a.
非製造業 8.7 n.a.

全産業 9.7 n.a.

日本銀行/全国企業短期経済観測調査 製造業 12.0 n.a.
非製造業 8.6 n.a.

全産業 10.1 n.a.

日本経済新聞/上場企業決算見通し集計 製造業 12.7 ~n.a.
非製造業 13.5 n.a.
全産業 13.0 n.a.

東洋経済会社四季報/株式公開企業業績予想 製造業 14.7 13.6
非製造業 15.9 7.4

全産業 15.1 ll.4

野村謹券金融経済研究所/企業収益見通し 製造業 14.1 ll.4
非製造業 15.8 0.9

全産業 14.7 7.5

大和総合研究所/企業業績見通し製造業 製造業 21.8 9.9
非製造業 22.9 0.1

全産業 22.2 6.5

新光総合研究所/東証 1部企業業績見通し 製造業 28.4 13.1
非製造業 16.1 13.5

(注1)法人企業景気予測調査と日銀短観のみ単独決算ベース｡
(注2)いずれも金融業を除く｡

図表 ト4-8 労働分配率 (名目雇用者報酬/名目GDP)の動向

<bib,01,㌔,ヲ'<㌣ 1,㌔,ヲ'<て

資料出所 :内閣府 ｢国民経済計算｣
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なり､21%の企業が増復配する見通しです｡

ところが､従業員-の還元は未だ十分ではない感があります｡実際､夏のボーナス回

答は若干改善しています｡ただ､非正規労働者の拡大に伴ってボーナスの支給対象者が

減少しており､経済全体としてのボーナス支給額はそれほど改善しない可能性がありま

す｡さらに､勤労者の生活条件改善の真打とも言うべき春季賃上げ率もようやく下げ止

まった程度です｡これまで従業員は労働生産性上昇に大きく寄与 し､企業の財務体質の

強化に大いに協力してきました｡その果実に対 してより一層適切な配分を求めていくの

は当然のことです｡またそれを実現する上での好条件が前述のように整ってきています｡

これを実現することにより､家計の所得環境が明確に改善し､民間最終消費の持続的な

拡大を通じて自律的な回復要素が明確になるものと思われます｡
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第 3章 若年者雇用と労働市場構造の問題



第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

第 Ⅰ部では､1990年代初めから続 く長期停滞から脱 しつつある状況を整理 しながら､

自律的な回復をさらに持続させるための条件をみてきました｡21世紀の人口減少社会で

労働供給が成長制約要因となることが予想される中で､日本経済の長期的な発展を図る

ためには､長期雇用が確保できるような産業の発展は欠かせませんし､労働の面からは

就業率を高めることが必要でしょう｡ 第Ⅱ部では､こうした観点から､日本経済の持続

的発展基盤を整備するための課題を雇用中心に検討していくことにします｡

まず､第1章の ｢産業とイノベーション｣においては､雇用を確保するために産業の持

続的発展が不可欠との認識に立ち､製造業の国内回帰の実相を踏まえて持続的な競争優

位の構築のための戦略についてイノベーションを中心に検討していきます｡

次に､第2章の ｢高齢者雇用の現状 と今後の対策｣においては､高齢者の就業促進は､

労働力人口の減少の抑止を通じて経済成長を下支えするとの認識に立って､まだ十分働

ける高齢者が生き甲斐をもって働けるようなエージレス社会を実現するための課題を考

察していきます｡

最後に､第3章の ｢若年者雇用と労働市場構造の問題｣においては､若年問題は次世代

の社会に関わる重要な課題との認識から､若年雇用構造の改善に向けた具体的な提言を

行っていきます｡

第 1章 産 業 と イ ノ ベ ー シ ョ ン

第Ⅱ部 第 1章のポイント

第 1節 製造業の国内回帰の実相

○中国-の生産拠点移転の人件費削減効果の低下､デジタル家電は高付加価値で
あり､国内拠点の方が柔軟な生産体制を構築できること､生産技術の漏洩防止

を背景に､製造業が国内回帰｡

○デジタル家電で日本の得意とする擦 り合わせ (インテグラル)技術を発揮｡

第2節 東アジアからのキャッチアップに対応 しつつある日本

○東アジアからのキャッチアップを受けて､日本は相対的に競争力が低下｡

○日本の電気機械の競争力が低下した背景として､製造の設計思想 (アーキテク

チャー)が組み合わせ (モジュール)化して､川上から川下まで全ての工程を

｢ 1



第 1章 産業とイノベーション

国内で抱えるフルセット構造の維持が困難になったこと､市場規模に比べ参入

企業数が多 く過当競争になったこと､技術流出が絶えないことである｡

○このため､デジタル家電等での持続的競争優位を構築するために､技術者の長
期雇用を大切にするとともに､基幹部品から一貫して開発 して販売する垂直統

合モデルを確立することが一つの方策｡

第3節 持続的競争優位を確保するための研究開発の拡充と効率化

○持続的競争優位を確保するために､引き続き研究開発の拡充と効率化が必要｡

○また､研究開発拡充のための政策支援は有効であり､継続的な政策支援を行う

ことが重要｡

第1節 製造業の国内回帰の実相

産業の持続的発展なくして､雇用の確保や日本経済の長期的発展はありえません｡し

かし､イノベーションを通 じた発展は雇用の確保のための十分条件ではありません｡そ

れは､イノベーションが労働生産性を著 しく高めたとしても､労働節約的なものならば

労働需要が減少*1することもあるからです｡ただ､人口減少社会では､労働節約的なイノ

ベーションとしても､それは人口面の成長制約を克服するとともに､製造業での付加価

値の増加が非製造業への派生需要の増加をもたらし結果として労働需要が増加するとい

う副次的な効果もないわけではありません｡こうした点にも留意しつつ､製造業の国内

回帰に代表されるエレクトロニクス分野の競争力回復の実相を浮き彫 りにした後で､そ

の競争優位を持続させるための戟略について検討 します｡さらに持続的な発展基盤とな

るイノベーションを推進する方策の有効性について考察します｡

日銀短観 (昨年12月調査)でみると､製造業では海外設備投資が2002年度8.0%増から

2003年度5.1%増と引き続き増加する一方で､国内設備投資額が2002年度の▲14.2%から

2003年度7.6%に増加に転じました (図表IH-1)｡非製造業でも海外設備投資が2002年度

*1イノベーションは､労働生産性上昇を通じて賃金上昇の余地を大きくします｡ここで､タイトな労働需給

を背景に賃金上昇が実現 し､かつ､為替レート調整が不十分な場合､一部の産業で空洞化が進むと考えられ

ます｡空洞化が進むのは労働集約的で技術的にもこれ以上の国際的優位が望めなくなった貿易財産業で､一

層のコス トダウンや差別化が難しくなるため､国際競争の激化に巻き込まれて国内にとどまるのが難しくな

ります｡
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

47.9%から2003年度▲21.1%とマイナスに転ずる一方､国内設備投資は2002年度▲5.4%

から2003年度2.1%とプラスに転 じています｡また､経済産業省の ｢工場立地動向調査｣

によると､国内における新規の工場立地件数も2003年に前年比で24.6%増と増加に転じて

います｡さらに､直近の日本経済新聞の調査*2によると､今後3年間に国内生産 (金額ベ

ース)を増やす企業 (製造業)が49%と約半分に達し､国内生産拡大の対象は高付加価

値品が中心となっており､1割強の企業が国内に新工場を建設する計画を立てています｡

このような動向から､国内の生産拠点の再評価が進んでいることがうかがえます｡中で

も､海外の生産拠点を国内の生産拠点に切り替える国内回帰の事例も出てきています｡

国内回帰の背景

このような動きの背景としては､(∋機械産業等の資本集約的産業での中国等の生産拠

点の人件費削減効果はそれほどなかったこと*3､②デジタル家電関連製品は高付加価値品

であり､国内でも採算が合うこと､③デジタル家電関連製品の需要の急速な立ち上がり

に対 しては国内拠点の方が迅速 ･柔軟に対応可能であり､最近のサプライ ･チェーン･

マネージメントの高度化やそれに対応 したセル生産方式で生産コス トや在庫量をさらに

低減できること､④海外拠点での生産技術の漏洩事案を踏まえた防止策*4として生産拠点

を国内にシフトさせたことなどが考えられます｡

日本の長期雇用慣行との相性が良い擦り合わせ技術

自動車に代表されるようにデザイン特性がクリティカルで､｢擦 り合わせて｣作 り込ま

ないと売 り物にならないタイプの製品では､安定雇用を重視する戦後日本の製造企業が

得意としてきた｢まとめ能力｣｢濃密なコミュニケーション｣｢開発と生産の相互調整の能

力｣｢累積的な改善能力｣などがフルに活かされやすいと指摘 *5されています｡また､自

*22004年8月19日付 日本経済新聞朝刊 (第1面)｢製造業の半数､国内生産拡大｣､調査時期は7月下旬から8

月上旬｡調査対象は151社､有効回答数は115社｡

*3伊原 (2003年3月)の指摘によると､機械産業での中国進出による人件費抑制効果は製造コス トの15%程

度にとどまる一方､原材料や部品調達の現地化が進まないとそれらの輸送コス トや関税費用で人件費抑制効

果が薄れてしまうという｡

*4この観点からブラックボックス化が進んでいると言われます｡

*5藤本 (2003年)に依拠 しています｡
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第 1章 産業とイノベーション

図表lト1-1 製造業の国内設備投資と海外設備投資の前年度比

海
外
設
備
投
資

(
前
年
度
比
'
%
)

0

20

-20 0

国内設備投資 (前年度比､%)

20

02002年度実績 輯2003年度計画 (12月調査)

資料出所 :日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣

動車鋼板､電磁鋼板や液晶ディスプレイ用ガラスのような微香で高品質な素材 (高皮部

材)の製造にもこうした能力を活かした ｢擦 り合わせ (インテグラル)｣技術が不可欠と

なっています｡そして､デジタルテレビ､携帯電話､デジカメ等のデジタル家電製品で

の高度実装､部品のミニチュア化にもその実力を発揮させてきています｡このような分

野では､日本企業の圧倒的に高い製品品質とともに､国際的にも遜色のない生産が可能

となってきています｡

このような製造業での企業行動の変化に伴う国内設備投資の増加は､地方圏での工業

用地の需要の増加につながっているものと思われます｡従って､今後とも持続的なもの

になれば､限界的ながら地方圏での地価の下支え要因になっていくものとみられます｡
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

第2節 東アジアからのキャッチアップに対応しつつある日本

製造業の国内回帰現象も日本の製造業の競争優位がどの分野でいつまで持続するかと

いう問題に帰着してくるものと思われます｡第1節でみたように､日本のもの造 り能力と

の相性が良い擦 り合わせ技術は､精密なメカニカルや高品質素材の製造に活かされるた

め､これらの分野では引き続き競争優位が見込まれます｡また､バイオ関連や医薬品関

係での競争力の飛躍的な向上はそれほど望めないかもしれません｡一方で､日本が1980

年代に得意としてきたエレクトロニクス関連では､中国､台湾､韓国などの東アジア諸

国が1990年代に進展 したモジュール化の恩恵を享受し､猛烈なキャッチアップをしてい

ます ｡ このため､日本のエレク トロニクス産業では相対的な競争優位が低下しました｡

昨年あたりからデジタル家電を中心に競争優位を回復 し､国内回帰の現象につながって

います｡このように､特にこの分野の動きが激しいことから､第2節では､エレクトロニ

クスやIT分野を中心に議論を進めていくことにします｡

OECD統計でみた各国ハイテク産業の競争力

日本のハイテク産業の競争力を客観的にみてみることにしましょう｡まず､日本のハ

イテク製品輸出のOECD諸国でのシェアは競争力の指標の一つとみなすことができます｡

OECDのハイテク製品の定義は､航空 ･宇宙関連製品､電子機器､事務用機器 ･コンピュ

ータ､医薬品､精密機器の5分類です｡国別の比較でみると､ハイテク製品輸出シェアは

欧米ではやや上昇していますが､日本は2002年まで低下しています (図表1ト1-2)｡品目毎

に日本のシェアをみると､航空 ･宇宙関連製品や医薬品で低迷を続けている上に､1990

年代前半から電子機器､事務用機器､精密機器でシェアを低下させています (図表1ト1-3)｡

これを顕示比較優位 (RCA)指数*6でみますと､日本は1996年から一貫して下っています｡

アメリカは1998年に日本を上回り､韓国も1999年に日本と逆転し､2000年と2002年には

アメリカよりも高くなっています｡また､EUは水準が低いものの､緩やかに上昇してい

*6顕示比較優位指数-(i国の当該品目輸出額/i国の輸出額総計)/(OECD諸国の当該品目輸出額/OECD諸
国の輸出額総計)
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第 1章 産業とイノベーション

図表1トト 2 0ECD諸国内のハイテク製品輸出シェア
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資料出所 :OECD｢MainScienceandTechnologylndicators｣

図表lト1-3 日本のOECD内のハイテク製品輸出シェア
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表H-1-4 ハイテク輸出の顕示比較優位 (RCA)指数

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002(午)

+ 日本 -普日韓国

資料出所 :OECD｢MainScienceandTechnologylndicators｣

柵r新 一EU mX-米国

ます (図表JH -4)｡

また､原田 (2004年4月)は､日本の産業高度化が進展したため､中国と日本の競合度

は高まっているもののそれほど速 くはないと指摘 しています｡また､韓国との競合関係

は時系列でみると大した変化はないものの､中国と比べると競合度が大きいことがわか

ります｡

個別の市場シェアで見た競争力

さらに､個別主要製品の市場シェアは最も身近で分かりやすい指標*7であり､そのいく

つかをみていきましょう (図表日-1-5)｡

まず､企業向けのIT製品をみていくと､パソコンのメモリーに使われているDRAMは1

位と4位を韓国のメーカーが占め､2､3､5位をアメリカ､ ドイツ､台湾のメーカーが続

いています｡日本の企業はようやく6位につけています｡次に､携帯電話のメモリーに使

われているフラッシュメモリーをみると､1位は韓国のメーカーで､3位が日本のメーカ

*7藤本 (2004年6月)は､製造現場の実力である ｢裏の競争力｣とマーケットシェアのような ｢表の競争力｣
には禿離があると指摘しています｡
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第 1章 産業とイノベーション

図表 日-1-5 主要製品の世界シェア (2003年) その1

①DRAM

■サムスン電子(韓) EBマイクロン(米)

団インフオニオン 白ハイニックス半導体(韓)

テクノロジー(独) 図南亜科技(台)

③ロジックIC

■インテル(米) 田ルネッサンス

団テクサス テクノロジー(冒)

インスツルメント(米)国NECエレクトロニクス(冒)

⑤パソコン

/
Ei5

一3.3%

■デル(米) 田HP(米)
国IBM(米) 国富士通.シーメンス(冒)

■サムスン電子(韓) 田スパンション(米)

国東芝(冒) 白インテル(米)

団ルネッサンス ロその他

④ハードディスク

9.3%

■ シーゲート(米) 田マックストア(米)

園 ウエスタン. 日 日立(冒)

デジタノ叛米)

⑥サーバー

27.1%

■ⅠBM(米) 田 HP(米)

園サン(米) 国デル(米)
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

⑦携帯電話端末

10.5%

図表 JIl1-5 主要製品の世界シェア (2003年) その2

⑧液晶テレビ
6,5%

14.5%

■ノキア(フィンランド) 田モトローラ(米)

国サムスン電子(韓) 自シーメンス(独)

⑨液晶パネル

tLGフィリップスLCD(韓)
田サムスン電子(韓)

団シャープ(冒)

国友達光電(育)

園東芝松下ディスプレイテクノロジー(冒)

□その他

⑪DVD録再機

14.8%

●松下(冒) 田フィリップス(蘭)

国パイオニア(冒) 日ソニー(冒)

14.9%

■シャープ(冒) E3ソニー(冒)

園松下(冒) 目サムスン電子(韓)

⑩プラズマパネル

11.0%

■富士通日立プラズマディスプレイ(冒)

EjサムスンSDI(韓)

国松下プラズマディスプレイ(冒)

日LG電子(韓)

国NECプラズマディスプレイ(冒)

□その他

⑫ビデオカメラ

8.2% 1･2%

●ソニー(冒) 田 日本ビクター(冒)

園松下(冒) 国 キヤノン(冒)

国サムスン電子(韓) □ その他
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図表lト1-5 主要製品の世界シェア (2003年) その3

⑭多関節ロボット

15.0%

■ソニー(日) 田キヤノン(日)

団オリンパス(日) 宙富士フイルム(日)

⑮自動車

■GM(米)
田トヨタ(日)

園フォード(米)

国フォルクスワーゲン(独)

国ダイムラー.クライスラー(独)

⑰粗鋼

電i/

82.9;0､--㌦ J //

■アルセロ-′巧ノレクセンブルグ)田新日本製織(日)

国LNMグループ(蘭) 冒JFEスチール(日)

資料出所 :日本経済新聞調査等

10.5%

■ファナック(冒) 田安川電機(日)

団ABB(スイス) 日クカ(独)

■豊田自動織機グループ(日)
田 リンデ(独).小松リフトグループ

団ナコマテリアルハンドリング(米)

日ユングハインリツヒ(独)

国三菱重工グループ(冒)

⑬半導体シリコン･ウェハ

11.3%

14.4% 22.4%

■信越半導体(日) 田三菱住友シリコン(日)

国シルトロニック(独) E3MEMC(米)

｢司



第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

一､2位と4位が米系企業となっています｡ロジックICは､1､3､5位をアメリカのメーカ

ーが占め､日本企業は2位と4位で追っています｡ハー ドディスクとパソコンは､上位3位

をアメリカのメーカーが占め､4位 と5位に日本のメーカーが続きます｡サーバーは､上

位4位をアメリカのメーカーが占め､ようやく5位に日系企業が食い込んでいます｡

次に､消費者向けのIT関連をみていくと､携帯電話では､上位5社まで外国メーカーが

独占します｡しかし､液晶テレビは､上位3社まで日本企業が占めた後､4､5位に韓国メ

ーカーが追撃しています｡液晶パネルは上位2社まで韓国企業ですが､その後3位 と5位に

日本企業が続いています｡プラズマパネルは､日本企業が1､3､5位となっているものの､

2位 と4位に韓国メーカーが続いています｡DVD録再機は､2位のオランダ企業を除くと､

上位5社は日本企業で占めています｡ビデオカメラも上位4位まで日本企業が占めた後､5

位で韓国企業が迫っています｡デジタルカメラは､上位5位まで日本企業で独占です｡

機械関連をみると､多関節ロボットでは日本企業が1､2､5位を占めている一方で､ヨ

ーロッパ企業が3-4位となっています｡自動車は､アメリカ企業が1位 と3位を占める一

方で､日本企業が2位に食い込み､ ドイツ企業が4､5位で追っています｡産業車両は､1

位と5位が日本企業であり､2位と4位が ドイツ企業､3位がアメリカ企業となっています｡

また､経済産業省の ｢新産業創造戦略｣によると､液晶関連製造装置の日本企業の世界

シェアは約96%となっています｡

素材関連をみると､粗鋼ではシェアの格差は小さいものの､1位と3位がヨーロッパ企

業､2位 と4位が日本企業となっており､5位に韓国企業がつけています｡経済産業省の

｢新産業創造戦略｣によると､平面ディスプレイ関連素材である偏光板の日本企業の世界

シェアは約69%､偏光膜保護フイルムで100%､視野角向上フイルムで100%､PDP部品材

料で約94%と､製造に擦 り合わせ技術を要する高度部材で高いシェアを占めています｡

以上総括すると､企業向けIT関連製品では､総じて韓国とアメリカのメーカーが強 く､

続いて日本企業が続いているような構図となっています｡消費者向けIT関連製品では､

携帯電話をのぞくと､韓国企業は得意の半導体技術を活かして液晶やプラズマ関連で上

位を占めますが､日本企業の競争力が目立ちます｡機械関連では､日本企業は一定の競

争力を有 しています｡素材関連では､擦 り合わせ技術を要する高付加価値品を中心に競

争力があります｡
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第 1章 産業とイノベーション

日本の相対的な競争力の低下の背景

このように､電機産業､特に企業向けIT製品で競争力を無 くしたのは､製造アーキテ

クチャーがIT技術や半導体技術の急速な発展でモジュール型に劇的に変化したためです｡

モジュラー型生産は､単純大量生産から分岐し､発展 した生産方式であり､｢一つ一つの

製造ユニットが標準的な設計思想でつくられていて､ユニット間の結合方式が規格化さ

れたインターフェイスによってデザインされている｡したがって､個々の部品やコンポ

ーネント (機構部品)､サブアッセンブリ (下位部分の組み立て)は 『オープン･モジュ

ール』として設計され､コモディティ (標準的中間製品)として大量に市販される｣ *Sも

のです｡ITにより技術がデジタル化して､製品の一部分のパッケージ (モジュール)の

仕様を規格化して､第3者の企業にも公開して､独立させ､最も安いモジュールを調達で

きるようになります｡同時に､設計開発､組み立て､販売などの業務に市場の専門企業

が特化できるようになります｡こうした現象を通称 ｢モジュール化｣と呼んでいます｡

モジュール化に向いているものは､技術がデファクトスタンダー ドになりやすく､組み

立てに高度な擦 り合わせ技術が不要で製造が容易であるものです｡このため､組み立て

工程は人件費が安い国で行われる傾向にあります｡これが顕著に進んだのがパソコンで､

ハードディスク､マザーボード､ディスプレイ､CPU､OS等の各モジュールを人件費の

安い東アジアで組み立てて出荷しています｡キーデバイスとなっているのは､CPUとos

でそれぞれアメリカ企業が圧倒的な市場シェアを有し､利益率も高くなっています｡

この競争力低下の原因の一つとして､それぞれの分野に参入する企業の数が市場規模

に比べ多く､国内企業同士の事業が重複して過当競争になっていることが競争力低下の

原因であると佐藤文昭 (2004年2月)が指摘しています｡また､このようなハイテク産業

は多額の研究開発費が必要なため規模や範囲の経済が大きく働 くので､いかにして先行

者利得を得るかということが大切となります*9｡もう一つの大きな競争力低下の原因とし

*8安室憲一 (2003年)r中国企業の競争力j日本経済新聞社､p65.
*9こうした業界では､日本の半導体製造部門に代表されるように､規模や範囲の経済を獲得しようとして合

併や事業統合を志向するケースが多くなっています｡しかし､企業文化を早急に融合させて経費を削減する

のは理想的ですが､特に特殊な知識を要する部門を中心にモラールダウンの弊害が生じ､経営統合の実を挙

げにくくなります｡このように､実際の経営統合で成功するのは容易ではないと思われます｡
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

ては､技術流出が絶えないことです｡後者については､2-3番手グループが十分な収益

を挙げられないため､中途半端に海外生産シフトや生産ライセンスの供与ないし技術輸

出を行うことです｡加えて､安易にリストラした中高年の生産技術者や研究者が､韓国

や中国の企業からのヘッドハンティング*10を受けて新 しい技術を教えています｡こうし

た中で､韓国や中国などのアジアが急速に力をつけてきたため､日本企業のシェアが失

われました｡

韓国と中国の製造業台頭の背景

ここで､日本の製造業の本格的な復活に資するため､韓国と中国企業がどのような要

因で自力により台頭してきたかを分析しておきましょう*11｡

韓国が台頭 したのは､日本企業であまり見られない資金集中力と本社の戦略的な意思

決定の速さで､市場変動の大きい半導体で好機に最新鋭の設備を圧倒的な規模で投資*12

を行い､スケールメリットを最大限活かして市場シェアを獲得しています｡

また､中国の製造業*13は､｢ものまね｣部品を製造し､それを寄せ集めて新製品を開発

するのが得意です｡具体的には､外資系企業の工場で部品等の技術をお手本にして自前

の汎用部品群を生産し､短期間で寄せ集めて新製品に仕立て上げます｡その生産で中国

の安価な出稼ぎ労働力が単能工として人海戦術的に最大限活用され､強力な大ロット生

産となります｡このような生産は､大企業ではなく､群小の中小企業が雨後の肴の如 く

出現して､担っており､中国の国内市場は強烈な市場競争で利益率が低下してしまいま

す｡また､このような中小企業なので小回りが利いて､開発速度もかなり速 くなってい

ます｡しかし､このような技術の模倣が盛んなところでは､自前で研究開発をしようと

しても他の企業に技術をコピーされ､研究開発費用も回収しにくくなります｡このため､

*10森谷 (2004年6月)は､以前は日本の技術者がアルバイト感覚で週末にこっそり教えに来ていたが､最
近では雇われて堂々と教えていると指摘しています｡ただ､スカウトされた技術者が長期雇用で良好な処遇

を受けているかは分かりません｡

*11藤本 (2004年6月)に依拠しています｡
*12投資優遇税制がある程度設備投資を促進したとの見方もあります｡ただ､半導体では市況変動が大きい
ため､投資判断の誤りで業績が急速に悪化する経営リスクが高まります｡

*13なお､中国の素材産業で､鉄鋼が世界一の粗鋼生産量を誇っているものの､その大半は低付加価値の建
設用となっています｡
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自前の研究開発を行おうとするインセンティブが乏しくなり､イノベーションが阻害さ

れます｡現に､中国の経済成長を成長会計の手法で分析した最新の事例 (真鍋 (2003年))

を紹介すると､1990年代後半の年平均実質経済成長率6.6%のうち､資本の寄与が5.1%､

労働の伸びが0.5%でそのほとんどが資本蓄積で説明され､技術進歩を示す全要素生産性

(TFP)の寄与は1%程度しかありません*14｡ ただ､この陸路を避けるためには､一部の企

業では技術力はあるものの経営難に陥っている外国企業を積極的に買収して､技術導入

を図る戟略に出ています*15｡

デジタル家電での日本企業の優位性を持続させるシナリオ

前に見たように､久々の大型商品であるデジタル家電領域での日本企業の優位性は製

造工程のブラックボックス化もあって国内回帰の動きにつながっていますが､それほど

の程度持続的なものか､何が持続性の鍵になるかを見ていきましょう0

それは､デジタル家電製品でブラックボックス化が進んで垂直分業型になるか､それ

ともモジュール化が進んで水平分業型になるのかが鍵となっています*16｡現在はどちら

の方向に行 くかの岐路となっており､非常に重要な時期にきています0

前者のように､技術者や研究者の長期雇用を引き続き大切にするとともに､製造技術

のブラックボックス化を進めて､基幹部品から一貫して開発 して販売するまでの垂直統

合モデルを推進すれば､製造技術の流出を防ぎ､持続的な優位性を獲得できるかもしれ

ません*17｡ しかも､企業収益拡大から研究開発投資や合理化投資の増加を通 じた新製品

開発や生産性向上や高付加価値化につなげる好循環を活かして､さらに競争優位の持続

*14他方､内閣府 (2002年11月)によると､海外からの直接投資による技術移転がイノベーションを促進し
ていると評価しつつ､1995年から2000年にかけての年平均経済成長率8.3%のうち､仝要素生産性は3.3%程度
寄与していると分析しています｡

*15現にJ中国を代表する大手機械メーカーの上海電気集団総公司は､2002年に日本の印刷機メーカーのア
キヤマ印刷機製造を買収したほか､工作機械の池貝を買収する方針となっています｡また､中国の自動車大

手の上海汽車工業は､韓国の双竜自動車と買収交渉を進めています｡

*16佐藤文昭 (2003年2月)に依拠しています｡
*17佐藤文昭 (2004年8月)によると､薄型テレビの需要拡大で急成長の見込める液晶パネル市場で第6世代
以降の大型パネルの製造能力を持つのは国内ではシャープのみで､海外では韓国のサムスンとしGフィリップ

スであると指摘 しています｡8月6日付日本経済新聞朝刊で報道された日立､松下､東芝による大型の第6世代

液晶パネルの共同生産は､液晶パネル製造技術の海外流出や国内の空洞化を防ぐ意味で中長期的にポジティ

ブな材料としています｡
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性を高められるでしょう｡ さらに､日本全体を一つのクラスターとみなすと､擦 り合わ

せ技術を活かした高度素材産業との連携を図り､日本としての産業集積のメリットを活

かす方法も出てくるでしょう｡ 昔は川下の組み立ての競争力が強かったのですが､今は

相対的に素材等の川上が強くなっています｡経済産業省の ｢新産業創造戦略｣が指摘す

るように､川上一川中一川下といった企業間の連携の強化は重要かもしれません｡これ

は､国内完結型のワンセット産業構造ですが､濃密な擦 り合わせを行い､互いの競争力

を向上させる効果が期待できます｡これが実現すれば､川下の脱落や空洞化の防止に結

びつき､海外への技術流出を防いで長期的な技術優位を確保できる可能性があります｡

一方､後者のシナリオは､これまでの経験を鑑みないで､短期的な視点で安い人件費

に引かれて安易に海外生産を行う戦略をとるものです｡これにより技術流出が生ずれば､

モジュール化が進行して水平分業モデルとなり､日本企業のシェアは急速に低下する恐

れがあります*18｡ただ､この場合はその他の東アジア企業が発展するようになるでしょ

う｡ しかし､電機各社の薄型テレビに関する海外戦略は､残念なことに世界シェア競争

のために海外現地生産台数を今年度倍増させる*19方針となっており､中国での現地生産

を推進する企業もあるとみられます｡従って､中長期的にこの分野でもモジュール化が

進展する可能性は全 くないわけではありません｡ このため､長期的にはモジュール化 ･

コモディティー化を覚悟 して､自社にしかできない技術を開発して高い模倣障壁を構築

しながら､タイミングよく新製品を投入するなど､次の一手を今から考えておくことも

必要なのかもしれません｡また､モジュール化が急速に進展するならば､早急に付加価

値の高いキーデバイスの競争優位を高めることも一つの方策でしょう0

*18代表例はパソコンと半導体｡
*192004年6月17日付日本経済新聞朝刊 (第1面)｢薄型テレビ海外で倍増- 相次ぎ現地生産｣｡
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ユビキタス情報社会の到来を目前に

情報サービス業でのオフショアリングの兆候出現

これまでITのハードを中心にみてきましたが､ソフトについても議論を進めること

にします｡｢いつでも｣｢どこでも｣｢だれでも｣ネットワークが使えるユビキタス情
報社会はもうすぐそこまできています｡通信技術面では､ブロードバンド技術によ

りネットワークインフラめ帯域幅が十分太 くなるとともに､大容量の光ファイバー

も安価となり家庭にも普及しつつあります ｡ワイヤレス技術の進展もあって､ブロ

ードバンドにつながる様々な情報端末がス トレスなく大容量のデータをやり取 りで

きi単位当たりの通信コス トも圧倒的に安 くなっています｡最近までパソコン等の

ハードを中心に発展 してきました｡ これからはハイテク機器の用途が企業から家庭

や個人の日常生活に一層広がっていき､優れたヒューマン ･インターフェースを実

現するために､ネットワークを軸にサービスを提供するソフトウェアの発展が重要

になってきています｡日本企業は日本人のきめ細かなニーズに日常的に対応してい

るため､ユビキタス情報社会では消費者向け市場で日本企業が強みを発揮するとの

見方もあります｡

このように､ユビキタス情報社会を支えるソフトウェア開発を中心とする情報サ

ービス業は労働集約的な産業で2002年現在57万人近 くの就業者をかかえています｡

IT関連のハードでは､海外現地生産で雇用が流出している側面がありましたが､ソフ

トウェア開発はこれまではオフショアリング (海外委託)をしない聖域と言われて

きました｡ところが､最近､中国やベ トナム等の企業に海外委託する企業が出現 し

ています｡海外委託が給外注費に占める比率はまだ1ケタ台と小さいものになってい

ますが､海外発注によるコス トダウンがかなり大きいため､オフショアリングが今

後加速する様相を見せています｡具体的には､中国企業への発注コス トは日本の協

力企業への発注に比べると5-7割低下､ベ トナム企業への発注は約85%のコス トダ

ウンとなるようです｡

他方､日本語の壁で海外での日本向けのコールセンターの設立は困難と言われて

きました｡ところが､人件費が安い中国での日本語コールセンター設立の動きがで

ています｡中国に業務を移管することにより､3割程度のコス トダウンが可能になる

とみられています｡

以上のように､最後の聖域と見られていた情報サービス業でもオフショアリング

-の兆候がみられ､今後その動向に注意が必要です｡
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第3節 持続的競争優位を確保するための研究開発の拡充と効率化

デジタル家電の競争力獲得を背景とした製造業の国内回帰は確かに甘美で心地よい現

象です｡また､企業収益拡大を契機とした研究開発予算の増加が新製品の輩出といった

好循環が生じるかもしれません｡ただ､それに油断して安住していると､産業競争力の

持続力が失せかねません｡ デジタル家電の現地生産の進展を通じてモジュール化し､東

アジア諸国が激しく追い上げてくることが長期的に懸念されています｡全体の雇用への

インパクトはまだ微小ですが､オフショアリングの聖域とも言われてきた情報サービス

においても一部で空洞化の動きが出始めました｡ このように､製造業の国内回帰の裏面

にそう単純に喜んでいてはいけない要素が浮上しています｡

韓国や中国の激しい追い上げを振り切るための研究開発

激しいキャッチアップの中で競争優位を持続するには研究開発を引き続き地道に行っ

ていくことが非常に重要です｡購買力平価で換算した主要国の研究開発費の推移を見た

ものが図表 lト1-6となります｡日本の研究開発費は日本経済が長期低迷した割には着実に

増加しています｡しかし､それ以上に､アメリカ､EU､中国で増加していることが読み

取れます｡

最近､日本では､経営スタンスとして株主価値を重視するところが増え､短期業績志

向を強めているといわれます｡イノベーションは予期した形で起きるわけでなく､連続

する失敗の中で発見するといった偶発性の高いものです｡従って､短期的な業績志向で

は研究開発費は単なるコス トに見えてしまいます｡将来の新製品の種を着実に育む投資

を行うという感覚に立ち､長期的な観点から研究開発投資を着実に増やしていく必要が

あると思われます｡

研究開発とその政策支援の有効性

図表lト1-7にあるように､民間企業の研究開発投資の効果は､計測方法で多少の差異は

ありますが､不況期でも一定の生産性向上の効果がみられます｡また､研究開発に係る

租税特別措置など政府による各般の研究開発促進政策が行われています｡最近の日本の
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図表 lト1-6 主要国のR&D支出 (購買力平価換算)

300,000

250,000

50,000

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002(午)

+ 日本 日用ト｡韓国 mkHEU -1一 .米国 -瑚如何中国

資料出所 :OECD｢MainScienceandTechnologyI.ndicators｣

実証研究*20によると､公的な研究開発補助が多いほど､日本の民間ハイテク企業の研究

開発費が社齢の若い企業を中心に多 くなるなど､政府による研究開発支援は呼び水的な

役割を果たしていると評価しても良いでしょう｡また､研究開発のための資金コス トが

低下すると､大企業を中心に研究開発費が増加するという結果となっています｡具体的

には､研究開発促進減税によって資金コストが1%低下すると､平均でみて0.68%だけ研

究開発費が増える効果となっています｡このように､民間企業の自主的な努力を促すべ

く､税制面から引き続き支援していくことが重要であることがわかります｡

イノベーションの質的向上に向けて

また､研究開発の量的拡充とともに､質的向上も図っていくことが重要でしょう｡基

礎研究から事業化への移行が円滑でなく､画期的な技術を開発 したけれども画期的な製

品をなかなか輩出しないとの指摘が多数あります｡例えば､基礎研究から製品開発への

*20Koga(2003,a,b)に依拠しています｡
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図表lト1-7 研究開発の生産性の実証研究例

(∋国内のセミマクロデータによる実証研究

対象サンプル 推計期間 産業内R&Dストックの実質GDPに対する弾力性

絹川 (1999) 製造業12業種 1982-1997年 0.590(2.26)

対象サンプル 推計期間 産業内R&Dストックの実質GDPに対する弾性値

日本経済研究センター (2002) 民間17業種 1980-1999年 0.298(10.25)

対象サンプル 推計期間 研究開発ストックの労働生産性に対する弾性値

日本政策投資銀行■ 製造業11業種 1991-2000年 0.10

(注)生産関数の一次同時性を仮定した場合での水準での推計結果

(参国内のマイクロデータによる実証研究

対象サンプル 推計期間 研究開発ストックの労働生産性に対する弾性値

KwonandⅠnui 製造業の3,830 1995-1998年 0.15

(注)生産関数の一次同時性を仮定した場合での1階の階差での推計結果

③国際的なマクロデータによる実証研究例

対象サンプル 推計期間 民間資金による研究開発ストックの弾性値 海外資金による研究開発ストックの弾性値 公的資金による研究開発ストックの弾性値

(備考)推計された弾性値の下の ( )の中の計数はt値｡

障壁は通称 ｢魔の川 (デビル ･リバー)｣､製品開発から事業化への障壁は通称 ｢死の谷

(デス ･バレー)｣､事業化 (事業のセットアップ)から産業化 (大規模生産)-の障壁は

通称 ｢ダーウィンの海｣と呼ばれています｡このように､研究開発や事業化のマネージ

メントを向上させることにより､表の競争力や企業収益の向上につながるものと思われ

ます｡こうした観点から､技術経営 (MOT)の充実を通じて効率的にイノベーションや

事業化等を推進していくことも非常に重要になっています*21｡

*21荒岡 (2004年8月)は､研究開発投資を十分回収するには､製造からアフターケアまでの裾野の広いビ

ジネスモデルが必要であり､そうでなければ技術の安売り競争になると指摘 しています｡
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第 2章 高 齢 者 雇 用 の 現 状 と 今 後 の 対 策

第Ⅱ部 第2章のポイント

第 1節 高齢者雇用の現状と問題点

060歳以降､その就業率は50歳代後半層に比較し大きく落ち込むとともに､正規

職員比率が低下している｡

○ 欧米諸国よりも高いとされた日本の就業率は近年低下しはじめている｡
○継続雇用制度などの普及により､65歳まで働 くことのできる制度を有する企業

は約6割あるが､そのうち ｢原則として希望者全員｣を対象とする企業は3割弱

にとどまる｡

○定年を経験 した後の雇用者は､嘱託社員､パー ト･アルバイ トなど有期契約労

働者に雇用契約を変える場合が多い｡また､60歳を境にその賃金水準は約半減

している｡

060-64歳層の就業者で年金を受給 している者は､男性で4割弱､女性で2割弱で

あり､その収入に占める比率は4割前後となっている｡また､年金受給額の少

ない者ほど就業率は高 くなっている｡

第2節 高齢者の就業意識と満足度

○ 適切な退職年齢は ｢65-69歳くらいまで｣との回答が最も多い｡

○高齢者の就業理由では ｢経済上の理由｣が最 も多 く､｢いきがい ･社会参加の

ため｣が続 く｡

○仕事に対する満足度は比較的高い｡｢賃金 ･収入｣の満足度は低い｡

○不就業者の働かない理由は､男は ｢本人の健康上の理由｣､女は ｢家事等に専

念したいから｣が最も多い｡

第3節 高齢者の雇用改善策について

○今後10年間で労働力人口は約110万人減と推計される｡その中で､｢団塊の世代｣
が60歳代に入る2007年以降の5年間には年々30万人強の高齢労働者が増加する｡

02006年より年金支給開始年齢と接続 した高齢者雇用制度の導入が義務化された

ことから､各企業において具体的な制度確立を急ぐ必要がある｡
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○高齢者雇用と若年雇用との間に競合関係は必ずしも読み取れず､失業者増大の

大きな要因である求人の減少に対する対策 ･雇用創出策が問われるべきであ

る｡

○高齢者の就業率の回復 ･改善をはかることが今後の経済社会の安定化のために

重要であり､労働組合は､65歳までの適切な雇用継続制度と協約､および60-

64歳での適切な賃金水準 ･雇用形態を確立する必要がある｡ また､国レベルの

高齢者雇用対策として､自営業の回復策やNPOによる社会事業の振興策を強め

る必要がある｡

第1節 高齢者雇用の現状と問題点

(1)高齢者 (60歳以上)における就業選択機会の高まり

高齢化 しっづける労働力人口

日本の65歳以上人口が人口全体に占める比率を示す高齢者率は､2003年には19%に高

まり､最近では毎年約0.5%ポイントほどの増加を続けています｡この人口の高齢化の影

響を受けて､労働力人口 (就業者と失業者の合計)においても高齢者が占める構成比は

増大を続けています｡労働力人口のうち60歳以上層は2003年には940万人で､6666万人の

労働力人口全体に対しては14.1%を占めています｡この比率は､人口の高齢化を反映して

この間に増大し続け､1986年に10%台､88年から11%台､91年には12%台に乗 り､95年

からは13%台に､そして2003年から14%台-と高まっています｡

人口の高齢化は､これから2060年頃までは続 く (｢日本の将来推計人口 ･平成14年1月

推計｣中位推計)とされています｡また少子化も進行して､2015年までには生産人口年

齢 (15歳～64歳)は約840万人減少する見通しとなっています｡この人口減少を反映し労

働力人口も2015年までに若年層 (15-29歳)で340万人の大幅減､壮年層 (30-59歳)で

100万人の減､そして60歳以上層では340万人増が見込まれ､差し引き約90万人の減少と

なると政府は予測しています (｢平成16年版厚生労働自書｣)0

以下の項で高齢者雇用の現状を見ますが､その特色は就業形態の転換と男性60歳代層の

高失業､女性60歳代層のリタイアが大きな構造問題です｡今後に高齢労働力の増加にもか
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かわらず全体の労働力人口は減少が見込まれていますが､社会における年金､医療などの

高齢者にかかわる負担を軽減し､労働力需給の均衡を図りながら経済社会の安定的発展を

確保するためには､高齢者が65歳位までは働きつづけることが極めて重要な課題となって

います｡

60歳を境とした就業構造の変化

それでは､60歳以上の人々が現在どのような仕事に就いているか､その特色を見てみ

ましょう｡ 2002年の ｢就業構造基本統計調査｣の就業者数を基本に､年齢階層別の人口

によりその就業者数を除した人口比の就業者率を見てみますと､60-64歳層の男性では

69.5%が就労し､30.5%が不就労となっています｡そしてこの年齢階層の就業者では､正

規の職員 ･従業員が最も多く18.7%､ついで自営業主が18.6%､会社などの役員が10.8%､

契約社員 ･嘱託が10.2%などとなっています｡同年齢層の女性の場合には､41.5%が就労

し､58.5%が不就労です｡そして就業 している人の就業形態では､パー トが最も多 く

12.4%､ついで家族従業員が9%､正規の職員 ･従業員が6.8%､自営業主が5.8%となって

います (図表Il-2-1参照)0

65-69歳層の男性の場合には､不就業者が48.8%に高まり､51.2%を占める就業者にお

いては､正規の職員 ･従業員が60-64歳層に比較し11.7%ポイント低下して7%､契約社

員 ･嘱託が5.5%ポイント低下で4.7%､最も多いのが自営業主20.4%などとなっています｡

女性の65-69歳の場合には､就業者は26.8%であり4人に1人の割合で就業する形にまで低

下し､その低下ではパートの6.9%ポイントの減､正規の職員 ･従業員の3.9%ポイント減

等が目立っています｡

55-59歳層と60-64歳層の間には､大きな就業構成の差を見ることが出来ます｡その

第1は､就業率が男性で約20%ポイント､女性で約16%ポイントの落ち込みを見せている

こと｡第2には人口比の正規職員比率が男性で35.5%ポイントの減､女性では10.7%ポイ

ント減となっていること､第3には､男性では契約社員 ･嘱託が7.2%ポイントの増､パー

ト アルバイトが5.2%ポイント増となり､女性では､逆にパートは6.3%ポイントの減と

なっているなどの特色を見ることが出来ます｡

この3つの特色は､日本の場合には､60歳定年制が広く普及していることが大きく影響

~丁



第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表lト2-1 高齢者における人口あたり就業者比率 ･不就業者比率の内訳

0% 20% 40% 60% 80% 100%

団 自営業主 Ⅰ 家族従業者 □ 会社などの役員 団 正規の職員.従業員 ■ パート

(注)人口は ｢人口推計｣ (総務省統計局)の2002年の値｡
資料出所 :2002年 ｢就業構造基本統計調査｣

しています｡定年制の影響については､後の項で分析 しますが､日本の働 く者は､60歳

代の前半期において､労働からリタイア (不就労)するか､正規の職員 ･従業員から契

約社員 ･嘱託などの雇用形態に変わるか､パー ト･アルバイトに転職するかなど雇用形

態の変更や労働からの引退の選択に直面しているのです｡

(2)60歳代層における不就業化の増大と高齢者失業率の高止まり

低下する高齢者層の就業率

60歳代前半層､また60歳代後半層の就業率が50歳代後半層の就業率よりも16%～37%ポ

イントも大きく下落する特色を持つことは前項でみました｡そして､この60歳代の就業

率は､1990年代前半期までの動きとは異なり､90年代後半期以降に明確な低下傾向をし

めすという重大な問題が生じています｡

日本の高齢者の労働参加率 (労働力率)は､男性の場合は欧米先進国のどの国よりも

高 く､女性の場合にもヨーロッパ主要国よりは高くなっています (｢2000年労働力調査年

｢司



第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

報｣)｡ヨーロッパ連合 (EU)は雇用創出をめざして1998年から雇用戦略を実施していま

すが､その主要な目標の一つとして､現状の就業率が低すぎるとして､生産人口の就業

率 (15-64歳人口に占める就業者比率)を2005年までに67% (中間目標)に､さらに

2010年には70%に引 き上げるという目標 を立てています (̀onguidelineforthe

employmentpoliciesofthememberstates'2003/578倍C)0

日本の2003年の生産人口就業率は男女計では68.4%です｡しかし､90年代前半期には69

-70%の水準であり､1998年ごろから男性では15-34歳層および60歳以上層､女性では

20-24歳層､60歳以上層において顕著な低下傾向が見られ､生産人口における就業率は97

年の70%からは1.4%ポイント低下しています｡欧米諸国よりも高いとされた就業率は近

年には低下しはじめるという危険な兆候が現れています (図表lト2-2)｡

就業率低下の要因とその背景

男女の若年層における就業率を低下させている要因には､10%を超える高失業が継続

して雇用者への就業率が低下したこと､そして就職難から非労働力化 ･不就業化が増大

図表Il-212 年齢階層別の人口比就業者比率の動き
単位 :%

100

90

80

70

60

50

40

30

辛,I-1㌔ 一㌔濃 一,-㌔ 一千 ､≠ :ヾ/,,㌔ 一 ㌔ 1't ,_,{,-㌔ 一千 ､ ≠ヾ

(注1)各年齢階層の就業者数を同年齢層の人口数で除して算出｡

(注2)各年齢階層の前半のみ抜粋｡

資料出所 :総務省 (庁)統計局 ｢労働力調査｣(各年平均)
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

していることが大きく影響しています｡

それでは､高齢者層における就業率の低下の要因は何でしょうか｡第1には､男性の高

齢者の場合には90年代初頭から農業自営業主の減とその他産業の人口比自営業主率が顕

著に低下 していること､女性の場合には家族従事者比率が同時期にやはり低下している

ことが大きく影響しています｡第2には､男性の65歳以上層における雇用者比率が低下し

ていること､第3には､男女の高齢者ともに､90年代後半以降には非労働力化の比率が高

まりつづけており､いわゆる労働市場かちのリタイア率が高まっていることなどが影響

しています (図表lト 2-3)0

このような､非労働力率の高まり､自営業主･家族従業員比率の低下は何によってもた

らされているのでしょうか｡一つには､景気低迷の長期化による高齢者の再就職の難し

さが指摘できます｡また､バブル崩壊後､経済の低成長が持続するなかで､農業の自営

業主の減少､その他産業の人口比自営業主率が低下していることが影響 しているという

ことができます｡

図表lト 2-3 人口比による高齢者の就業比率および労働力比率の推移 (60-64歳)

･.-..-...-...--.-塞;≡;≡…. -.- I..==:==:.- 一b■ :::;:;:: ..I.
:::::::和 〇秒 ~~~~刃司F

l 男 .労 働 力 人 口 l

■- - -
■■ ______■■

ー ~ II▲ -■■■ I

女･労働力人口

▲ ▲ ▲
一-■- 一--

♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ㌔ ㌔ ♂ ♂

(注)60-64歳層の雇用者数､自営業主数､家族従事者数を同年齢層人口で除して算出｡

資料出所 :総務省 (庁)統計局 ｢労働力調査｣ (各年平均)

声 1

男 ･雇用者

女 ･雇用者

男 ･自営業主

女 ･家族従業者

女 ･自営業主



第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

60歳代前半層の雇用率の動向では､男女の違いが見られます｡男性の場合には60歳代

前半層では90年代後半期には低下しましたが､2001年からは公的年金における定額部分

の給付開始年齢の引上げが影響して雇用率は回復 し､2003年には90年代前半期の水準に

まで戻 しています｡一方､女性の場合には､雇用者比率の上昇が続いています｡これは

女性の場合には定額部分の給付開始年齢の引上げ時期が5年間ずれていること､また仝年

齢階層で社会進出の傾向が続いていることなどが影響しているといえましょう｡

若干の改善傾向がみられる高齢者の失業率

次に､高齢者の失業率の特色を見てみましょう｡まず全体の失業率の動向を要約しま

すと､男女総計の失業率は､95年に3%台に乗 り､98年に4%台に､そして2001年から5%

育 (2004年第1四半期には4%台後半にやや改善)に高まっています｡そして年齢階層別

の失業率では､失業率が高いのは､図表lトー2-4に示されているように男性では若年層と

60-64歳層です｡女性では､若年層と25-29歳層､30-34歳層が高く､60-64歳層はや

や低く4.2%となっています｡そしてここ3年間でみると､若年層では男女ともに失業率は

高止まっており､一方高齢者層では若干の改善傾向がみられます｡

このような失業率の特色は､どのような要因から生じているでしょうか｡その理由を

人口当たりの失業者比率で見てみましょう｡この人口比の失業者率が高水準な年齢層は､

男性では20-24歳､25-29歳､そして60-64歳が他の年齢層より2ポイント程度高い特色

を見せています｡女性では､20-24歳､25-29歳が高く､それ以上の年齢層では年齢が

高くなるほど人口比失業者率はなだらかに低下しています｡そして､この10年間に失業

者比率の悪化が大きいのは､20-24歳､25-29歳となっています｡

以上のような人口比失業者率の動きから読み取れることは､近年の低成長が､男女と

もに20歳代層の失業増加に大きく影響を与えていることです｡また男性の60-64歳層に

ついても人口比失業者率が55-59歳層より2.5-4%ポイントも高くなっており､この層も

低成長の影響を見て取れますが､最近年ではやや改善しています｡女性の高齢者の失業

率は､他の年代より低い特色をみせていますが､これは非労働力の比率が60%を上回っ

ていること､またその比率が増大していることが影響しています｡

｢ 1



第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表lト2-4 性別 ･年齢階層別の完全失業率 (15歳以上29歳未満､40歳以上)

(%)【男】
16

14

12

10

8

6

4

2
0

＼ JJ
ヽ

…

1ト十 一卜一 / /∫

｣ヽ E ..㌔

♂ ぜ ♂ ぜ ぜ ず ダ ♂ ず ダ ♂ ♂ ♂ ず ず ♂ ♂ ♂ ♂ (午)

【女】

♂ ぜ せ ず ぜ ず ダ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ぜ ぜ ♂ ♂ ♂ ♂ (午)

資料出所 :総務省 (庁)統計局 ｢労働力調査｣ (各年平均)

-1一 男総数

+ 15-19#

+ 20-24#

-うー 25-29歳

-づト.I40-44歳

-4-50-54歳

+ 55-59歳

- 60-64歳

- 65歳以上

-イー一女総数

+ 15-19#

ー 20-24歳

-うー 25-29歳

♯ 40-44歳

-4--50-54歳

+ 55-59歳

- ････60-64歳

- 65歳以上

(3)定年制度が影響している高齢者の雇用形態の多様化と失業問題

継続雇用制度の導入状況

日本では定年制が普及しています｡定年制を定めている企業は全体の91%強 (厚生労

働省 ｢2004年雇用管理調査｣)です.そのうち､一律定年卿の企業は97%を占めています.

この一律定年制における定年年齢を見ますと60歳の企業が90%､61-64歳が2.4%､65歳

以上の企業が6.5%となっており､ここ5年ほどの間にはこの比率に大きな変化がありませ

㍉ 32 …
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ん｡

企業規模別では､従業員規模300人以上とそれ以下の規模でやや異なっており､300人

未満の企業では定年制がない企業が30-99人の小企業で12%､100-299人規模で2.9%で

あり､300人以上規模よりは多く､また定年制を定めている場合でも61歳以上の定年年齢

の企業が小規模企業では10%､100- 299人規模でも7%弱あり､300人以上規模の企業よ

りは多いという特色がみられます｡

政府はこの間､定年の引上げ､継続雇用制度の導入等を促す助成策を行い､65歳まで

の雇用確保策を強めてきています｡このこともあって､近年には､一律定年制度を持つ

企業において勤務延長制度や再雇用制度を備える企業が増加しています (図表Iト2-5)0

しかし､この勤務延長制度 (または再雇用制度)においては､その適用者を ｢原則と

して希望者全員｣とする企業は勤務延長制度で25% (再雇用制21%)にとどまり､｢会社

が必要と認めた者｣に限定する企業が58% (再雇用制60%)､｢会社が定めた基準に適合

する者｣とする企業が14% (再雇用制16%)となっています｡

また､定年制度､勤務延長制度および再雇用制度により何らかの形で65歳まで働 くこ

とのできる制度を有する企業は約6割ありますが､そのうち ｢原則として希望者全員｣を

対象とする制度を有する企業は､28.8% (2003年雇用管理調査)にとどまっています｡そ

して､これらの条件を有する企業は中小企業に多くなっています｡

図表Iト2-5 勤務延長制度および再雇用制度の普及率

制度ありの比率 (%) うち､勤務延長制度 (%)

暦年 2桝 年 2(氾3年 2002年 2㈱ 年 1999年 1998年 2004年 2003年
企業規模計 73.8 67.8 71.0 69.9 67.0 67.8 26.3 24.0

5㈱ 人以上 78.2 78.1 76.1 55.9 50.5 61.1 9.0 6.3

1∝X)～4999人 70.2 68.7 70.1 59.9 57.3 58.8 10.7 13.2

300～999人 71.3 67.8 67.6 64.2 63.2 66.6 16.5 14.2

100～299人 77.6 70.5 73.8 69.3 70.6 70.9 23.7 18.1

(荏)一律定年制度のある企業についての値｡勤務延長制度には両制度ありを含む｡調査時点は各年1月｡

勤務延長制度 :定年年齢が設定されたまま､その定年年齢に通したものを退職させず引き続き雇用する制度｡

再雇用制度 :定年年齢に到達したものを一旦退職させた後に再び雇用する制度｡

資料出所 :厚生労働省 ｢雇用管理調査｣各年版
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継続雇用制度のもとでの雇用形態や処遇条件の変化

これら再雇用や勤務延長制度においては､雇用形態､役職､賃金制度に変化が生じて

います｡継続雇用の際､仕事の内容は変わらないとする企業は勤務延長制で73% (再雇

用制63%)と多くなっていますが (変わる企業は10%～20%)､役職が変わる企業は勤務

延長制で40% (再雇用制60%)､賃金が下がる企業が勤務延長制で54% (再雇用制78%)

など､処遇についてかなりの変化が生じています (2003年雇用管理調査)0

これら継続雇用制度では､再雇用制度がある企業が53%と多 く､勤務延長制度の企業

は25%にとどまっています｡そして､雇用形態については､再雇用制度の場合､複数回

答で嘱託社員が62%､パー ト･アルバイトが21%､契約社員が15%など有期契約労働者

とする企業が大半を占め｣正規社員とする企業は17%にとどまっています｡勤務延長制

度では､正社員とする企業は43% (5,000人以上企業では16%)となっていますが､やは

り嘱託社員が41%､パー ト･アルバイトが17%､契約社員が14%など有期契約労働者が

半数を上回っています｡

このように､定年を経験 した後の雇用者は､嘱託社員､契約社員､パート･アルバイ

トなど有期契約労働者に雇用契約を変える場合が多くなっています｡また賃金について

は ｢下がる｣とする企業が半数を上回っています (次項参照)0

定年後の継続雇用者は4割以下

高年齢雇用者が定年を経験するなかで､雇用形態や就業形態をどのように変えている

かの実態を解明している調査データは少ないのが現状です｡ ｢高年齢者就業実態調査

(2000年)｣によれば､55歳から69歳までの高齢者では､55歳当時に会社等に雇われてい

た雇用者であった者は､男77%､女47.5%であり､そのうち60-64歳の男性の場合には定

年経験者は57%､定年を経験せず退職したもの17%､経験せず退職していない者25%と

なっています｡女性の60-64歳の場合には､定年経験者が33%､定年を経験せず退職し

た者は32%､経験せず退職していない者は34%と3分の状態にあります｡

企業規模別によって定年制度や再雇用制度にかなりの差がみられますが､これら制度の

差により勤労者がどのような退職経路を取っているかの調査研究も多くありません｡高年

齢者雇用協会が2000年に実施した ｢定年到達者等の就業と生活実態に関する調査報告｣に

｢ 1



第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

よると､定年退職または50歳以降に別の理由で退職した者に対するアンケート調査を行い､

3732名の回答結果を分析しています｡その集計結果では､定年前に自己都合または会社都

合で退職した者は15%､定年前に出向 ･転籍した者10%､定年で退職した者44%､定年後

に再雇用等で残った者25%となっています｡つまり､定年退職者69% (44%+25%)のう

ち継続雇用している者は38% (25%÷69%)となっています｡そして企業規模別分析によ

れば､1000人以上規模の勤務者では､定年前に出向 ･転籍が17%と多く､定年退職者は

47%､定年退職後の再雇用等は20%となっています (継続雇用率は30%)｡これに対して､

100人未満の小企業では､定年制がなく退職した者が6-17%､定年前に退職した者が20-

26%､定年退職者が28-36%､定年後に再雇用などで残った者が28-33%であり (継続雇

用率は約50%)､大企業と異なる動きを示しています｡なお､このアンケート回答者はホ

ワイトカラーの役職経験者が相対的に多く､ブルーカラー雇用者が少ないとの偏 りがあり､

継続雇用率が高めに出ている可能性があります｡(図表Il-2-6)

図表‖-2-6 定年後の退職状況

単位 :%､ ( )内は件数

退職経路会社の規模 計 定 退 走 退 定 よ ∫-▲.I疋 定 ~ 走 定 勤

年 職 年 職 年 つ 午 午 午 年 務

前 し 前 し 前 て 前 刺 で で 延

に た に た に 退 に が 過 道 長

自 会 早 職 出 な 職 職 な

己都令 社都令 期 し退 た職 向転 く過ヽ した し どた で後 A
に に 倭 籍 職 も 社
よ よ 過 し し 再 に

つて つて 刺皮に た た 雇 残用 つ･ た

全 体 (3732) (333) (221) (113) (388) (108) (1628) (941)
100.0 8.9 5.9 3.0 10.4 .2.9 43.6 25.2

30人未満 (367)lCK).0 13.1 12.5 1.4 17.4 27.5 28.1

30-99人 (355)1(X).0 ll.8 7.9 1.7 4.2 5.9 35.8 32.7

100-299人 (542)1(X).0 12.9 6.3 1.3 3.9 1.3 42.4 31.9

300-999人 (671)100.0 10.3 4.6 3.3 6.0 1.2 48.0 26.7

1,000人以上 (1751)100.0 5.8 4.6 4.5 17.5 0.2 47.4 20.2

資料出所 :(財)高年齢者雇用開発協会 ｢定年到達者等の就業と生活実態に関する調査研究報告書 (第一次)｣
平成14年度.P61

｢ 司



第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

(4)高齢者の貸金の実態

60歳を境に賃金水準は約1/2に低下

60歳を境に雇用形態や処遇条件が変化するなかで､賃金における変化の大きな特徴は､

一般労働者 (パートタイム労働者を除く常用労働者)において60歳以降､賃金水準が大

幅に低下していることです｡

厚生労働省 ｢2003年賃金構造基本調査｣で10人以上の常用労働者を雇用する民営事業

所における一般労働者の年齢層別の賃金 (所定内給与)をみると､60-64歳層の賃金水

準は､55-59歳層に対して4分の3弱まで低下しています (図表lト2-7)0

定年退職者の場合には､長年勤務した会社を60歳で定年退職し､60歳で再就職する形

となる者が多いことから､その減額幅はより大きいと考えられます｡｢2002年賃金構造基

本調査｣により男性55-59歳層 ･勤続30年以上と男性60-64歳層 ･勤続0年の貸金を比較

すると､その賃金水準は約半減となっています (図表日-2-8*')｡さらに､60歳以上の雇用

者は中小企業で約7割前後と多くが働いている現状を考慮して､例えば60歳まで大企業で

働いていた者が60-64歳で中小企業に再就職した場合を試算すると､賃金水準は従前の4

割強まで下がることになります (図表lト 2-9)｡この理由としては､①高齢者層の労働市場

は高失業率などを背景に買い手市場となっていること､(診60歳以降に給付が受けられる

在職老齢年金や高年齢者雇用継続給付金が賃金を補って高齢者の生活を下支えしている

ことにより､低賃金でも働 く意欲を持つ高齢労働者を創 りだしていること､③定年退職

により過去積み上げてきた勤続年数が停止し､60歳代の賃金が勤続ゼロ年賃金に平準化

することなどがあげられます｡

一律定年制で勤務延長 ･再雇用制度を有する企業において､60歳以降の賃金減額率をみ

てみると (図表Iト2-10､厚生労働省 ｢2003年雇用管理調査｣)､当該企業のうち賃金が下が

る場合 (勤務延長制度で54.4%､再雇用制度で78.2%)の減額率は､勤務延長制度では

｢15%以上20%未満｣(23.6%)が､再雇用制度では ｢20%以上30%未満｣(27.9%)が最も

高い割合となっています｡3年前の調査と比較すると､｢賃金が下がる｣とした企業の割合

*1 清家篤 (1998)(r生涯現役社会の条件j中公新書)の方式を援用した｡
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第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

図表lト2-7 年齢階層別の所定内給与

一■ -
■ー_ AI

▲ー ▲

- ▲ ▲■- 一■■
▲ ｣
一■■■■

～1718-1920-2425-2930-3435-3940-4445-4950-5455-5960-64 65歳～

亡1一一全数 137.0.162.5 193.9 229.9 275.4 321.2 353.3 367.2 364.9 354.9 270.2 256.5
+ 男性 138.1 168.2 201.6 240.7 291.0 344.0 386.9 411.9 411.9 397.4 294.6 273.8

+ 女性 131.1 154.9 186.0 212.2 234.1 248.8 248.1 241.7 237.9 233.4 203.3 207.2

資料出所 :厚生労働省 ｢平成15年貸金構造基本調査｣

図表JI-2-8 60歳を境とした企業規模別での男性賃金の変化 ①

<55-59歳の所定内給与-100>

1000人以上 999-100人

資料出所 :厚生労働省 ｢平成14年賃金構造基本調査｣

137 -
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表lト2-9 60歳を境とした企業規模別での男性賃金の変化 ②

<常用労働者1000人以上 ･55-59歳の所定内給与-100>

100.0

田55-59歳 (勤続30年以上)Ln 64歳 (勤続0年)90.5

78.5

45.1 49.7 42.3

1000人以上 999-100人 99-10人

資料出所 :厚生労働省 ｢平成14年賃金構造基本調査｣

図表Il-2-10 勤務延長 ･再雇用後の賃金の減額率別企業数割合

単位 :%

制度 賃金(基準内)が下がる 減額率

10%未満 10%以上15%未満 15%以上20%未満 20%以上30%未満 30%以上40%未満 40%以上 無回答

2003年

勤務延長制度 [54.4] 100.0 12.7 17.9 23.6 20.2 14.9 10.1 0.6

再雇用制度 [78.2] 100.0 5.6 ll.0 15.5 27.9 21.0 17.6 1.4

2000年

勤務延長制度 [50.5] 100.0 20.9 13.6 17.4 23.6 13.8 8.6 2.2

(注1) ｢勤務延長制度｣､ ｢再雇用制度｣には､ ｢両制度併用｣を含む｡
(注2) []内の数字は､勤務延長制度又は再雇用制度がある (両制度併用を含む)企業のうち､
賃金 (基準内)が変わる (下がる)とする企業の割合である｡

資料出所 :厚生労働省 ｢平成15年雇用管理調査｣

｢ 1



第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

が増加しているとともに､再雇用制度では減額率が拡大傾向を見せています｡

こうした賃金水準の実態は､雇用する側にとっては､高齢者雇用の拡大へのプラスの

インセンティブとして働きます｡厚生労働省 ｢2000年高年齢者就業実態調査｣の事業所

調査によれば､事業所側の回答は､60歳代前半層の雇用を拡大するために ｢何らかの公

的援助が必要｣と答え (全体の50.0%)､その具体的施策として ｢賃金に対する助成｣

(39.1%)を挙げた割合が最も高くなっており､これは賃金抑制と高齢者雇用拡大との関

わりをうかがわせます｡

その反面として､働 く高齢者の側からみると現状の低賃金はいくつかの問題を季みま

す｡その1つは､現役時代の賃金水準に対する賃金落差の大きさは､労働意欲の減退とい

うマイナスの影響を及ぼします｡このことは第2節で後述する高齢就業者の貸金に対する

満足度の低さの大きな原因の1つと考えられます｡さらに､まもなく団塊の世代が大量に

60-64歳層に移行する時期を迎えますが､このことが高齢者労働市場の需給緩和を生み

だして一層の低い賃金水準を招 くことになると､現役世代を含めたわが国の雇用 ･労働

条件の健全な発展に悪影響を及ぼすことも想定されます｡また､公的年金の定額部分の

支給開始年齢が段階的に引き上げられるなかで､報酬比例部分の在職老齢年金給付では

生活を支えられない高齢者層が増大することが予想されますが､それらの人々が低賃金

を強いられるとすれば､高齢者の健全な労働と公正な労働条件の形成を阻害するものに

なります｡

高齢者雇用を促進するとともに､高齢者の生活と働き甲斐を支える賃金水準を確保す

ることが今後の重要な課題となります｡

(5) 高齢者雇用と年金の関係

男性高齢者では年金を受給しながら就業する者の割合が最も高い

高齢者の雇用と年金の関係を､就業 ･不就業別､年金受給有無別でみましょう (図表暮ト2-

11)｡男性高齢者では､年金を受給しながら就業する者の割合が最も高く､60-64歳層で

39.0%､65-69歳層で47.5%､女性高齢者では､年金を受給する不就業者の割合が最も高く､

60-64歳層で33.1%､65-69歳層で66.6%となっており､男女間で顕著な差がみられます｡

~㌻



第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表Il-2-11 高齢者の就業状況および年金受給状況

単位 :%

就業者 不就業者

年金受給 年金受給

あり なし 不明* あり なし 不明*

20(カ年 男 60-64歳 66.5 39.0 36.7 0.7 33.5 27.6 5.6 0.3
65-69歳 51.6 47.5 3.5 0.6 48.4 46.8 1.3 0.3

女 60-64歳 41.5 18.8 22.1 0.7 58.5 33.1 24.3 1.1
65-69歳 28.7 26.5 2.0 0.2 71.3 66.6 3.6 1.1

1996年 男 60-64歳 70.0 39.9 30.1 - 30.0 26.4 3.6 -
65-69歳 53.4 49.6 3.8 - 46.6 44.9 1,7 -

女 60-64歳 41.1 20.0 21.1 - 58.9 33.6 25.3 -

(注1) ｢年金｣は公的年金の他に私的年金 (退職年金や個人年金)を含む｡

(注2)1996年の ｢年金受給なし｣には ｢不明｣を含む｡
資料出所 :厚生労働省 ｢平成12年高齢者就業実態調査｣

高齢就業者の収入は不就業者の約2倍の水準

図表Iト2-12は､高齢者の ｢仕事からの収入｣と ｢年金受給額｣の平均を合算したもの

を就業 ･不就業別､年金受給有無別に示したものです｡

就業者では､｢年金あり｣と ｢年金なし｣との間の金額水準がおおむね±1割前後で括

抗しています｡この水準は､不就業者の年金受給額の約2倍の水準となっており､就業の

有無が高齢者の生活水準に大きく影響するものと考えられます｡

年金受給金額の少ない者ほど就業率が高い

年金受給額と就業率の関係をみると､年金受給金額の少ない者ほどおおむね就業率が

高くなっています (図表Il-2-13)｡これを男性でみると､年金受給額が12万円以下の層

における就業率は､60-64歳で70-90%前後､65-69歳で60-70%前後となっており､

年金受給額13万円以上の層との間で大きな差がみられます｡

公的年金制度の動向と高齢者就労への影響

① 年金支給開始年齢の引上げの影響

雇用者として働 く者の多くが国民年金 (基礎年金)と厚生年金あるいは共済年金に

加入しており､これらは公的年金の ｢1階建て部分｣と ｢2階建て部分｣と呼ばれてい

1.401
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図表 Iト2-12 仕事からの収入および年金受給額の状況

(万円/月)

0
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(注)｢年金｣は公的年金の他に私的年金 (退職年金や個人年金)を含む｡
資料出所 :厚生労働省 ｢平成12年高年齢者就業実態調査｣
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図表Il-2-13 年金受給者における年金受給額別の就業率

単位 :%

田 年金受給額

性 年齢階級 年 金受給者 年金受給額階級 (万円) 非年金受給者平均年金受給金額
-2 3 5 7 9 ll 13 15 17 19 21 23 25 31 不明～4 ～6 ～8 ～10～12 ～14～16～18～20 ～22 ～24～30以上 (万円)

男 60-64歳 58.6 88.086.2 78.074.6 68.3 75.358.757.745.542.3 44.0 40.5 49.324.3 83.9 82.8 13.6

65.-69歳 50.4 53.068.0 67.272.8 57.6 56.752.243.344.2 42.3 30.138.2 46.131.163.2 73.6 15.4

女 60-64# 36.1 37.944.4 38.435.5 33.4 25.134.522.8 9.4 28.8 18.4 12.6 29.9 - 42.7 47.6 6.3

(注1)1人で2種類以上の年金を受給している場合､その合計額とした｡ ｢年金｣は公的年金の他に私的年金(退職年金や個人年金)を含む｡
(注2)年金受給額は､万円単位 (1万円未満は四捨五入)で調査し､ ｢不明｣には｢0円｣を含む｡
(注3)平均年金受給額は､年金受給者のうち就業者の平均年金月額である｡

(注4)｢*｣はサンプル数の少ないものである｡
資料出所 :厚生労働省 ｢平成12年高年齢者就業実態調査｣

ます｡このうち､｢1階建て部分｣に対応する老齢厚生年金における定額部分の支給開

始年齢は､2001年4月以降3年刻みで､従来の60歳から65歳-1歳ずつ繰 り延べ られ

(2013年完了)､同様に ｢2階建て部分｣は2013年から2025年までの間に3年刻みで65歳

-繰り延べられます (民間の女性労働者の場合はそれぞれ5年遅れ)0

こうした支給開始年齢の引上げは､60歳から年金支給開始までの年金収入の減少を

招 くと同時に､高齢者の就労面では､生活の原資を確保するための就労を促すといわ

れています｡実際､(2)の項で前述したように､老齢厚生年金における定額部分の支給

14. i
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開始年齢の引上げが男性60歳代前半層の人口比雇用率の上昇の要因の1つとして考えら

れます｡なお､全般的には､高齢者の非就業化が進んでおり､公的年金制度が高齢者

の就業意識におよぼす様々な影響について注視 ･分析が必要です｡

いずれにせよ､高齢者生活の安心 ･安定を図るため､少なくとも公的年金の支給開

始年齢に至るまでの間､働 くことを希望する者-の就労機会の確保が喫緊の課題とな

っています｡

② 在職老齢年金制度の及ぼす影響

就労をしながら年金を受給する際に適用される､いわゆる ｢在職老齢年金制度｣は､

｢在職中は年金や賃金の額に応じてその一部あるいは全額を支給停止にする｣というも

のであり､高齢者の就労に対して以下のような影響があると考えられています*2｡

(需要側への影響)

･在職老齢年金を考慮した賃金水準の設定がなされることによって､高齢者の雇用コ

ストが低下し､企業が高齢者を雇用しやすくなっている｡

(供給側-の影響)

･賃金額に応じた年金減額により､年金受給権を有する者の就労に抑制的に機能する｡

･賃金が従前よりも低下する者について､年金との組み合わせによって手取り収入が

改善することで､就労意欲の低下を緩和している｡

･この制度が結果として低賃金の就労を促進することで､高齢者の就労意欲を削いで

いる側面もある｡

当制度は､1960年代に創設された当初より､賃金額が増えても年金の減額率が上昇し

て賃金収入と年金の合計額が増えない､あるいは減収する場合もあったことから､高齢

者の就業意欲を抑制するという問題点が指摘されてきました｡その後､1994年の改正で

は､年金額の減額調整方法を抜本的に見直し､賃金が多いほど年金給付額と賃金収入の

*2なお､1日又は1週間の労働時間もしくは1カ月の労働日数が正社員の3/4未満である場合は､厚生年金の

被保険者にならないため､在職老齢年金の適用はありません (年金は減額されません)0
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合計が多くなるように変更しました｡こうした改正は､60歳代の高齢者の就労に対 して

年金制度をより中立的にするものであり､高齢者の就業意欲を高め､就業率を上昇させ

る方向に影響すると考えられます｡

更に､2004年の年金改正は､総体として年金制度の抜本改革には程遠いものですが､

'①60歳～64歳層における報酬比例部分の2割一律カットの廃止､②65歳以降における老齢

厚生年金の支給開始を希望により繰 り下げられる制度の創設により､在職老齢年金の減

額による就労抑制の影響を更に減少させるものと考えられます (図表lト2-14)0

図表lト2-14 在職老齢年金の創設および改正推移

60歳～64歳 65歳～69歳

1965年 老齢年金を8割支給 (2割を支給停止)する制度を創設

1969年 低賃金の者には標準報酬月額に応じて老齢年金の一定割合 (8割～2割)を支給する制度を創設

1985年 老齢厚生年金を全額支給するように変更

1994年 在職中であつても年金を8割支給 (2割を支給停止)することを原則とし､賃金の増加に応じ､賃金と年金額の合計額が増加するように変更

2(氾0年 在職中における支給停止制度を創設(基礎年金は全額支給)

2004年 ｢2階建て部分 (報酬比例部分)｣の一律2割カツ 老齢厚生年金の支給開始を希望により繰り下げら

｢ 司
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第2節 高齢者の就業意識と満足度

(1)退職年齢に関する意識について

適切な退職年齢は ｢65-69歳くらいまで｣の割合が最も高い

定年前の労働者の多くは､60歳代後半までは働きたいと考えています｡20歳以上の男

女に適切な退職年齢を聞いたところ､｢65-69歳くらいまで｣との回答が32.9%と最も多

く､次いで ｢元気ならいつまでも働く方がよい｣が29.4%との結果が出ています (図表lト

2-15)｡そして､<65歳以上>とする割合は全体の4割強 (43.1%)で､65-74歳層では実

に約6割 (57.4%)を占めています｡

また､雇用者の平均引退年齢の現状は､1998年国民生活白書によれば64.6歳 (1995年)

となっています｡また､労働政策研究 ･研修機構による推計では､男性雇用者では2000

年で約67歳となっています (図表lト2-16･3)0

図表lト 2-15 適切な退職年齢について

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代(528)

30代(663)

40代(633)

50代(668)

60-64歳(519)

65-74歳(666)

75歳以上(264)

総数(3941)

1 55-59歳くらいまで 田 75-79歳くらいまで
EZZl60-64歳くらいまで ⅢⅢ80歳以上
胃 65-69歳くらいまで □ 年齢にこだわらず､元気ならいつまでも働く方がよい

(注)回答者は､20歳以上の男女3941名｡
資料出所 :内閣府 ｢年齢 ･加齢に対する考え方に関する意識調査｣(2003年)

図表lト 2-16 雇用者の平均

引退年齢

引退年齢(読)

1975年 66.2

1980年 66.2

1985年 66.0

1990年 66.5

1995年 66.9

2000年 66.6

(注)男性雇用者

資料出所 :労働政策研究 ･研修

機構 ｢ユースフル労働統計-

労働統計加工指標集- 2004｣

*3平均退職年齢の算出方法 :国勢調査をもとに､50歳以上の雇用者数を5歳刻みで把撞したうえで､各年齢
層間における雇用者の減少数から各年齢における引退割合を算出し､平均引退年齢 (加重平均値)を求めて

いる (労働政策研 究 ･研修機構 ｢ユ ース フル労働統計- 労働統計加工指標集- 2004｣より)0
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第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

見直しを迫られる60歳定年制

多 くの企業が採用している60歳定年制度の今後のあり方についての国民-のアンケー

ト調査をみますと､｢定年退職制度は維持し､退職年齢をもっと上げるべき｣との回答が

最も多く4割強 (41.9%)を占め､以下 ｢定年退職制度をやめ､退職年齢を自分で選べる

ようにすべき｣(27.0%)､｢定年退職制度は維持し､退職年齢も今の水準で適切｣(18.8%)

などとなっています (図表lト 2-17)｡年齢別にみると､｢定年退職制度は維持し､退職年齢

をもっと上げるべき｣は､60-64歳層で最も割合が高く5割強 (51.1%)を占めています｡

これらのアンケート調査結果は､日本の企業社会で定着している60歳定年制は多 くの

働 く者の意識に適応しなくなっており､何らかの形で見直しを迫られていることを示す

ものとなっています

図表日-2-17 定年退職制度を今後どうすべきか

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代(528)

30代(663)

40代(633)

50代(668)

60-64歳(519)

65-74歳(666)

75歳以上(264)

総数(3941)

七一定年退職制度をやめ､退職年齢を自分で選べるようにすべき

国 定年退職制度は維持し､退職年齢をもつと上げるべき

EZZ]定年退職制度は維持し､退職年齢も今の水準で適切

屯田 定年退職制度は維持し､退職年齢をもつと下げるべき
Eヨ わからない

(注)回答者は､20歳以上の男女3941名｡
資料出所 :内閣府 ｢年齢 ･加齢に対する考え方に関する意識調査｣(2003年)
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

(2)高齢者の就業理由と望ましい働き方

就業理由が ｢経済上の理由｣とする者は60-64歳層で男性の約3/4､女性の約2/3

55歳～69歳までの就業者に就業理由をたずねたアンケート調査結果では､｢経済上の理

由｣が男性81.5%､女性67.2%でそれぞれ最も高く､次いで ｢いきがい ･社会参加のため｣

が男性5.7%､女性11.4%が続いています (図表lト2-18)0

｢経済上の理由｣の割合は回答者の年齢が高まるとともに低下していますが､一方で

｢いきがい ･社会参加のため｣､｢健康上の理由｣､｢頼まれたから､時間に余裕があるから｣

の割合は男女ともに年齢が高まるに比例して上昇している特徴を見せています｡

求職の際には ｢経験 ･能力を活かすことができること｣を最重視

高齢者が再就職をする際に重視する要因としては､｢経験 ･能力を活かすこと｣を指摘

する者が5割強と最も高 く､｢賃金水準｣を重視する割合は2割以下にとどまっています

(厚生労働省 ｢2002年求職者総合実態調査｣)｡同調査によると､求職者が求職申込み時に

重要と考えた求職条件 (複数回答3つまで)は､仝求職者では ｢自分の希望にあった勤務

形態 ･勤務時間である｣とする者の割合が42.8%と最も高い一方で､60歳以上層では ｢前

図表Jト 2-18 就業理由別の高齢就業者割合
単位:%

性 .年齢階級 就業者 経済上の理由 健康上の理由 (健康に良いからなど) いきがい .社会参加のため 頼まれたから､時間に余裕があるから その他 不明

具体的な理由

自分と家族の生活を維持するため 生活水準を上げるため その他 不明

男 [70.9]100.0 81.5 77.2 3.4 0.7 0.1 4.1 5.7 4.9 3.1 0.6

55-59歳 [89.9]100.0 93.9 91.0 2.3 0.6 0.0 0.3 2.5 0.5 2.4 0.5

60-64歳 [66.5]100.0 76.1 70.7 4.2 0.9 0.2 _5.7 7.3 6.9 3.3 0.6

65-69歳 [51.6]100.0 61.8 55.9 4.7 0.9 0.2 10.2 10.7 12.0 4.3 lTO

女 [44.2]100.0 67.2 58.6 6.9 1.4 0.3 5.5 ll.4 9.1 6.1 0.7

55-59歳 [59.7]100.0 74.6 64.5 8.4 1.4 0.3 2.7 10.5 6.6 5.3 0.4

60-64歳 [41.5]100.0 65.3 57_.6 5.9 1.4 0.4 6.0 ll.6 9.8 6.5 0.8

65-69歳 [28.7]100.0 51.8 45.5 4.7 1.4 0.2 ll.6 13.3 14.5 7.5 1.3

(注)[ ]内の数字は､高年齢者のうち就業者の占める割合である｡
資料出所 :厚生労働省 ｢平成12年高年齢者就業実態調査｣
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第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

職の経験 ･能力を生かすことができる｣とする者の割合が最も高く､このうち60-64歳

層では51.7% (仝求職者では37.8%)となっています｡60-64歳層が重要と指摘している

他の要素としては､｢希望にあった勤務形態 ･勤務時間｣が44.9% (全求職者では42.8%)､

｢通勤に便利｣が42.2% (全求職者では32.9%)と続きます｡また､｢賃金が一定水準以上｣

は18.8%であり､全求職者の30.1%に対して大きな差がみられます｡

また､50歳代の労働者に､望ましい60歳代前半の働き方を聞いたところ､｢今の会社で

フルタイム勤務｣が34.1%と最も高い割合を示して早ます (日本労働研究機構 ｢職場にお

ける高年齢者の活用等に関する実態調査｣2000年)｡これに ｢今の会社でフルタイム以外

の勤務｣(18.0%)が続き､合計すると5割強を占めています｡

(3)仕事に対する満足度

比較的高い仕事に対する満足度

60歳以上の労働者に現在の職務についての満足度をたずねた調査 (同上 ｢職場におけ

る高年齢者の活用等に関する実態調査｣)では､83.5%が 『満足』と答えています (｢とて

も満足している｣16.5%+ ｢どちらかといえば満足している｣67.0%)｡その理由として

は､｢自分の能力を活かせる｣が30.5%と最も割合が高く､｢自分のペースで仕事ができる｣

(29.5%)が続きます｡ その一方で､不満足の理由としては､｢賃金が低 くなった｣が

35.3%と最も割合が高く､｢これまでの知識や技能を活かせない｣(20.5%)が続いていま

す｡

また､55-69歳の就業者に仕事に対する満足度を6つの要素ごとにたずねた調査結果

(厚生労働省 ｢2000年高年齢者就業実態調査｣)を指数化して見ると､｢仕事のやりがい｣､

｢経験 ･能力の活用度｣で比較的高く､｢賃金 ･収入｣で最も低 くなっています｡そして､

60歳を境に ｢仕事のやりがい｣､｢経験 ･能力の活用度｣の満足度が高まり､｢賃金 ･収入｣

の満足度が低下しています (図表lト2-19)｡

これらから､高齢者の就業にあたっては､｢経験､能力をいかに活かせるか｣が満足度

のカギを握っている一方で､第1節 (4)で見た60歳を境とした賃金低下が不満となって表

れていることが分かります｡
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表lト2-19 高年齢就業者の満足度

賃金 ･収入

仕事のやりがい

経験 ･能力の活用度

職場の人間関係

労働時間

作業設備 ･労働環境

+ 55-59# + 60-64# ･･･A･･･65-69#

(注)満足度を下記の定数で指数化した(連合総研計算)0

非常に満足-10､満足-7.5､普通-5､不満 -2.5､非常に不満-o

資料出所 :厚生労働省 ｢平成 12年高年齢者就業実態調査｣

(4)不就業者の意識の特色

働かない一番の理由は､男は ｢本人の健康上の理由｣､女は ｢家事等に専念 したいから｣

不就業者のうち非就業を希望する者の割合は､男性の60-64歳層では44.5% (96年調査

35.3%)､65-69歳層では61.8% (同60.1%)､女性の60-64歳層では64.8% (同67.1%)､

65-69歳層で77.5% (同77.7%)となっています (図表暮ト2-20､厚生労働省 ｢2000年高年

齢者就業実態調査｣)04年前の調査に比べて､男性の60-64歳層で非就業希望者が9.2%ポ

イント増と大きく拡大しています｡

非就業希望の理由をみると､男性では ｢本人の健康上の理由｣42.7% (同54.1%)が最

も割合が高 く､｢趣味､社会活動に専念したいから｣16.0% (同15.0%)､｢経済上の理由｣

13.5% (同8.3%)が続きます｡女性では ｢家事等に専念したいから｣37.0% (同40.4%)､

｢本人の健康上の理由｣30.5% (同34.8%)｢趣味､社会活動に専念したいから｣10.3%

(同8.1%)となっています｡

また､｢経済上の理由｣について具体的にみると､男性は ｢年金､退職金で生活できる
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第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

図表lト2-20 仕事をしたいと思わない理由別高年齢非就業希望者割合

単位:%

性 .年齢階級 非就業希望者 経済上の理由 今までの技能､経験が通用しなくなった 適当な就職口がみつからなくなった 本人の健康上の理由 家族の健衷上の理由 趣味､社会活動に専念したいから 家事等に専念したいから その他 不明

2000年
男 [51.6]100.0 13.5 3.8 8.2 42.7 4.9 16.0 3.2 7.4 0.3

55⊥59歳 [33.2]100.0 2.3 4.0 8.5 66.5 3.4 4.0 1.8 8.3 1.1

60-64歳 [44.5]100.0 14.8 4.9 10.5 33.1 8.4 18.5 3.4 6.1 0.2

65-69歳 [61.8]100.0 14.3 3.1 6.9 44.7 3.2 16.4 3.3 7.9 0.3

女 [69.7]100.0 6.4 0.9 2.5 30.5 7.2 10.3 37.0 5.2 0.2

55-59歳 [64.6]100.0 5.0 0.7 2.0 22.3 7.5 12.7 45.4 4.4 0.1

60-64歳 [64.8]100.0 6.7 0.7 3.8 28.0 7.9 10.7 36.7 5.1 0.4

65-69歳 [77.5]100.0 6.9 1.1 1.7 36.8 6.5 8.6 32.6 5.7 0.1

1996年
男 [47.4]100.0 8.3 3.4 7.0 54.1 2.8 15.0 3.8 5.7 -

55-59歳 [31.1]100.0 1.4 2.6 5.9 74.7 - 5.7 1.8 7.9 -

60-64歳 [35.3]100.0 8.8 3.4 9.3 46.8 3.2 15.7 4.4 8.5 -

65-69歳 [60.1]100.0 8.8 3.4 6.1 55.3 2.9 15.7 3.7 4.1 -

女 [69.9]100.0 3.5 0.8 2.6 34.8 5.3- 8.1 40.4 4.4 -

55-59歳 [62.4]100.0 1.2 1.4 4.0 24.4 5.9 8.9 49.8 4.5 -

60-64& [67.1]100.0 3.3 0.5 2.9 34.1 5.0 9.0 41.2 4.0 -

65-69歳 [77.7]100.0 5.0 0.8 1.6 41.1 5.3 7.1 34.6 4.5 -

(荏)[ 】内の数字は､不就業者のうち非就業希望者の占める割合である｡
資料出所 :厚生労働省 ｢平成12年高年齢者就業実態調査｣

ようになったから｣(82.8%)の割合が最も高くなっているのに対 し､女性は ｢配偶者や

子供の収入があるから｣(48.9%)の割合が最も高くなっています｡

仕事につけない一番の理由は､男女ともに ｢適当な仕事がみつからなかった｣

就業希望者について仕事につけなかった理由をみると､男性では ｢適当な仕事がみつ

からなかった｣63.7%､｢本人の健康上の理由｣22.3%であり､女性では ｢適当な仕事が

みつからなかった｣45.1%､｢本人の健康上の理由｣21.6%となっており､男女ともに

｢適当な仕事がみつからなかった｣の割合が最も高くなっています (図表Il-2121､厚生労

働省 ｢2000年高年齢者就業実態調査｣)04年前の調査と比べると､｢適当な仕事がみつか

らなかった｣の割合が男女ともすべての年齢階級で上昇しています｡

さらに､｢適当な仕事がみつからなかった｣者に対して､その理由の回答をみると､男
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表lト2-21 仕事につけなかった理由別高年齢就業希望者割合

単位:%

性 .年齢階級 就業希望者 適当な仕事 起業 .開業 請負や内職の 本人の 家族の健康 家庭の事情 その他 不明
がみつから の準備中で 仕事の注文が 健磨上 上の理由

なかった あった こなかった の理由 (介護など)

2000年

男 [47.8]100.0 63.7 1.0 2.7 22.3 3.5 2.2 4.2 0.2

55-59歳 [66.1]100.0 64.2 1.9 3.2 20.3 3.2 3.2 4.1 -

60-64& [55.0]100.0 70.5 1.4 2.0 18.4 3.2 0.7 3.6 0.3

65-69歳 [37.4]100.0 55.8 0.2 3.4 27.7 4.0 3.6 5.0 0.3

女 [29.4]100.0 45.1 0.5 2.3 21.6. 10.0 15.0 5.4 0.1

55-59歳 [35.0]100.0 48.4 0.8 1.9 18.4 ll.3 15.4 3.8 0.1

60-64% [34.6]100.0 48.3 0.3 2.9 20.8 8.4 13.6 5.5 0.1

65-69歳 [21.1]100.0 36.8 0.3 1.9 26.2 ll.0 16.6 7.1 0.1

1996年

男 [52.4]100.0 59.3 30.7 3.3 1.7 5.0 -

55-59歳 [68.9]100.0 57.8 ●●● 34.8 1.0 1.6 4.7 -

60-64& [64.5]100.0 66.7 24.6 2.2 1.4 5.1 -

65-69歳 [39.7]100.0 50.4 ●●● 37.1 5.3 2.2 5.0 -

女 [29.9]100.0 39.4 28.9 9.9 17.0 4.9 -

55-59歳 [37.3]100.0 42.7 25.3 9.9 17.0 5.1 -

60-64# [32.8]100.0 43.3 26.3 8.5 16.8 5.2 -

(荏)[ ]内の数字は､不就業者のうち就業希望者の占める割合である｡
資料出所 :厚生労働省 ｢平成12年高年齢者就業実態調査｣

性では ｢今までの技能､経験を活かせる仕事がなかった｣66.7%､｢労働時間が希望と合

わなかった｣7.4%､｢賃金､報酬が希望と合わなかった｣7.0%の順となっており､女性

では ｢今までの技能､経験を活かせる仕事がなかった｣44.7%､｢労働時間が希望と合わ

なかった｣16.3%､｢通勤時間が希望と合わなかった｣4.7%の順となっています｡

高齢失業者では ｢求人年齢の制約｣が仕事をしていない最大の理由に

仕事につけない理由を､完全失業者について調査した結果 (総務省 ｢2001年労働力調

査特別調査｣)をみますと､55歳以上の者では ｢求人の年齢と自分の年齢とがあわない｣

が52.9%と最も高い割合となっています (図表lト2-22)｡

高齢者の就労を妨げる ｢求人時の年齢制限｣に対して､2001年の雇用対策法では､事

業主の募集 ･採用における年齢制限緩和の努力義務が規定されました｡しかし､この法
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第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

図表lト2-22 年齢階級別仕事につけない理由の割合

15-24歳

25-34歳

35-44歳

45-54歳

55歳以上

申 賃金･給料が希望とあわない

EZZ]勤務時間･休日などが希望とあわない

匿 求人の年齢と自分の年齢とが
あわない

国 自分の技術や技能が求人要件に
満たない

[コ希望する種類･内容の仕事がない

団 条件にこだわらないが仕事がか -

■ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資料出所 :総務省 ｢平成13年労働力調査特別調査｣

律にもいくつかの例外規定が設けられており､関係労使および行政が連携をはかりなが

ら､法律の実効性を高めるための取り組みを推し進めることが不可欠です｡

第3節 高齢者の雇用改善策について

(1)今後の労働力供給の特色と団塊世代の定年問題

急速に進んでいる労働力人口の減少時代

日本の労働力が､人口の高齢化 ･少子化の影響を受け､2015年までに約90万人の減少

が見込まれるとの政府の見通し (｢平成16年版厚生労働白書｣)については第1節で紹介し

ました｡しかし､この政府の見通しは､1990年代後半以降の労働力率の低下を過小評価

し､今後の労働力率の回復を過大に見た楽観的な見通しとなっています｡

連合総研として､90年代後半以降における男女の労働力率が低下している実態を踏ま

え､今後は5年から8年かけて2000年水準に男女の労働力率が回復 していくとのシナリ

オ ･見込みにより2012年までの年齢階層別の労働力人口を推計 してみました｡その結果

は､政府の見通しよりも､労働力人口の減少は早まり､2012年までに約111万人の減少と

なる推計結果となりました (図表lト2-23参照)0
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表 lト2-23 労働力率の推移と今後の見通し
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(注1)平成14年の人口中位推計値に､男女別･年齢階層別の見込み労働力率を乗じて連合総研が推計した｡
(注2)見込み労働力率は､男女の15-24歳層は8年かけて2000年水準に回復､男性の25-54歳､55-59歳､60-
64歳は5年で2000年水準に回復しその傾向を保持､女性の24-54歳は年0.2ポイントの上昇､55-59歳は年
0.1ポイントの上昇､60-64歳は06年から年0.1ポイントの上昇､65歳以上は現状固定とした｡

資料出所:｢労働力調査｣を基本とした連合総研の試算

図表 lト2-24 年齢階級別労働力人口の見通しと構成比

午 労働力人口 (男女計､万人) 労働力人口構成比 (男女計､%)

総数 l15-24125-54[55-59160-64165歳以上 総数 l15-24[25-54155-59160-64桓歳以上

1990 6384 834 4258 560 372 360 1(泊.0 13.1 66.7 8.8 5.8 5.6

1995 6666 886 4321 593 421 445 1(泊.013.3 64.8 8.9 6.3 6.7

2000 6766 761 4421 666 426 493 100.011.2 65.3 9.8 6.3 7.3

2001 6752 731 4467 632 430 492 100.010.8 66.2 9.4 6.4 7.3

2002 6689 696 4419 646 442 487 100.010.4 66.1 9.7 6.6 7.3

2003 6666 670 4369 689 451 489 100.010.1 65.5 10.3 6.8 7.3

<以下､推計>

2004 6661 654 4300 734 475 499 100.0 9.8 64.6 11.0 7.1 7.5

2005 6671 644 4283 767 467 511 100.0 9.6 64.2 11.5 7.0 7.7

2006 6668 635 4240 820 444 528 100.0 9.5 63.6 12.3 6.7 7.9

2007 6649 626 4223 792 464 544 100.OL9.4 63.5 11.9 7.0 8.2

2008 6630 616 4214 748 494 559 100.0 9.3 63.6 11.3 7.4 8.4

2009 6607 608 4210 696 520 573 100.0 9.2 63.7 10.5 7.9 8.7

2010 6595 601 4203 659 553 580 100.0 9.r 63.7 10.0 8.4 8.8

2011 6588 595 4197 630 582 584 100.0 9.0 63.7 9.6 8.8 8.9

2012 6555 590 4194 604 562 605 100.0 9.0 64.0 9.2 8.6 9.2

資料出所 :図表Ⅱ-2-23と同じ
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第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

この予測は､2002年の人口中位推計値に男女別､年齢階層別の労働力率の見込値を乗

じて推計したものです｡労働力率の見込値は､2004年以降については､緩やかな回復を

予定するシナリオに従い､男女の若年層はこの間の急激な低下を8年かけて回復するテン

ポを見込み､男性の25-54歳､55-59歳､60-64歳層の労働力率は5年間で2000年水準に

回復するテンポ､また女性については各年齢層とも従来の上昇傾向を緩やかに継続､65

歳以上については現状の労働力率を維持するなどの見込値を想定し､これを政府の人口

推計値に乗じて計算しています (図表lト2-24)0

2007年以降急速に進む労働力人口の高齢化

この推計結果によると､図表tト2-24に示されているように2003年から9年後の2012年

には労働力人口は6555万人となり､2003年からは111万人減です｡年齢階層別では､15.-

24歳層が80万人減､25-54歳層が175万人減､55歳～59歳が85万人減､一方で60-64歳層

が111万人の増､65歳以上層が116万人の増加となると予想されます｡

59歳以下と60歳以上での構成比をみますと､現状では59歳以下が85.9%､60歳以上が

14.1%ですが､2012年のその構成比は､82.2%対17.8%-と高齢化が進みます｡若年層のみ

でなく25-54歳の中堅層についても今後は､その労働力は減少する時代を迎えています｡

しかも､この高齢化は､なだらかに推移するわけではありません｡いわゆる団塊の世

代が2007年から2011年にかけて60歳を迎え､60歳代に入るため､2007年からは､50歳代

後半層が急激に減少し､そして60歳代前半の労働力が増加する形となります｡その数は､

2007年から､50歳代後半層の減少が年々30万-40万人規模となり､代わって60歳代前半

層への流入が年々20万-30万人の増加となると予想されます｡なお､この60歳代を境に

した当該の労働力の減少は､60歳代前半層の労働力率が20%ポイント強低下 (3割弱が労

働市場からリタイア)すると見込まれることにより生じています｡

いずれにしても､2007年以降の5年間には年々30万人強の高齢労働者が増加する事態を

迎えます (図表lト 2-25)0
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表 lト2-25 労働力人口の対前年増減数と今後の見通し

単位 :万人

午 総数 l15-24歳 l25-54歳 l55-59歳 l60-64歳 f65歳以上
1991 121 40 11 21 18 29

1992 73 21 13 8 13 20

1993 37 5 7 7 9 8

1994 30 0 20 -7 1 17

1995 21 -14 1芦 4 8. ll

1996 45 -8 23 15 4 10

1997 76 -21 43 25 10 20

1998 6 -28 8 13 4 10

1999 -14 -41 -2 28 -8 8

2000 -13 -27 28 -8 -5 0
2001 -14 -30 46 -34 4 -1

2002 -63 -35 -48 14 12 -5

2003 -23 -26 -50 43 9 2

<以下､推計>

2004 -5 -16 -69 45 24 10

2005 10 -10 -17 34 -8 12

2006 -3 -8 -42 53 -22 17

2007 -19 -9 -18 -28 20 16

2008 -19 -10 -9 -44 29 14

2009 -23 -8 -4 -52 27 14

2010 -ll -7 -7 -37 33 7

2011 -8 -6 -6 -29 29 4

2012 -33 -4 -3 -26 -20 20

(注)平成14年の人口中位推計値に､男女別 ･年齢階層別の見込み労働力率を乗じて連合総研が推計した｡
見込み労働力率は､男女の15-24歳層は8年かけて2000年水準に回復､男性の25-54歳､55-59歳､60-64歳は
5年で2000年水準に回復しその傾向を保持､女性の24-54歳は年0.2ポイントの上昇､55-59歳は年0.1ポイントの上昇､
00～64歳は06年から年0.1ポイントの上昇､65歳以上は現状固定とした｡
資料出所 :図表Ⅱ-2-23と同じ

(2)高齢者雇用促進策の現状と問題点

2006年から年金支給開始年齢と接続した高齢者雇用制度の導入が義務化

政府は､少子高齢化の進展により労働力人口は減少するが､わが国の高齢者の勤労意

欲は高く､定年の引上げ､継続雇用制度の導入等により65歳までの雇用確保を図る必要

があるとしています｡

その高齢者雇用対策としては､(∋65歳までの雇用の確保､(夢中高年齢者の再就職の援

助 ･促進､③高齢者の就業 ･社会参加の促進の3本がたてられています｡まず､65歳まで
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第2章 高齢者雇用の現状と今後の対策

の雇用の確保策としては､定年の引上げや継続雇用制度の導入また定年制の廃止 ･年齢

差別禁止等により65歳までの雇用安定を確保することを掲げています｡そのために､こ

れら制度の導入を図った企業に対 して継続雇用定着促進助成金の支給や事業主に対する

指導援助を強めるとしています｡次に､中高年齢者の厳しい再就職状況に対 しては､求

人開拓､求人における年齢制限の緩和の指導､事業主-の再就職助成措置の実施､中高

年齢者の トライアル雇用事業の推進等を行うとしています｡そして第3の施策として､臨

時的 ･短期の就業機会を確保するためシルバー人材センターの事業等を推進 していくと

しています｡

60歳定年制の企業が圧倒的に多い現状のもとで､65歳までの雇用を確保することは極

めて重要な課題です｡この認識については政労使で合意され､本年春の通常国会では､

①定年の定めをしている事業主に､年金支給開始年齢の引上げスケジュールにあわせ､

65歳までの定年の引上げ ･継続雇用制度等の導入措置を義務付ける､②労働者の募集採

用で上限年齢を設定する場合には､理由の提示を義務付ける､などの ｢高年齢者等の雇

用の安定等に関する法律｣の一部改正が6月5日に成立しています (2006年4月実施)｡た

だし､この ｢改正法｣では､当面継続雇用の対象労働者について労使協議がまとまらな

い場合には就業規則で定めるとしており､希望者全員の継続雇用を必ずしも保証したも

のとはなっていません｡

65歳までの定年年齢引上げの義務化に対しては企業側の反対が強く､そのため継続雇

用制度の導入が進められてきています｡すでに65歳までの継続雇用制度を有する企業の

割合は､従業員業貞30人以上の企業では6割を上回る改善を見せてきています｡しかし､

希望者全員を65歳まで雇用するとする企業は3割にも達していません｡

また､第1節でみたように､定年退職した労働者のうち､継続雇用又は再雇用されてい

る者は､アンケート調査によると中小企業で4割程度､大企業では3割程度と見られます｡

そして､企業規模が大きくなるほど有期契約従業員扱いが大半を占め､65歳までの継続

雇用が保証されているとは必ずしも言えません｡

これまでの政府の高齢者雇用対策は､企業側にその努力を求めるものであり､具体的

には､61歳以上の定年の導入や65歳以上の継続雇用制度を導入した企業に対 して申請に

より助成金を5年間にわたり支給する継続雇用定着促進助成金制度などが実施されてきま
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した｡この助成金の件数は2002年度には新規1万5365件で161億円 (継続を含め590億円)

が支給されています｡

今後については､今回の ｢法改正｣により､年金支給開始年齢の引上げに対応して継

続雇用制度を接続することが2006年4月から義務化されます｡団塊の世代が定年を迎える

時期は2007年であり､全ての企業における年金支給開始年齢と接続した継続雇用制度の

確立について労使協議を急ぐ必要があります｡

(3)高齢者雇用と若年雇用との問係について

まずは全体としての求人減対策 ･雇用創出策が問われるべき

定年年齢の引上げや継続雇用の導入などを実施し､あるいは計画中の企業では､それ

らの計画が無い企業に比べ若年者採用を控える傾向が見られることなどから､高齢者雇

用と若年者雇用の間にはトレー ドオフ関係が成立する可能性があるとの主張がみられま

す｡

年齢階層別に人口比の雇用者率を試算してその時系列変化を見ると､男性の場合には､

この11年間で雇用者率を低下させている年齢階層は､その低下幅が大きい順では､20-

24歳層 (7.6%ポイント減)､25-29歳層 (4.9%ポイント減)､15-19歳層 (3.2%ポイン

ト減)､65歳以上 (3.0%ポイント減)などであり､逆に雇用者率を高めている年齢階層は､

40-44歳層 (3.2%ポイント増)､55-59歳層 (2.4%ポイント増)､60-64歳層 (0.9%ポ

イント増)となっています｡また35-39歳層と45-49歳層ではほぼ同じ比率を維持して

います｡女性の場合には､雇用者率を低下させている年齢層は､20-24歳層が8.1%ポイ

ント減､15-19歳層が1.6%ポイント減ですが､その他の年齢層は､ほぼ同じ水準である

65歳以上層を除いて､5-9%ポイントの増加を示しています (図表lト2-26)｡ただし､20

-24歳層の雇用者率の低下幅の大きさには､この11年間の間に大学や大学院-の進学率

が増大し､修学中の者の比率が高まっていることも作用しており､その影響も配慮する

必要があります (大学在籍学生数を20-24歳層人口で割ると1992年は24%､2003年は

35%であり､この間に人口比約10%ポイント増です)0

このようなこの間の雇用率の動向からは､少なくとも女性の場合には､高齢者層と若
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図表]ト 2-26 男女別､年齢階層別の人口比雇用者率

(%)<男性>

.媒≡...-...=H,,,.-.---≡:#:....-.--,.謀....-....-.冒.,--一環 珠:..-.-.-ノ謀‥.,--.,.._

ダ ♂ ♂ ♂ ♂ ず ♂ ♂ ぜ ♂ ♂ ♂ ♂ (午)

(注)30歳代､40歳代は前半層のみを掲載｡ ｢労働力調査｣の年齢階層別雇用者数を､同人口数で除して算出｡

資料出所 :｢労働力調査年報｣

(80/oo)
<女性>

すず♂♂♂ず♂ずず♂♂♂♂(午)
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年層が雇用を巡って競争している姿はうかがうことができません｡男性の場合において

も､1990年代の後半期までは､60-64歳層の雇用者率は低下しており､この時期までは､

若年層と高齢者との競合が生じているとは言えないようです｡2001年以降には公的年金

の定額部分の支給開始年齢引上げが影響して60-64歳層の雇用者率の上昇がみられます

が､この率の上昇に伴う高齢者の雇用増は年間10万人弱であり､専修学校を含めた新規

学卒者の求職者数が約100万人であることを考えれば､その影響が大きいとは言えないよ

うに思われます｡

次に人口比の失業者率 (2003年と1992年の差)を見ると､各年齢層ともに高まっていま

すが､男性､女性ともに､20-24歳､25-29歳､30-34歳における上昇度が大きく (この

年齢層では男性が女性より1%ポイント強高い)なっています｡ついで､男性の55-59歳､

60-64歳が上昇しています｡また､15-19歳では人口比失業者率は1%ポイント未満の上

昇にとどまっています｡人口比失業者率は非労働力が多いと低くなることに留意しなけれ

ばなりませんが､これら失業者率の年齢階層間のこの間の動きから見ても､若年層と高齢

者層との間に雇用を巡る競合関係があったとは必ずしも読み取ることは出来ません｡

近年の低成長のなかで､若年者向けを含め求人数が大きく減少しています｡この影響

で若年者に就職難がつづき､若年者の失業者が増大しています｡働きたくても職がなく､

やむを得ず就職をあきらめた (労働力率の低下)人も多くみられます｡このような求人

難の状況下では､既に雇用されている人と比較すれば､新規に労働市場に登場する人が

追加負担 (ハンディ)を負っている関係が生じているのは事実でしょう｡しかし､その

大きな要因は労働力需要の不足､求人の減少にあります｡この求人減に対する対策､雇

用創出の政策がまず問われるべきです｡その次の問題として若年者と高齢者との雇用を

巡るトレードオフがあるかないかについて慎重に検討されるべきです｡年齢間の問題な

のか､新規参入者と既存者との問題か､定年問題かなどの検討が必要です｡更に､深刻

な若年者雇用問題を解決するためには､雇用創出の議論が不可欠であり､その際には既

雇用者のワークシェアリングも検討されてしかるべきでしょう｡

また､欧州においては､80年代の高齢者の早期退職促進策は若年雇用の増加につなが

らず､年金負担増などを招いており失敗であったと反省されており､その経験を学ぶ必

要があります｡この反省に立ち､EUの ｢雇用戦略｣では､高齢者層の就業率引上げ目標
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を明記しています｡高齢者と若年者の雇用を対立して考えるのではなく､両者の雇用率

をともに改善する雇用対策が必要になっています｡

(4)高齢者雇用の改善についての労働組合の課題

今後の労働力人口は､この間の労働力率の低下が影響して従来の政府見通しよりもさ

らに減少テンポが早まる可能性があります (連合総研の推計参照)｡このような急激な労

働力人口の減少､就業率の低下は､世代間の支え合いの年金など社会保障負担を増大さ

せて経済社会の安定的発展を損なう悪影響をもたらすおそれが大きいと指摘せざるを得

ません｡これを防止するためには､とりわけ高齢者の就業率の回復 ･改善をはかること

が重要な課題となっています｡

現状では､男性の場合には定年退職に伴う高齢者再就職問題の難しさが､そして女性

の場合には処遇格差の大きさが､労働市場からのリタイア率を高め､高齢者の就業率の

低下を促しています｡労働組合は､これら高齢者の就業率を悪化させる要因を解決する

取り組みを強める必要があります｡

その第1の課題は､定年に伴う失業や転職の困難さを解決する対策の強化です｡そのた

めには､定年と公的年金受給開始年齢 ･65歳とを接続しなければなりません｡接続につ

いては､65歳定年の導入､継続雇用制度の確立､定年制廃止と年齢差別禁止の確立など

が考えられますが､これまでの雇用慣行､労働生活設計､賃金制度などの変更も必要で

あり､中長期を見据えて65歳までの適切な雇用継続､個人にとっての労働生活継続の制

度と協約を設計し､確立する必要があります｡

同時に､第2の課題としては､団塊の世代の退職が3年後の2007年から始まることから､

当面の対策として現状の高齢者の就業率低下を解決する対策をここ2年程の間に実行する

必要があります｡その1つは､希望者全員を受け入れる継続雇用制度の確立です｡現状の

ように企業に継続雇用者の選別を委ねては､高齢者の就業率改善は進まないと言わなけ

ればなりません｡希望者全員の継続雇用を可能とする制度のあり方としては短時間勤務

制度の選択的導入も検討課題となりえましょう｡その2つめは､60歳代の賃金､雇用 ･労

働条件について高齢者が納得のいく適切な賃金水準と雇用形態を確立する対策です｡そ
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れは1年ごと更新の雇用契約を改め､少なくとも公的年金支給開始年齢に接続した数年間

雇用を保証する雇用契約を導入し､またそれに対応 した納得のいく賃金水準､および年

金と貸金併給の場合における横断的な適切な賃金ルールを確立する必要があります｡そ

の3つめは､男女の貸金 ･労働条件の格差の抜本的な解決策の実施です｡この均等待遇ル

ールを確立しなければ60歳代の女性の就業率を回復することは難しいと思われます｡

第3の課題は､団塊世代が60歳代に入る時点においても全般的な雇用情勢の回復が遅れ

高齢者の雇用状況が一段と厳しくなる見通しに陥った場合には､臨時緊急の高齢者失業

対策を検討すべきことです｡団塊世代は2007年からこれまでよりも年々30万人増の規模

で60歳定年を経過していきます｡大手企業では､継続雇用での受け入れと再就職斡旋が

不可欠の対策となります｡中小企業では､60歳代の従業員構成が高まり､若 ･壮年者と

の役割の見直しなどの検討も必要になると思われます｡その際に､高齢者失業問題の悪

化が予測される場合には､必要ならば高齢者の全面的な短時間勤務の導入､ワークシェ

アリングも検討すべきです｡

また､国レベルの高齢者雇用対策としては､上記の施策の支援策を実行するとともに､

地域開発と関連付けた自営業の回復策やNPOによる社会事業の振興策など高齢者の社会

的活動を支援する対策も積極的に推進し､高齢者の就業率の回復に結びつける必要があ

ります｡

最後に､労働組合は､60歳代前半期の雇用 ･労働が一時的､臨時的な働き方であると

の認識を根本から改め､60歳代前半期の雇用･労働が勤労者の労働生活の重要な-階梯で

あることの考えを確立する必要があります｡その際､その雇用 ･労働条件､賃金のあり

方のルールを明確にすることが欠かせない重要な課題となっています0
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第Ⅱ部 第3章のポイント

第1節 若年雇用構造の現状と課題

○男女とも15-24歳の失業率は､10%前後で推移し､自己都合離職も多い｡
○新規高卒 ･大卒ともに､有効求人倍率は1.3倍台で推移し､大卒者の就職希望率

も低下傾向｡

○若年者の基礎的な能力について､企業の満足度は低 く､ミスマッチが大きい｡

○いわゆる ｢七五三離職｣とよばれる若年正社員離職率も高止まり｡
○企業の正社員新規採用抑制と非正規雇用拡大の政策が強く､若年層でも正社員
比率の低下が顕著｡

○フリーターが200万人を超え､さらに増加傾向｡フリーターからの脱却を望む

人も多いが企業の評価は厳しく､25歳以上は特に困難｡

○フリーター生涯賃金は､正社員の約4分の1と見込まれ､今後の社会全体に与え

る影響も甚大であると見込まれる｡

050万人を超え､急増するニート (無業者)には､社会に出て行 く不安や自信の

なさが強い｡

第2節 若年雇用構造の改善にむけた政府の施策

02003年6月､官民一体となって総合的な人材対策を強化する目的で､内閣府･文

部科学省･厚生労働省･経済産業省が協同で ｢若者自立 ･挑戦プラン｣を策定｡

○同プランは､フリーターや若年正社員-の対応や企業への対策が弱い点が課題｡

第3節 労働組合としての若年雇用構造の改善にむけた課蓮

○労働組合として正規 ･非正規労働者の均等処遇にむけた取 り組みを強化 し､非

正規労働者の賃金をはじめ各種労働条件の向上を図ることが重要｡

○正規 ･非正規労働者の均等処遇をすすめるためには､非正規労働者の労働組合
組織化をすすめた上で､取り組むことが有効｡

○非正規社員から正規社員への登用制度拡大の働きかけを労働組合としてもすす

めることが肝要｡
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○労働組合としての若年正社員の定着にむけたアプローチとしては､カウンセリ

ング機能や苦情処理機能の活用､強化や､教育 ･訓練体制の強化-のアプロー

チが重要｡

第1節 若年雇用構造の現状と課題

(1)若年者の失業状況

総務省 ｢労働力調査｣によると､平成2003年平均の男女計の完全失業率は全体では

5.3%ですが､年齢階級別にみると,若年層の雇用情勢は依然厳しく､男女とも15-19歳､

20-24歳､25-29歳の順で高くなっています｡特に､男性の15-19歳は13.3%と高く､ま

た､20-24歳は11.2%と前年よりO.7ポイント上昇し､過去最高となりました (図表ll-3-1)0

また､2004年1-3月の完全失業者に占める自己都合離職者の割合は､男女計の全体で

は35.9%なのに対し､15-24歳では45.5%､25-34歳では50.0%と他の年齢層に比べ高い

水準となっています｡

(2)学卒労働市場の状況

･新規高卒者

新規高卒者について求人倍率の推移をみると､バブル及びその崩壊による大幅な変動

がみられた後､いったん低下が落ち着きましたが､近年､再び低下傾向が強まっていま

す｡厚生労働省職業安定局の調査によると､新規高卒者の求人倍率は1999年3月卒の1.90

倍から2004年3月卒の1.30倍に落ち込んでいます (図表lト3-2)0

高卒者については､これまで雇用の主たる受け皿となってきた製造業が､生産拠点の

海外移転等により雇用吸収力を減少させています｡また､仕事内容の高度化に対応し､

高度な職業能力を有する人材を求める一方､単純な仕事はパート･アルバイト等を活用

するというように､人材ニーズが二極化しており､若年者､とりわけ高卒者の正規雇用

の機会が減少しています｡
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図表H-3-1 若年層の完全失業率の推移

一 男 -

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 (午)

+ 全体 -うぐ-15-19歳 一斗ト.20-24歳 ー 25-29歳 + 30-34歳

一 女 -

I J 歳

歳

+ 25-29歳

I が - 里==コ 妄ヲ 歳

l 全体

1993 1994 1995 1996 1997

･1

1998 1999 2000 2001 2002

+ 全体-うト 15-19歳 一斗ト 20-24歳 ー 25-29歳 ー 30-34歳

資料出所 :総務省 ｢労働力調査｣
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図表Iト3-2 新規高卒者の有効求人倍率
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資料出所 :厚生労働省職業安定所 ｢職業安定業務統計｣

また､高卒の就職慣行の問題として､指定校制､校内選考､一人一社制といった就職

慣行は､求人数の激減､求める人材要件の変化等により､見直しが必要な状況にある一

方､有効に機能する労働市場システムは､いまだに形成されていない､ということがあ

げられます｡

･新規大卒者等

リクルー トワークス研究所 ｢大卒求人倍率調査｣によると､新規大卒者の求人倍率の

推移は､1993年には1.91倍でしたが､低下傾向で推移し､2004年には1.35倍となっており､

新規高卒者ほどではないものの､依然厳しい状況を続けています (図表lト3-3)0

また､厚生労働省 ･文部科学省による ｢平成15年度大学卒業予定者の就職内定状況調

査｣(2004年2月1日調査)によると､就職希望率が年々低下しており､大卒計では66.9%

でほぼ3分の2の構成です｡特に男子に限ってみると62.6%で､そのうち国公立大卒は

41.5%しかありません｡国公立大生を中心に､希望しない職種に就 くより､進学や留学を

しながら景気回復を待つ傾向が強まったと見られます｡
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図表Iト3-3 新規大卒者の求人倍率

B 求人総数 ⊂コ民間企業 -D-求人倍率

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒

資料出所 :リクルートワークス研究所 ｢大卒求人倍率調査｣

(3)企業が若年者に求める資質､能力と現実のギャップ

2004年の厚生労働省の ｢若年者の職業能力 (エンプロイアビリティ)に関する実態調

査｣によると､企業が採用時に重視 している能力について､若者が習得している度合い

を企業にとって満足か不満かで把撞した場合､問題発見力､資格取得､情報収集力､プ

レゼンテーション能力､職業意識 ･勤労観､向上心 ･探究心などすべての項目で ｢不満｣

が ｢満足｣を上回っています (図表Iト3-4)0

また､半数以上の企業が採用に当たって重視 し､基礎的なものとして比較的短期間の

訓練により向上可能な能力は､｢コミュニケーション能力､職業人意識､基礎学力､資格

取得､ビジネスマナー｣(若年者就職基礎能力)であり､これらを修得した場合､採用可能

性は60%を超えるとされています｡若年者の正社員としての就職には､基礎的な能力の

学習､習得が不可欠であるといえます (図表lト3-5)0
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図表 lト3-4 若年者の職業能力についての企業の満足度

[満足]25%

[不満]25%

-- I-I I-:二-I-----∴ _:-二 ∵ ---:-:~--:
/
lL-

//ケ

資料出所 :厚生労働省 ｢若年者の職業能力 (エンプロイアビリティ)に関する実態調査｣

図表 11-3-5 各基礎能力を修得した場合の採用可能性との相関

66.5%

I.:.=,H.....:..触;;賀㌍鷺繋喜:1'.:.:....-.:,:..,〟.㌔.:==::‥=t<':I:' ≒ ㌢ ､意毒(18.0)ア 言- ./㌦三/ 基礎学力(12.2) Ll++++++L++++++ミ1資格取得(ll.3)＼､ ビジネスマ ナー(7.0)

50%

採用可能性

(注)上図は､各基礎能力を取得した場合に見込まれる採用可能性をしめしたものである｡

資料出所 :厚生労働省 ｢若年者の職業能力 (エンプロイアビリティ)に関する実態調査｣

(4)高止まりの正社員離職率

100%

厚生労働省 ｢労働経済白書｣によると､正社員として勤務 した人達においてもその定

着状況は低 く､いわゆる ｢七五三離職｣ とよばれ､入社3年以内の離職率は中卒で7割､

高卒で5割､大卒で3割程度です｡その背景には､採用抑制等による若年者の仕事が量､

範囲､質ともに高まり､精神的負担 も増 していることが挙げられますが､就業意欲の低

下や職業意識の希薄化も指摘されています (図表Iト3-6)0

なお､厚生労働省委託 ｢若年者の職業生活に関する実態調査 (正社員調査)｣によると､
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図表 II-3-6 新規学卒就職者の離職率 (在職3年以内)
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(注)各年の3月末に卒業して正社員になった者のうち､3年目までに離職した者の割合を示す｡
資料出所 :厚生労働省 ｢労働経済の分析｣

若年者の離職の理由については､離職までの就業期間によって異なる傾向がみられ､1年

以内では ｢仕事が自分に合わない､つまらない｣(39.1%)､｢賃金や労働時間などの労働

条件がよくない｣(32.6%)､｢人間関係がよくない｣(28.3%)が多く､退職までの就業期

間が3年を超える者については､｢会社に将来性がない｣(36.7%)､｢賃金や労働時間など

の労働条件がよくない｣(32.7%)､｢キャリア形成の見込みがない｣(31.6%)が多い結果

となっています｡

また､新卒者の職場不適応には､学校側の全体的な進路指導体制や就職支援体制の影

響も大きいものと考えられます｡今後､知識社会に対応した問題発見 ･解決能力等実践

的な能力を育てる教育への転換を図っていく必要があり､こうした新たな教育-の要請

に対応するため､教員の養成 ･研修等教育体制の整備が課題であるといえます｡

(5)若年正社員比率の低下

デフレが進展する中で､企業は雇用調整を実施してきました｡厚生労働省 ｢労働経済
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動向調査｣及び ｢産業労働事情調査｣より､企業がどのように雇用調整を行っているか

をみると､かつては､｢残業規制｣や ｢中途採用の削減 ･停止｣の割合が高かったのです

が､近年では新規採用の抑制や希望退職者の募集などを行う企業の割合が増加していま

す｡内閣府 ｢デフレ下の日本企業｣(2003年)でも､デフレによる企業収益の悪化に対し

人件費の圧縮をしている企業のうち (複数回答)､6割強と最も多くの企業が人件費圧縮

方法として新規採用の縮減､凍結をあげています｡

また､内閣府 ｢平成15年版国民生活自書｣によると､雇用 ･賃金調整をしにくい正社

員が減少し､契約社員やパート労働者などが増加しています｡正社員とパー ト･アルバ

イト (派遣社員含む｡以下同じ)の人数の変化をみると､1998年以降､正社員が大きく

減少しているのに対し､パート･アルバイトは増加しており (図表lト3-7)､総務省 ｢労働

力調査｣によると､2002年にはパー ト･アルバイトの総数が1096万人に達 しています｡

依然として企業の雇用過剰感は高 く､企業では中長期的に雇用戦略を見直していること

から､新規採用を抑制することで正社員を減らし､パート･アルバイトを増やす傾向は

今後も続 くと考えられます (図表H-3-8).

また､2003年1月からの第156通常国会では､労働者派遣法改正法が成立し､派遣労働

の派遣可能上限期間が1年から3年になり､労働者派遣を禁止してきた ｢物の製造業務｣

も労働者派遣の対象となりました｡また､労働基準法も改正され､有期労働契約の上限

期間もこれまでの ｢1年｣から｢3年｣-と延長されることになりました｡これらの法改正

により､パー トタイム労働者や契約社員､派遣労働など､常用雇用でない形態で働 く非

正規労働者の増加に拍車がかかることが見込まれます｡

このように正社員として働ける就業機会が急速に狭まり､また､正社員として就職し

ても定着しない傾向が強い中､若年層の正社員比率の低下と非正規社員の比率の上昇が

顕著です｡これは､先述の新規採用の抑制が大きな要因としてありますが､一方､若年

者も正社員 としての就労に特別なこだわりをもたず､長期的な視点よりも現在の精神

的 ･肉体的負担の軽いものや華やかなものを選択する傾向があるといえます(図表lト3-9)0
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図表lト 3-7 雇用者数の増減 (正社員､パー ト･アルバイ ト別)

(万人)

-200
1986 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02(午)

(備考)1.総務省 ｢労働力調査特別調査｣､｢労働力調査｣により作成｡

2.正社員とパート･アルバイトの雇用者数の対前年増減の推移｡
3.｢正社員数｣とは､役員を除く雇用者のうち ｢正規の職員 ･従業員｣､｢パート･アルバイ
ト (含む派遣､その他)｣とは､それ以外のものとした｡

資料出所 :内閣府 ｢平成15年版国民生活白書｣

図表H-3-8 企業の今後の就業形態別採用意向

新規学卒者 中途採用 契約社員 ･ 臨時 ･季節 ･
派遣労働者 パート労働者

(備考)1.日本労働研究機構 ｢事業再構築と雇用に関する調査 (企業調査)｣(2002年)による｡
2.｢貴社における雇用戦略について伺います｡貴社の戦略にあてはまるものを全て選んでください｡｣
という間に対する回答者の割合｡

3.対象は､従業員数300人以上の企業1683社｡
資料出所 :内閣府 ｢平成15年版国民生活自書｣
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図表lト3-9 正社員比率の変遷

88.7…望:3吏≡ 87.9859 85｣2只qq __. 77q■ー■■-ll■■一一■■■■-- +-■什くーくPI～W仙■〝■仙■■--tl-- --■■■■._

80.370.8 82.6 - - --78.3 "V74.7ID'≒ 一㌧ _､ __一言86:06
bこう.rl -

59.2

45.8

97Fi

1987 1992 1997 2002 (午)

くト･年齢計 ♯ 15-19歳 -■トー20-24歳 ー 25-29歳 -㊨ -30-34歳

資料出所 :厚生労働省 ｢就業構造基本調査｣

(6)フリーター問題

①増えつづけるフリーター

厚生労働省の ｢平成16年版労働経済の分析｣によると､上記のような若年層をとり

まく環境変化の中､いわゆる ｢フリーター｣の数は1982年には50万人でしたが､1992

年は101万人､2002年は209万人､2003年は217万人と推計されており､増加傾向にある

と考えられます*1 (図表H-3-10)0

2000年の日本労働研究機構 ｢フリーターの意識と実態｣による､フリーターのタイ

プ分けでは､先の見通 しを立てないままフリーターとなった (｢モラトリアム型｣)者

が47%､正規雇用を志向しながらもやむを得ずフリーターとなった者 (｢やむを得ず型｣)

が39%､何 らかの明確な目標を持った上で生活の糧を得るためフリーターとなった者

(｢夢追求型｣)が14%となっています｡

また､リクルートリサーチ調査によると､フリーターになった理由は､｢自分に合う

*1ここでは､厚生労働省の定義によるフリーター数としています｡この定義とは､｢15-34歳のうち①勤め

先での呼び方がアルバイトまたはパー トである労働者で男性は継続就業年数が1-5年未満､女性は未婚で仕

事を主にしている者②現在無職の者は家事も通学もしておらず､アルバイト･パー トの仕事を希望する者｣
とされています｡一方､内閣府のフリーター定義は ｢学生と主婦を除く15-34歳の若年のうち､パート･ア

ルバイト (派遣などを含む)と働 く意思のある無職の人｣で､この基準によるフリーター数は2001年に417万
人とされています｡
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第3章 若年者雇用と労働市場構造の問題

図表tト3-10 フリーターの人数の推移

(万人)

250

200

150

100

50

0

209 217

151

101 ;:≡:::::免:.I.守岩井去宴鞍手 ･′.′■.一.:去≒耳苧･.,..:.i

50 79:i.:.:./:.:::;:::{{t:{<:::.:I: I.モ:.::>::::;SS:;i:…淑誌:;;I.●,:::i,;;:a::Hj.:.:}/:::i.:i:i;t.:::i.i:-HH.･群蓬:i.=.:.=:.:::.:,}::昌;真如::. -;ゴさ汚;轟f:.:/.･'.㌔.i

1982 1987 1992 1997 2002 2003(午)

資料出所 :1982年から1997年は､厚生労働省 ｢平成15年版労働経済の分析｣より転記｡
2002年から2003年については､総務省統計局 ｢労働力調査 (詳細集計)｣を厚生労働省労
働政策担当参事官室にて特別集計｡

仕事を見つけるため｣が38%､｢自由な働き方をしたかったから｣が30%､｢学費稼ぎ

など生活のために一時的に働く必要があったから｣が26%となっています｡

2004年の日本雇用創出機構のフリーター-の調査によると､今後の働き方について

は､｢定職に就きたい｣とする人が64%で約3分の2を占め､さらに18%が独立してフリ

ーランスや自営で働 くことを希望しており､合わせて全体の82%がフリーターからの

脱却を希望しています｡｢フリーターを続けたい｣という人は､わずか2%にすぎませ

ん｡一般的に､就業意識が低いと言われるフリーターですが､実際には非常に就業意

識は高いといえ､定職に就きたくても ｢さまざまな事情で職を得ることができない｣

という現実がうかがえます｡

②フリーター収入の正社員との格差と社会全体に与える影響

uFJ総合研究所 ｢フリーター人口の長期予測とその経済的影響の試算｣によると､15

-34歳の正社員の平均年収が387万円であるのに対し､フリーターの平均年収は106万円

です｡そのうえ､60歳までの生涯賃金見込み額は正社員の約2億1500万円に比べ､フリ

ーターを続けた場合は約5200万円で約4分の1です｡また､フリーターが正社員になれな

いことにより生じている社会全体の経済損失額は､消費損失額が年間約8兆8000億円､

税収損失額が年間約1兆2000億円､貯蓄損失額が年間約3兆5000億円と見込まれ､これは

本人だけの問題ではなく､社会全体の問題であるといえます｡

こうした背景の中､若者自身にとっても経済的な自立が難しくなり､親と同居を続

｢ 1



第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

けるケースが増え (フリーターの8割が親と同居)､家庭依存型になります｡そして､

結婚 しない理由の一つとなって､未婚者､晩婚者が増え､少子化の助長にもつながる

こととなります｡

③フリーターから正社員への道

内閣府 ｢平成15年版国民生活自書｣によると､2000年3月から2001年2月までに転職を

した人の転職前と転職後の雇用形態をみると､前職がパート･アルバイトの人が転職後

もパー ト･アルバイトである割合は75.5%と高く､正社員に転職した人の割合は24.5%

となっています (図表Il-3-ll)01990年では､パート･アルバイトからパート･アルバ

イトに転職した人の割合は62.2%､パート･アルバイトから正社員に転職した人の割合

は37.8%と､かつては､パート･アルバイトの､3人に1人が正社員へ転職していました

が､現在は4人に1人となっており､正社員-の転職は厳しくなってきています｡また､

正社員から正社員へ転職している人の割合も90年に比べ13.1%ポイントも低下してお

り､近年の雇用環境の悪化から正社員-の転職は難しくなってきているといえます｡

2003年の連合総研の ｢若年者の職業選択とキャリア形成に関する調査｣では､｢未経

図表tト3-11 転職による雇用形態移動の状況

1990 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 2001(午)

(備考)1.総務省 ｢労働力調査特別調査｣により作成｡
2.前職の雇用形態ごとの転職後の雇用形態割合の推移｡
3.｢正社員｣とは､常用雇用の正規の職貞 ･従業員の人｡
4.｢パート･アルバイト｣とは､雇用者から ｢正社員｣を除いた人｡
5.対象は､15-34歳の転職経験者のうち､この1年以内に現職に就いた人｡

資料出所 :内閣府 ｢平成15年版国民生活自書｣
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験者歓迎｣とする正社員の中途採用募集を行っている企業を対象に若年者の採用状況

を調べましたが､正社員としての採用実績のうち約4割が非正社員からであり､｢謙虚､

素直さ｣､｢意欲､チャレンジ精神｣､｢コミュニケーション能力｣などを評価 している

ことがわかりました｡また､非正社員の正社員登用における選抜では､｢仕事-の意欲｣､

｢業務上の知識や技能｣､｢チームワーク｣などを重視していることがわかりました｡

ただし､フリーターや無業の長期化が､若年者のキャリア形成に及ぼす影響は大き

いといえます｡UFJ総研調査では､フリーターや無業を1年以上にわたり継続していた

場合や､25歳以上でのフリーターまたは無業経験がある場合に企業の評価が厳しくな

り､採用に影響を及ぼしている状況が明らかになりました｡

また､厚生労働省の ｢平成16年度雇用管理調査｣によると､フリーターを正社員と

して採用した企業数の割合では､｢採用した｣が11.8%で1割強しかありません｡また､

正社員を採用する際､フリーター経験をプラス評価する企業はわずか3.6%なのに､マ

イナス評価する企業は30.3%で､8倍以上という結果がしめされました (図表lト3-12)0

マイナスに評価する理由 (複数回答)は､｢根気がなくいつ辞めるかわからない｣が

70.7%で最も多 く､｢責任感がない｣が51.1%､｢年齢相応の技能､知識がない｣が

38.1%で続いています (図表lト3-13)｡こうした企業の評価が変わらないとすると､フ

リーターや無業を長期にわたり継続している場合には､それだけで能力向上が阻害さ

れる上に､将来的にもキャリアアップの可能な就業機会を得るチャンスがきわめて小

さくなり､職業生涯を通じてキャリアアップが困難で､不安定な就業環境におかれる

恐れが強くなることを意味しています｡

2001年の日本労働研究機構 ｢若者のワークスタイル調査｣によると､フリーター自

身もこうした厳しい企業の評価を認識しており､およそ半数 (49%)のフリーターが､

経験や資格がないためにフリーターから離脱して正社員になることが難しいと感じて

います｡

一方､厚生労働省 ｢若年者キャリア支援調査｣によると､フリーター経験者を採用

した企業は､採用 したフリーター経験者の特徴 として ｢態度が特に優れている｣

(47.1%)､｢採用職種と関連した実務経験がある｣(43.7%)､｢正社員経験がある｣

(36.8%)等をあげています｡
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プラスに

評価する

図表 lト3-12 フリーターであったことの評価別企業数割合

マイナスに評価する 評価にほとんど影響しない 無回答

20 40

資料出所 :厚生労働省 ｢平成16年度雇用管理調査｣

図表H-3-13 フリーターであったことをマイナスに評価する理由別企業数割合 (複数回答)

根気がなくいつ辞めるかわからない

年齢相応の技能､知識がない

責任感がない

組織になじみにくい

職業に対する意識などの教育が必要

入社時の格付け､配置が難しい

人物像がつかみにくい

その他

0

資料出所 :厚生労働省 ｢平成16年度雇用管理調査｣

20 80(%)

また､社会経済生産性本部が行った平成16年度新入社員の ｢働 くことの意識｣調査

結果によると､新入社員全体の31.3%が ｢今後フリーターになる可能性がある｣と回答

しています｡また､35.3%が､進路を決めるにあたって ｢フリーターになってしまうか

も知れないと思った｣と回答し､さらに20.5%が､｢フリーターでもかまわない｣と､

それを受け入れてしまいかねない状況だったことがわかりました｡若年者にとって､

フリーターが進路の一つの可能性として､しっかり根づいてしまっているといえます｡
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(7)50万人を超えるといわれるニート (進学も就職も求職活動もしない

若年者)

厚生労働省の ｢平成16年版労働経済の分析｣によると､求職せず通学もしないため社

会問題になっている ｢若年無業者-ニート(NEET)｣が､2003年は年平均で前年度より4

万人多い52万人に上り､問題が深刻さを増している実態が明らかになりました｡就職活

動をしないことから､ハローワークなど公的機関経由の接触も困難です｡少なくとも働

く意思はあるフリーターより､はるかにつかみどころがない存在で､職業人育成システ

ムの再構築が必要といえます｡

2003年のUFJ総合研究所 『若年者の職業生活に関する実態調査- 個人 ｢無業者｣調査』

によると､一度も求職活動をしたことがない ｢ニート｣について､求職活動をしたこと

がない理由は､｢人づきあいなど会社生活をうまくやっていける自信がないから｣が

43.1%､｢自分の能力 ･適性にあった仕事がわからないから｣が29.2%､｢自分の能力 ･適

性がわからないから｣が27.7%､｢なんとなく｣が24.6%と､社会に出て行 く不安がベー

スにあります (図表lト3-14)0

図表lト3-14 求職活動をしたことがない理由

(一度も求職活動をしたことがない ｢ニート｣について)

理由 (複数回答) パーセント

ほかにやりたいことがあるから 10.8

家の仕事を継ぐことになっているから 0.0

仕事に就く必要がないから 6.2

人づきあいなど会社生活をうまくやっていける自信がないから 43.1

自分の能力 .適性がわからないから 27.7

自分の能力 .適性にあった仕事 (向いている仕事)がわからないから 29.2

求職活動をしても希望する就職先が見つかりそうにないから 13.8

求職活動の仕方がわからないから 18.5

家事 .育児や介護などで忙しいから 3.1

健康上の理由 18.5

なんとなく 24.6

(注)インターネットにより18歳から35歳の無職者約1400人を2003年2-3月に調査｡

資料出所 :UFJ総合研究所 『若年者の職業生活に関する実態調査- 個人｢無業者｣調査』
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一方､同調査によると､求職活動をしたことはあるが現在はしていない ｢ニート｣に

ついて､求職活動をやめてしまった理由では､｢なんとなく｣が43.4%､｢仕事についてう

まくやっていける自信がなくなったから｣が31.3%､｢希望する就職先がみつからなかっ

たから｣が28.9%と､仕事に就 くことへの自信のなさが見てとれます (図表lト3-15)｡ま

た､同調査によると､生活費をまかなう主な収入としては､ニートの場合､｢家族や親族

の給与 ･収入｣の割合が70.0%で､特に高くなっています (図表lト3-16)0

図表暮ト3-15 求職活動をやめてしまった理由

(求職活動をしたことはあるが現在はしていない ｢ニー ト｣について)

理由 (複数回答) パーセント

ほかにやりたいことがあるから 6.0

家の仕事を継ぐことになっているから 0.0

仕事に就く必要がないから 0.0

仕事についてうまくやっていける自信がなくなつたから 31.3

希望する就職先がみつからなかったから 28.9

希望する就職先があり､活動をしていたが､決まらなかったから 10.8

家事 .育児や介護などで忙しくなったから 2.4

健康上の理由 21.7

なんとなく 43.4

(注)インターネットにより18歳から35歳の無職者約1400人を2003年2-3月に調査｡

資料出所 :UFJ総合研究所 『若年者の職業生活に関する実態調査- 個人｢無業者｣調査』

図表lト3-16 生活費をまかなう主な収入 (複数回答)

失業者 ニート その他

雇用保険 19.0 6.0 4.4

退職金 5.3 2.2 1.6

家族や親族の給与 .収入 49.2 70.0 73.2

預貯金､家賃 .利子 .配当などの収入 33.0 21.5 21.3

奨学金 0.0 0.4 0.5

(注)インターネットにより18歳から35歳の無職者約1400人を2003年2-3月に調査｡

資料出所 :UFJ総合研究所 『若年者の職業生活に関する実態調査- 個人｢無業者｣調査』
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第3章 若年者雇用と労働市場構造の問題

第2節 若年雇用構造の改善にむけた政府の施策

(1)｢若者自立 ･挑戦プラン｣(内閣府･文部科学省･厚生労働省･経済産
業省)の内容

2003年6月､教育 ･雇用 ･産業政策の連携を強化するとともに､人材対策への政策資源

の重点投入とその効率的な活用､成果の最大化を図りながら､官民一体となって総合的

な人材対策を強化する目的で､各省庁が協同で ｢若者自立 ･挑戟プラン｣を策定しまし

た｡ その ｢具体的な政策｣と ｢地域における若年者対策推進のための新たな仕組みの整

備｣については､以下のとおりです｡

〔具体的政策〕

①教育段階から職場定着に至るキャリア形成及び就職支援

<キャリア教育､職業体験等の推進>

a.勤労観 ･職業観の醸成を図るため､学校の教育活動全体を通 じ､子供の発達段

階を踏まえた組織的 ･系統的なキャリア教育 (新キャリア教育プラン)を推進す

る｡このため､学習プログラムの開発や教員研修の充実などを図り､各学校の取

り組みを促進する｡

b.｢総合的な学習の時間｣等を活用 しつつ､学校､企業等の地域の関係者の連携 ･

協力の下に､職業に関する体験学習のための多様なプログラムを推進することな

どにより､小学校段階からの各種仕事との触れ合いの機会を充実する｡

C.インターンシップについて､単位認定の促進､期間の多様化などにより内容を

充実し､実施の拡大を図る｡また､各省が連携 して､国､地方の各レベルで関係

者による連絡 ･推進協議会を設置するなど推進体制を強化する0

d.社会や企業の最新情報を活かした進路相談などを効果的に実施するため､地域

の多様な人材を様々な教育活動の場で積極的に活用する｡
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

<日本版デュアルシステムの導入､基礎から実践にわたる能力向上機会の提供>

a.若年者向けの実践的な教育 ･職業能力開発の仕組みとして､新たに､企業実習

と教育 ･職業訓練の組み合わせにより､若者を一人前の職業人に育てる ｢実務 ･

教育連結型人材育成システム (日本版デュアルシステム)｣を導入する｡

b.就業に関わる基礎的な能力を付与する機会､企業等のニーズを踏まえた実践的

な職業能力開発の機会を提供するとともに､フリーター等に対する多様な実務的

教育の機会 (フリーター再教育プラン)を提供することにより､その能力向上を

通じた職業的自立を支援する｡

<専門人材の要請､配置等を通じた就業支援､キャリア形成支援体制の整備>

a.就職未内定生徒､未就職卒業者が､ジョブサポーターにより､就職活動から職

場定着までの一貫したマンツーマンのきめ細かな就職支援を受けられる体制を整

備する｡

b.新たに､若年者の適性と能力に応じた相談､情報提供等の支援を行い､職業的自

立-導く専門的なキャリア ･コンサルティングを行う人材の能力要件を明確化し､

その養成を早急に進める｡ また､こうした専門人材の学校での積極的活用や､ハロ

ーワーク等-の配置により､若年者の職業的自立に向けた支援機能の充実を図る｡

②若年労働市場の整備

O｢学卒即本格雇用｣以外に ｢学卒後就職探索期間を経て本格雇用｣という就業経路
の複線化に対応した就職システムの整備を進める｡具体的には､複数応募制､通年

採用の普及､ トライアル雇用の積極的活用､キャリア探索- 形成に係る総合的な情

報提供等を推進する｡

○能力を軸としたマッチングを可能とするため､企業が若年者に求める人材要件を明

確にし､集約して学校や学生に提示する仕組みを関係者の協力のもとにつくりあげ

ることにより､能力を軸とした若年労働市場の基盤を整備する｡

○学卒､若年者向けにスキル標準の策定を含む実践的な職業能力を評価 ･公証する仕

組みを新たにつくり､若年者のキャリア目標づ くりや企業側の採用の目安としての

活用を進める｡

声 1



第3章 若年者雇用と労働市場構造の問題

③若年者の能力の向上/就業選択肢の拡大

○奨学金の充実や､教育訓練給付制度における政策効果の高い指定講座-の重点化等､

やる気のある若者に対する教育 ･訓練機会を提供する｡

○社会経済の複雑化 ･高度化に対応し､社会を牽引できるような高度な専門能力等を

持つ人材を養成する (キャリア高度化プラン)｡

a.大学､大学院､専修学校等において､産学官連携によるキャリアアップのため

の先導的な短期教育プログラムの開発､推進を図る｡

b.わが国の経済社会を牽引する高度な専門能力を持つ人材を養成するため､専門

職大学院の設置促進などによる高度専門職業人養成の強化を図る｡

C.大学院における世界的な水準の人材育成の支援や､新しい教育プログラムの提供

や学部教育と大学院教育との連携などの大学教育の工夫改善に資する取り組み等に

ついての充実強化を図る｡

(彰若者が挑戦 し､活躍できる新たな市場 ･就業機会の創出

○平成18年までの新規開業数の倍増を目標に､特に若年者による創業への挑戦を促す

ため､新たな支援体系を構築し､重点的 ･集中的な対策を講じる (｢若年者創業チャ

レンジプラン｣の推進)0

○具体的には､(i)挑戦者を真に応援する民間やNPOを最大限活用した ｢創業コミュ

ニティの形成｣､(ii)｢産業再生 ･創業促進型人材の重点的育成｣､(iii)｢創業促進の

ための制度基盤整備｣を柱とし､以下の施策を中心に大胆な政策展開を行う｡

<創業コミュニティの形成>

a.若年者など30万人以上を対象とした企業予備軍総合支援サービス ｢起ちあがれ

ニッポン DREAMGATE*2｣について､学生への集中啓発等､若者を意識した新

たなサービスを展開する｡

b.民間やNPOによるベンチャー企業向けの実践型インターンシップ等を実施 し､

*2具体的には､設立3年以内の起業を対象に1社最高1000万円までの助成金 (総額2億円)を支給する資金支

援プログラム ｢ベンチャー ･サポートウェア｣事業や､｢事業アイデア発想力｣｢行動力｣などが自然に身に
つく起業 ･独立教育プログラム ｢DREAMGATEメールマガジン｣事業､民間の経営手法と顧客志向を徹底し
た起業 ･独立支援プログラム ｢DREAMGATEサポート｣事業などを予定しています｡

声 1



第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

創業に挑戦する人材を大量発掘 ･養成する｡

C.大学発ベンチャーについて､1000社創出の加速化や､統合技術による事業化な

ど総合的な市場化支援を行う｡

d.産業クラスター計画を強化する｡販路開拓支援の拡充､資金調達力強化等によ

り､3年間で1万件の新事業創出を図る｡また､知的クラスター創出事業を推進す

るとともに､産業クラスター計画との連携を強化し､新技術の事業化を促進する｡

<産業再生､創業促進型人材の重点的育成>

a.実効的な教育内容と高い創業 ･就業実績を持つ民間事業者が行う実践的な創業

教育を支援する｡

b.経営､ベンチャー､事業再生等の高度人材に関するスキル標準の策定､企業や

大学､自治体の連携によるIT人材の育成､スピンオフ型ベンチャー人材の育成など､

市場が求める産業再生 ･創業促進型人材の育成を強化する｡

C.技術と経営に精通した高度人材 (MOT人材)の育成を強化し､5年間で1万人の

MOT人材の輩出を図る｡ また､先端技術と知的財産の知識を併せ持った人材 (知

的財産専門人材)の育成､継続的な研修等を強化する｡

d.小中高校生に対する体験 ･参加型の起業家教育を充実し､未来の起業家の育成

を強化する｡

e.若手経営者の育成のため､創業塾を拡充する｡

<創業促進のための制度基盤の整備>

a.最低資本金制度の撤廃や､簡単で柔軟な事業組織制度として､有限責任会社

(LLC)や有限責任組合 (LPS)を導入する｡

○新産業創出のための独創的研究開発､実用化研究及びその支援を行う施設を整備す

る｡

○幅広い健康サービス産業のネットワーク化による地域における総合的なヘルスケア

サービスの創出を図る｡

○市民ベンチャーの創出支援やアドバイザーの育成などコミュニティビジネスの活性

化等による就業創出を図る｡
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第3章 若年者雇用と労働市場構造の問題

○潜在需要を喚起する既成改革の加速等により､新たなビジネス市場を拡大する｡

〔地域における若年者対策促進のための新たな仕組みの整備〕

(若年者のためのワンストップサービスセンター :通称 ジョブカフェ)

○若者の生の声を聞き､きめ細やかな効果のある政策を展開するための新たな仕組み

として､地域の主体的な取 り組みによる若年者のためのワンス トップセンターの整

備を推進する｡

○ センターの名称や具体的な業務等については､取 り組みを行う地域において利用者

である若者の声も聞きながら検討 ･決定する｡

(2)｢若者自立 ･挑戦プラン｣についての提言

①フリーターへのサポー ト強化

現在200万人を超えるといわれるフリーター-の処遇改善や正社員採用 ･登用や教育

機会の提供等に関する項目では､直接的には<日本版デュアルシステムの導入､基礎

から実践にわたる能力向上機会の提供>における ｢b.就業に関わる基礎的な能力を

付与する機会､企業等のニーズを踏まえた実践的な職業能力開発の機会を提供すると

ともに､フリーター等に対する多様な実務的教育の機会 (フリーター再教育プラン)

を提供することにより､その能力向上を通じた職業的自立を支援する｡｣という部分の

みで､不足していると思われます｡

前述のとおりフリーターの増加については､本人だけの問題ではなく､今後の社会

全体に与えると予測されるマイナスの影響も大きく､フリーター本人もその約8割がフ

リーターからの脱却を望んでいることより､実務的教育の機会の提供のみでなく､貸

金を中心とした労働条件の改善や正社員-の採用 ･登用機会の増大に結びつく具体的

かつ有効な施策が望まれます｡

②若年層正社員へのサポー ト強化

いわゆる ｢七五三離職｣といわれる若年層正社員の高い離職率については､確かに
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

具体的政策にあるキャリア教育や職業体験､キャリア ･コンサルティング､ トライア

ル雇用等の施策も有効であると考えられます｡しかし､それ以上に入社後の労働条件

や職場での人間関係等の不満感の方が､より大きな要因ではないでしょうか｡そこで､

入社後の本人-のカウンセリングや労働条件の点検等を政労使でおしすすめるような

施策が望まれます｡また､正社員 ･非正社員に関わらず､入社後のOJT (職場で実際に

仕事を行いながらの教育訓練)を強化するよう､企業に強く要請していくことも必要

でしょう｡

③企業への対策立案

先にもふれたように､｢平成15年版国民生活自書｣によると､若年層の就職難やフリ

ーターの急増は､｢企業側の要因が大きい｣という政府側の認識に反して､企業側にむ

けた具体的な対策がありません｡各企業における若年層の正社員の採用や､正社員-

の登用を押 し進めるためのサポートとなる対策を中心に立案し､取 り組んでいくこと

が重要といえます｡

第3節 労働組合としての若年雇用構造の改善にむけた課題

(1) 非正規社員処遇改善へのアプローチ

ここでは､労働組合が若年雇用構造の改善に向けて､いかに取り組むべきかについて､

特に非正規社員の処遇改善を中心に論じます｡これは､先にふれたように若年雇用にお

ける最大の問題は､今後もさらに増加が見込まれる ｢非正規化｣の急速な進展という背

景であり､また､非正規社員の中でも生涯にわたる正規社員との賃金格差が最も大きく

見込まれるのが､若年層であるためです｡

①正規 ･非正規労働者の均等処遇にむけた連合の取り組み

非正規社員の急速な増大の中､パートタイム労働者は､1000万人を超えています｡

その中で週の労働時間は35時間以上ですが､勤め先の呼び名は ｢パート｣であるいわ
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第3章 若年者雇用と労働市場構造の問題

ゆる ｢疑似パート｣も､345万人に上ります｡これらのパー トタイム労働者が雇用労働

者に占める割合は､20年前は1割でしたが､今や2割に達しています｡こうした数の上

での増加だけでなく､処遇の改善は進まないままに､パー トタイム労働者の業務内容

は補助的 ･定型的労働だけではなく､基幹的業務にも及んでいます｡パートタイム労

働者が正規社員に仕事を教える職場､職場の大部分がパー トタイム労働者という職場

も出てきています｡このように､パー トタイマーが量的 ･質的に基幹労働力となる傾

向にあるにもかかわらず､賃金､有給休暇､福利厚生など労働条件全般について､パ

ートタイム労働者と正規社員との間の格差は依然として大きいのです｡使用者がパー

トタイム労働者を雇う理由も､｢人件費コストの削減｣にシフトしてきています｡

雇用の安定という側面から見ても､期間の定めのある有期労働契約が多く､反復更

新を繰り返し､実質的に常用雇用であっても､｢雇い止め｣の不安にさらされています｡

健康保険 ･厚生年金などの社会保険も､使用者側のコス ト削減要因と働 く側の就労調

整誘因とが相侯って､未加入が多く､社会保険の空洞化が危倶されています｡労働組

合に関しても､一部の産業分野では積極的な組織化を進めていますが､大半は労働組

合に組織化されていない非正規雇用であるがために､クレジットカードをつくれない､

ローンを組めない例も見られるなど､社会的な身分差別とも言われるような現象も起

きています｡

また､自治体の公共サービスなどにおいても､臨時 ･非常勤 ･パート労働者が増加

を続けていますが､パート労働法は適用されず､地方公務員法での法的位置づけも唆

味で､法の谷間に置かれているのが現状です｡こうした､パー トタイム労働者などの

非正規雇用と正規雇用との二極化､仕事と暮らしのアンバランスの背景には､正社員

などの正規雇用は ｢一人前の労働者｣､パートタイム労働などは ｢補助的､臨時的な労

働力｣と位置づけられてきた労働市場の二重構造があるといえます｡しかし､パート

タイム労働者は､補助的 ･臨時的な労働者ばかりではなくなりつつあり､派遣労働者､

請負労働者等もふくめた非正規労働者全般にわたって処遇の格差､雇用の不安定性､

労働者保護面での問題を放置すれば､雇用労働者全体の労働条件の低下や雇用機会の

減少につながりかねないといえます｡また､正規労働者に課せられた労働負荷を放置

すれば､暮らしとの両立はますます難しく､子どもの健やかな育ちが損なわれたり､
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

家族的責任のために退職を余儀なくされる労働者の増加や､住民参加の欠如で地域社

会の崩壊が加速するなど､くらしの安心 ･安定の基盤が失われていくおそれがありま

す｡こうした増えつづける非正規労働者が､将来にむけても安定した雇用と安心でき

る賃金をはじめとした労働条件の確保を進めるためにも､非正規労働者の処遇につい

て正規労働者との ｢均等処遇原則｣をベースに強く改善を求めていく必要があります｡

この均等待遇ルール確立は､既に国際的な流れにもなっています｡EU (ヨーロッパ

連合)は ｢パー トタイム労働に関する均等待遇指令｣(1997年)､｢有期労働指令｣

(1999年)を定め､賃金の ｢時間比例｣を原則とし､加盟各国での法的整備を義務づけ

ています｡また､1994年のILO (国際労働機関)総会では､第175号パート労働条約 ･

同勧告が採択されました｡ 連合は､国際自由労連の一員として積極的に採択にむけて

活動し､採択に賛成しましたが､日本の使用者は反対､政府は棄権でした｡ 条約は､

すべての短時間労働者を対象とし､1)パートタイム労働は労働者が自由に選択すべき

ものである､2)労働者の権利と労働条件は比較しうるフルタイム労働者と均等とすべ

きである､などの原則を確認しています｡

この条約採択によって､その後のパート労働法の見直しに大きな影響を及ぼすこと

が期待されましたが､政府は年功賃金制度などの日本特有の雇用慣行を理由にあげて､

積極的な対応を行っていません｡連合を中心に引き続き､これらの条約の批准を強く

求めていくべきであるといえます｡

連合は1989年に ｢パートタイム労働対策対策基本方針｣(1988年の民間連合の方針を

継承)を確立して取 り組みを行ってきました｡この基本方針では､フルタイム型パー

トタイム労働者の正規従業員化を進めることと､パートタイム労働者に対する政策と

して､1)労働基準の徹底､2)パー トタイム労働法 (仮称)の制定､労働基準法の改

正､社会保険関係法の改正要求*3などの法規対策､3)労働条件の向上､4)組織化の推

進を主な内容としています｡1992年には公務関係のパートタイム労働対策をこれに統

合し､民間､公務と一体的に取り組んできました｡

この中でパート労働法の取 り組みは､連合と当時の野党である社会党､公明党､民

*3連合では､｢2004-2005政策 ･制度要求と提言｣において､パートタイム労働者への社会保険の適用拡大

を具体的項目としてとりあげ､2004年の年金改革においても要求しました｡
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社党､連合参議院などと一体的に展開され､政府 ･自民党をパー ト法制定に動かし､

その結果､1993年に現在の ｢短時間労働者の雇用管理の改善に関する法律｣(パート労

働法)が成立しました｡

このパー ト労働法の中では､｢事業主は均衡等を考慮する｣ことが努力義務とされ､

指針の策定など各種の施策が実施されてきました｡なお､パート労働法は施行後3年を

経過した後に見直すことになっていましたが改正は見送られ､1)1998年の労働基準法

の改正にあわせてパート労働者の労働条件の トラブルを防止する観点から､労働条件

の文書明示を事業主に書面で交付することを義務づけられました｡また､2)2000年に

は､均衡処遇の考え方 (物差し)が労使と識者によってまとめられ､労使協議の参考

として行政から示されました｡3)連合は､パートタイム労働者の雇用の安定確保の観

点から有期労働契約の更新を問題視し､基準策定を求めてきました｡行政は､2000年

12月に ｢有期労働契約の締結及び更新 ･雇い止めに関する指針｣を定めたものの､有

期労働契約のあり方についての結論を先延ばしにしてきました｡

また､正規 ･非正規労働者間の賃金格差は拡大傾向にあり､強制力のある法律の制

定の必要性が明らかです｡連合は､さらに増加の見込まれる非正規労働を低賃金 ･不

安定な雇用就労形態ではなく､働 く人にとって主体的に選択できる働き方にするため

に､｢均等処遇原則｣を定める ｢パート･有期契約労働法｣の制定を求め､2004年度に

おける3つの最重点課題のひとつとして取 り組んでいます｡この ｢パート･有期契約労

働法｣のポイントとしては､以下のとおりです｡

1)｢均等待遇原則｣

パートタイム労働者 ･有期契約労働者の処遇について､｢合理的な理由｣がある場

合を除いて､通常の労働者との差別的取り扱いを禁止する｡

2)｢パートタイム ･フルタイムの相互転換｣

パートタイムからフルタイム､フルタイムからパー トタイムへの転換希望に対す

る使用者の配慮義務を定める｡

3)｢有期労働契約の理由の明示｣

有期労働契約の締結の際には､契約期間と期間を定める理由について､書面で明

示することを義務づけている｡
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なお､均等待遇原則の中にある ｢合理的な理由｣とは以下のとおりです｡

1)｢合理的な理由｣となるもの

O｢職務｣の違い
職務内容の難易度

労働の負荷 (肉体的 ･精神的負担､労働環境)

業務に要求される知識 ･技能 (熟練度､資格 ･免許など)

責任の度合 (業務に対する責任､利益目標に対する責任)

○業務遂行能力の違い (キャリア､勤続､公的資格など)

○成果 ･業績の違い

2)｢合理的な理由｣とならないもの

○学歴 ･性別

○雇用契約期間の違い

○所定外労働の可能性の有無

○採用手続きの違い

○兼業規制の有無

3)一律に ｢合理的な理由になる｣とは言えないもの

○労働時間､休日､夏期休暇など休暇設定の自由度

○配転 ･転勤の可能性の有無

○雇用管理区分の違い

このような正規 ･非正規労働者の均等処遇にむけた取り組みを､連合､および構成

産別､企業別労働組合それぞれにおいて､さらに強化していくことが重要です｡

②非正規労働者の組合員組織化にむけて

正規 ･非正規労働者の均等処遇を､より一層すすめるためには､非正規労働者の組

合員組織化をすすめ､個々の職場における個々の労働者に対 して､踏み込んだ取 り組

みが不可欠といえます｡連合のパートタイム労働者の組合加入促進は､いくつかの構

成組織では取 り組みが行われているものの､全体としては組織化プラン (｢アクション

プラン21｣)の中でようやく始まったばかりです｡
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パートタイム労働者の組合員数は28万人で､短時間労働者全体の2.7% (2001年)で

す｡そのうち､26万4760人が連合の組合員であり､連合組合員全体に占める割合は､

3.7%となっています｡パートの組合員数は､年々若干増えているものの､その数は1万

人から2万人程度にすぎません｡労働組合の交渉力強化のためにも､組合づくりは全力

をあげて取 り組む課題ですが､パートタイム労働者の組合加入と組合づくりの目標を

もっている構成組織はまだ少数です｡同じ働 く仲間として､パートタイム労働者など

の事業所内労働相談､対話､労働組合員の範囲など労働組合規約の見直しなどの取 り

組みも､これからです｡

一万､01ゼンセン同盟では2004年5月人材派遣業界をカバーする包括的な労働組合と

して ｢人材サービスゼネラルユニオン｣を結成しました｡結成時の参加組織は人材派

遣業の8組織の1万7000人で､苦情処理機能の構築や生活応援機能の充実､休業補償制

度の検討などを進めることを計画しています｡こうした非正規社員組織化の動きがさ

らにひろがっていくことがのぞまれます｡

非正規労働者の組織化をすすめるにあたり必要となってくることは､当然､非正規

労働者が労働組合加入のメリットを理解 し､前向きな意識を持ってもらうことです｡

そこで､2002年にUIゼンセン同盟 ｢パー トタイマー調査｣をみると､ここでは労働組

合がある企業に勤務するパートタイマー (未組織)に調査 していますが､パートタイ

マーの約4分の1は勤務先に労働組合があることすら ｢知らなかった｣と答えています｡

また､組合活動への理解という面では､活動内容を ｢知らない｣人が約3分の2､10年

以上の長期勤続者でも約半数の人が ｢知らない｣と答えています｡現状､組合員でな

いパートタイマーにとって､労働組合は遠い存在になっていることが見受けられます｡

また､｢労働組合加入を勧められたらどうするか｣という問いに対する回答では､労

働組合加入に肯定的な人が約3分の1､加入に否定的な人が2割弱､｢よくわからない｣と

する人が4割強という結果でした｡この態度を保留した回答をした人達は､これまで組

合と接触した経験もなく､また､組合の価値を十分判断する材料のない立場に置かれて

いたためと思われます｡労働組合からのアプローチ次第では､組合-の組織化は可能な

層といえるでしょうが､まず､丹念に労働組合の意義や活動を伝え､具体的な加入のメ

リットを理解してもらうという地道な取り組みが不可欠といえるでしょう｡
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(勤非正規社員から正規社員への登用制度の拡大にむけて

厚生労働省委託 ｢若年者のキャリア支援に関する実態調査 (パート･アルバイト多

数雇用企業調査)｣によると､パー ト･アルバイトを多数雇用する企業におけるパー

ト･アルバイトの正社員登用の状況をみると､登用の考え ･制度 ｢あり｣が83.8%で､

うち ｢人事制度として社員に明示｣が23.8%でした (図表lト 3-17)0

また､2003年に連合総研が行った ｢若年者の職業選択とキャリア形成に関する調査｣

によると､正社員登用の制度 ･慣行を企業は､優秀な非正社員を登用し､その人材の

定着や仕事意識を高めることや､非正社員全体の定着や仕事意欲の向上のために活用

されていることがわかりました｡ 非正社員を活用する企業に対 して､正社員登用制度

を非正社員の活性化策として導入することを奨励する施策が､企業にとっても若年者

の雇用環境改善にとっても有益になるだろうと考えられます｡

また､非正社員から正社員に登用された者のキャリアを見ると､勤続1年から2年で

20歳代半ばに登用された者が多くなっています｡また､正社員に登用されるためには､

業務成績が登用基準をみたすことだけでなく､登用後にフルタイム勤務だけでなく､

シフト勤務や残業､さらには仕事内容や職種の変更に柔軟に対応できることが求めら

図表lト3-17 パー ト･アルバイ トを正社員に登用または採用する考え･制度の状沢

(∩-80)

資料出所 :厚生労働省委託 ｢若年者のキャリア支援に関する実態調査 (パー ト アルバイト多数雇用企業調査)｣
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れることが多いといえます｡つまり､仕事上の能力を習得するだけでなく､正社員に

期待される柔軟な働き方を担えることが正社員として登用される条件とされています｡

本人希望がある場合の正社員から非正社員-の移行のみでなく､非正社員から正社

員への移行についても､本人の希望があれば登録され､企業の公正な選考の上､正社

員登用がなされるシステム整備を労働組合から政府､企業に働 きかけることが肝要で

あるといえます｡

(2)若年正社員定着にむけたアプローチ

①カウンセリング機能の活用､強化

2003年11月に労働政策研究 ･研修機構が企業労使を対象に行った調査結果によると､

若年層が担当する仕事量については､企業の回答では ｢増えた｣が12.5%､｢やや増え

た｣が41.4%､労働組合の回答では ｢増えた｣が25.6%､｢やや増えた｣が51.3%で､労

使とも ｢(やや含め)減った｣とする回答は皆無でした (図表Il-3-18)｡さらに､若年層

の精神的負担についても､企業の2.9%が ｢高まった｣､53.9%が ｢やや高まった｣､

｢(やや含め)低 くなった｣とする回答は皆無､労組の18.0%が ｢高まった｣､59.0%が

｢やや高まった｣､2.6%が ｢やや低 くなった｣と回答しており (図表lト3-19)､新規採用

の抑制等が肉体的 ･精神的負担増の大きな一因であることをうかがわせます｡つまり､

正社員として就職できた人達についても､その多 くにかなりのハー ドワークと大きな

ストレスいう現実が待ち受けているといえます｡

先にふれたいわゆる ｢七五三離職｣がおこる背景として､この職場環境の厳しさが

まずあげられますが､さらに以前なら同期入社や比較的年齢の近い社員との会話の中

である程度解消できたス トレスも､新規採用減の環境の中で解消されずに残 り､将来

へのポジティブな展望が開けずに退職につながるケースが､かなり多いのではないか

と思われます｡また､このような正社員の厳しい労働環境が､若年者にフリーターを

選ばせる要因のひとつになっているともいえるでしょう｡

各企業における労働組合において､特に若年労働者へのカウンセリング機能を強化

し､仕事や職場の不満や不安について聴くという活動を強化することが､若年正社員
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図表Iト3-18 若年層が担当する仕事量

:=::'.:::::=i'≒:::≡:::::::IL:I:=:≡:=:::=:≡:≡:=:::=:;:=:=:≡:=:::=
46.2%:::::::::::::.;::::;::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::S

SN+++++1
154% 7.7%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 1

団 増えた E国やや増えた ロ ほぼ同じ EZZlやや減った ■ 減った 囚無回答

資料出所 :労働政策研究 ･研修機構 ｢第1回ビジネス ･レーバー ･モニター調査｣

図表lト3-19 若年層の精神的負担

42.3%

1.0%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 1

国 高まった 国 やや高まった □ ほぼ同じ EZZlやや低くなった ■l低くなった 匿ヨ無回答

資料出所 :労働政策研究 ･研修機構 ｢第1回ビジネス ･レーバー ･モニター調査｣

の定着において有効ではないかと考えられます｡また､ここではあまりカウンセリン

グの形式にとらわれずに､ともかく通常の会話の中での対応を考えればよいと思われ

ます｡

②苦情処理機能の活用､強化

2003年に連合総研が行った調査によると､いわゆるサービス残業があるとする雇用

者は､約35%であり､労働組合有無別でもほとんど差がみられませんでした｡また､

20代でもほぼ同程度の割合でサービス残業が発生しています｡さらに､正社員におけ

る週実労60時間以上者の比率をみると､全体では21.3%ですが､20代では27.4%と最も

高い比率となっています｡
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こうしたサービス残業や長時間労働､または過重なノルマやパワーハラスメント等､

個別の雇用者の苦情が全体でも増えていますが､20代にも着実に増え､そういった要

因がさらに離職者を生むという悪循環に陥っていると考えられます｡労働組合の主要

な役割のひとつである､苦情処理活動をそれぞれの職場において徹底させ､解決をは

かることが重要といえるでしょう｡

なお､連合では､サービス残業やセクシャル ･ハラスメント撲滅の運動を継続して

進めています｡この運動が､労働組合のない企業においても成果として広がることを

期待したいところです｡また､この課題については､産業別組合においてもそれぞれ

独自の取り組みがみられます｡さらに踏み込んだ活動を､各企業別組合の共通した認

識のもと継続して欲しいと考えます｡

③教育 ･訓練体制強化へのアプローチ

正規雇用 ･非正規雇用にかかわらず､若年者が職業能力や専門的な技能を身に付け

られないことは､本人にも社会にも大きな損失になる可能性が高いといえます｡職業

人としての育成期間である入社後の数年間は､どのような働き方を選んでも､経験に

応じた職業能力が得られ､その後の能力発揮や転職に活かされていくことが望ましい

わけです｡

2003年に連合総研が行った ｢若年者の職業選択とキャリア形成に関する調査｣によ

ると若年層の正社員へのOJT (職場で実際に仕事を行いながらの教育訓練)に積極的な

事業所は､若年層の非正社員に対してもoJTの機会を積極的にあたえていることがしめ

されました｡また､若年層の非正社員からの正社員登用についても積極的に行う傾向

にあることもわかりました｡若年層の正社員の育成に積極的な事業所は､若年層の非

正社員の育成にも積極的であり､意欲や能力の高い若年層の非正社員を正社員に登用

してより長期的な育成をはかることにも積極的といえます｡反対に､若年層の正社員

の育成に必ずしも積極的でない事業所は､若年層の非正社員の育成にも消極的であり､

したがって､若年層の非正社員からの正社員登用にも消極的です｡若年層の技能形成

やキャリア形成の機会においては､正社員と非正社員とのあいだの格差だけでなく､

事業所間の格差も無視できないといえます｡
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第Ⅱ部 雇用を中心とする持続的発展基盤の課題

図表Il-3-20 0FF-JTの実施状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

建設業
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i
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平成14年度

平成13年度

平成14年度
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平成14年度
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【コ実施した 団 実施していない 凶 無回答

資料出所 :厚生労働省 ｢平成15年度能力開発基本調査｣

厚生労働省の ｢平成15年度能力開発基本調査｣によると､平成14年度に正社員に対

して､OFFJT(通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練 ･研修)を ｢実施した｣企

業は48.7%､｢実施しなかった｣企業は49.4%となり､半数近くの企業でOff-JTが実施さ

れています (図表It-3-20)｡しかし､前年度調査と比較すると､ll.5%ポイントと大幅

に減少しています｡こういった現状をふまえ､oJT､OFF-JTの体制をしっかり構築す

るよう､労働組合から経営側への投げかけを強化していくことが肝要です｡

参考文献

厚生労働省職業能力開発局 (2003年9月)｢若年者キャリア支援研究会報告書｣

日本労働組合総連合会 (2003年8月)｢2004年度連合の重点政策の要求｣
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む す び

本報告は､｢失われた10年｣とも言われるバブル崩壊後の長く苦難に満ちた調整過程の最

終局面にさしかかりつつある日本経済の現状を考察しました｡

日本経済は､企業部門の改善が徐々に家計部門に浸透し始め､自律的経済回復が始動し

ているようにみられます｡リスク要因として見当たるのは､来年にかけてアメリカと中国

で若干の減速要素があり､純輸出が次第に伸び悩んでくることです｡しかしながら､海外

経済の減速が現在の予想範囲内であれば､企業の財務体質の改善を通じた抵抗力を高め自

律回復力を強めているため､その影響を十分吸収できるでしょう｡一時的な踊り場はある

にしても､企業収益は増益基調が続き､自律的な景気拡大は基調として続 くでしょう｡ま

た､非製造業を中心に生産性向上の余地があり､来年も景気の過熱感はみられない状況と

なりそうです｡このように､勤労者へのより一層適切な分配を実現するための好条件が揃

ってきています｡そして､家計の所得環境の改善を通じて､経済成長のエンジンをこれま

での輸出や設備投資から個人消費に切り替えることで､景気拡大の持続性を高めることが

できます｡

他方､地域間や企業規模間の格差の拡大は､今回の輸出や設備投資主導の回復の影に当

たる部分でした｡今後民間最終消費主導の拡大に転じてくれば､その恩恵は中小企業や地

方圏を中心に波及するため､規模間や地域間の格差の是正に貢献することが予想されます｡

このように､景気拡大の持続性を高め､各般の格差を縮小するためにも､勤労者-のよ

り一層適切な配分が求められているのです｡

人口減少社会の中で長期的な発展を支えるには､長期雇用が確保できるような産業の持

続的発展は欠かせませんし､何といっても技術進歩による生産性向上に加えて､女性も含

めた就業率上昇も欠かせません｡特に生産年齢人口は既に減少に転じており､手をこまね

いている時間はもはやありません｡こうした観点から､イノベーションを通じた産業の持

続的発展のための課題を考察するとともに､高齢者と若年者の構造的な低就業問題を検討

し､その対策について提言を行いました｡

産業とイノベーションでは､日本の産業競争力を大きく動かしているエレクトロニクス

分野を中心に検討しました｡家電を中心とするエレクトロニクス産業は1980年代に圧倒的
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な競争力を有し､日本を代表する産業でした｡これが長期停滞に陥ったのは､確かにIT

の発達を背景としたモジュール化による部分も大きいけれども､日本企業自身の行動がブ

ーメランのように自分に跳ね返ってきた部分も大きいと考えられます｡安易な海外現地生

産のシフト等による技術移転に加えて､人員整理された中高年の生産技術者や研究者が東

アジア企業に転職したことが東アジアへの技術移転を促進して東アジア企業の躍進に寄与

したものと思われます｡日本が得意とする擦 り合わせ技術と非常に親和的な高度素材や自

動車等の機械産業では､製造アーキテクチャーがモジュール化しなければ持続的な競争優

位を保持できるでしょう｡デジタル家電では､意図せざる技術移転を通じたモジュール化

を防ぐために製造拠点が国内に回帰しています｡こうした現象を踏まえて､一般化すれば､

持続的な競争優位を構築するには､産業競争力が強い高度素材産業と緊密な連携をとりな

がら､基幹部品から一貫して開発して販売するまでの垂直統合モデルにすることが重要と

思われます｡また､長期的な観点から研究開発を地道に行っていくことも引き続き重要か

つ有効であり､政策的な支援の継続も必要でしょう｡

医療技術や公衆衛生環境の向上により､人々の余命が延び､元気で働 く意欲や能力のあ

る高齢者が増えています｡これから団塊の世代の大量退職が見込まれ､元気な高齢者がま

すます輩出するに違いありません｡しかしながら､高齢者のイメージは未だ昔のままなの

で､求人が少なく､職業キャリアを活かせる仕事は多くはありません｡ このため､働きた

くとも満足できる仕事で働けない高齢者が多く､社会的損失は大きなものとなっています｡

こうした構造を打開するには､生涯現役の考え方を踏まえた上で現役年齢の考え方を再検

討し､高齢者ワークシェアリングを普及させていくことが重要です｡

高齢者雇用と若年者雇用は必ずしもトレードオフの関係にはありません｡つまり､高齢

者雇用を促進したからといって､若年者の雇用を減らすわけではありません｡若年者雇用

問題が重要なのは､安定した職業生活に就くことができなければ､結婚が困難となり､

層少子化高齢化が進展するためです｡

若年者雇用で問題となっているのは､高い離職率といった従来からの供給側の要因もさる

ことながら､正社員の入り口が狭くなったこともあって非自発的にフリーターが増えている

ことです｡また､柔軟性に富む若年期に職業スキルを身に付けなければ､ヒューマン･キャ

ピタルはなかなか形成できません｡このため､供給側である若年者については､職業人にな

る上で自ら意識改革を行うとともに､教育段階から職業定着に至るまでのきめ細かい対策が

重要です｡そこで教育行政や職業訓練 ･能力開発行政の果たす役割は少なくないでしょう｡
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むすび

また､需要側である企業の意識も短期の成果主義ではなく､長期的な観点から若年者を育成

するように変えるとともに､非正社員から正社員への登用制度を設けてモチベーションを高

めることが重要です｡延いては企業の競争力の向上につながってくるでしょう｡

日本経済が直面する長期的な課題として､人口減少社会への対処があります｡少子 ･高

齢化で労働力が減少するため､マクロでは成長制約になるとともに､ミクロでも国内市場

の規模が縮むことでスケールメリットを享受しにくくなるという懸念は絶えません｡これ

が現実のものになるかどうかは､これからの国民全体の努力いかんにかかっています｡以

上のような努力が十分に実施されれば､少子高齢化に歯止めをかけるとともに､元気で働

く意欲や能力のある高齢者は生涯現役で輝き続けることができます｡技術進歩を通じた生

産性の向上に加え､労働力の減少の抑制により潜在成長力を高めることができましょう｡

同時に､上記の懸念を打破し､21世紀の明るく元気な日本を切り拓くことができます｡こ

うした意味で､今後の国民一人一人の実勢な取り組みが問われてくるのです｡
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1.経済の現状

日本経済は回復を続けています｡世界経済の回復を背景に輸出はやや伸びが鈍化しつつ

も増加が続いており､それを受けて民間設備投資も引き続き増加しています｡こうした背

景により､生産活動は若干鈍化しつつも基調として増加しています｡企業収益が引き続き

改善する中で､労働需給は改善基調にあるものの､パートタイム労働者比率の上昇なども

あって家計の所得環境の改善はやや遅れています｡このため､個人消費の改善テンポは緩

やかなものとなっています｡

このようなことから､2004年度の実質経済成長率は､公的固定資本形成は大きく減少す

るものの､輸出や民間設備投資が大幅に増加するため､3.2%増と2年連続の3%成長は達成

できるものと見込まれます｡

2.2005年度見通し

(1)プラス要因

企業の財務体質が非常に強靭になっており､企業収益 も引き続き堅調に回復することが

見込まれるため､来年度も日本経済を引き続き支えていくものと考えられます｡
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[参考]2005年度日本経済の展望

近年の財務健全化に向けた努力で､バブル時に積み上がった過剰債務をかなり整理した

ことなどにより､今年度の上場企業の経常利益は2年連続で最高益を更新する見通しとなっ

､七います｡また､各機関の収益予想によると､来年度の経常利益は､売上増を背景に､増

加率こそ鈍化するものの6-8%程度の増益となっています｡

加えて､損益分岐点比率もかなり低下してきています｡このため､仮に売上が減少して

も経常利益に与える悪影響も小さくなっており､売上減少に対する抵抗力が増しています｡

他方､金融機関の不良債権をみると､2004年3月末で前年度に比べ9.9兆円も減少し､不

良債権比率も6.3%と1.5%ポイントも低下しています｡こうした中､金融システムに対する

不安は一頃に比べるとかなり薄らいでいます｡

(2)不安要因

日本経済が減速に陥る不安要因は､次の2つが挙げられます｡

① 家計の所得環境改善の遅れ

現在､日本経済が抱える最大の課題は､上記の企業部門の堅調な回復が家計の所得

環境の回復になかなか波及しないことです｡

最近の家計部門の状況をみると､今年上半期の実質民間最終消費支出は昨年下半期

と比べると1.9%増加しましたが､名目雇用者報酬はほとんど増えておりません｡こ

のように､家計の所得環境が回復しない中で､消費者マインドの改善を通じた消費性

向の上昇だけで個人消費を押し上げた形になっています｡所得環境の改善が今後追い

ついてこないと､消費性向の上昇には限度があり､社会保障負担等の増加*lもあって

個人消費は今後鈍化する懸念もあります｡

このように､家計の所得環境が明確に改善していかないと､民間最終消費の持続的

拡大を通じた自律的な景気回復の道筋が見え難くなります｡

② 海外経済の減速

アメリカ経済は､減税の一服や原油価格上昇による実質所得の低下で一時的な踊り

*1社会保障負担の増加 (厚生年金 (2004年10月)､国民年金 (2005年4月)や雇用保険 (2005年4月)の保険

料引き上げ)と所得控除の縮小 (配偶者特別控除の上乗せ部分の廃止 (2004年1月)や公的年金控除の見直し

や老齢者控除の廃止 (2005年1月))等｡

下 1



場を迎えています｡今後は､原油価格の落ち着きや雇用の緩やかな回復により個人消

費が拡大して経済の牽引力を再び取り戻すものとみられます｡しかし､金利の引き上

げがバブルとも言われる住宅価格調整の引き金となれば､景気動向に大きな影響を及

ぼす恐れがあります｡

また､過熱していた中国経済も裁量的な金融引き締めによりソフトランディングに

向かっているものとみられますが､過度の金融引き締めとなりハードランディングに

なる可能性は依然残存しています｡

さらに､世界のIT産業を大きく動かすシリコン･サイクルは､今年夏のアテネ ･オ

リンピックでピークをつけた後､緩やかな減速が見込まれています｡ただ､今のとこ

ろ在庫の増加は比較的小さく軽度の調整で済む可能性が高いという見方が多いもの

の､在庫調整の期間や大きさは需要動向の要素によるところが大きいため､今後注意

深く見守っていく必要があるでしょう｡

(3)2005年度見通 し

(D海外要因の波乱がなく､労働生産性上昇を反映した賃金改定が実現できるケース

(ケースA)

ケースAでは､海外経済動向に波乱がないことに加え､近年来極めて低い賃金改定

率となってきた経過に鑑み､企業収益の改善が引き続き見込まれる中で実質労働生産

性上昇率の趨勢を反映した適切な賃金改定 (定期昇給分+実質労働生産性上昇率の直

近の趨勢)(3.3%)により､家計の所得環境を改善させ持続的な景気回復を確実なも

のとします｡

このケースでは､現金給与総額 (30人以上)も0.9%増と8年ぶりに増加し､民間最

終消費は1.3%増とやや鈍化しますが､2003年度に迫る伸び率を確保します｡このた

め､内需の寄与度は1.5%と若干鈍化する一方､外需寄与度が0.6%となります｡この

結果､2005年度の実質経済成長率は2.2%と若干減速するものの潜在成長率を上回る

成長を達成できます｡2005年度末*2の完全失業率は改善し､4.2%まで低下します｡有

効求人倍率も年度末には0.90倍と改善します｡物価の面では､2005年度の消費者物価

*22006年1-3月期平均の計数｡以下同じ｡
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[参考]2005年度日本経済の展望

は0.2%と若干ながら上昇し､デフレからの脱却の道筋が見え始めてくることを示し

ています｡

② 海外情勢悪化､定期昇給分の賃金改定にとどまるケース (ケースB)

ケースBは､家計の所得改善の遅れが続き､海外経済情勢が悪化するという上述の

不安要因が現実のものとなる場合を考えます｡すなわち､賃金改定率が定期昇給分

(1.6%)にとどまり､実質世界経済成長率が3.8%に鈍化する場合を想定します｡

このケースでは､現金給与総額 (30人以上)は､パートタイム労働者比率の上昇か

皇ら▲0.7%と8年連続の低下となり､民間最終消費が0.9%増にとどまります｡このため､1

内需の寄与度は1.2%と大きく鈍化します｡一方､外需は実質世界経済成長率の鈍化

で､寄与度が0.4%にまで縮小します｡この結果､2005年度の実質経済成長率は1.6%

と2004年度に比べて半減します｡特に､名目経済成長率は0.6%とケースAに比べて大

きく低下します｡物価も､成長率鈍化から消費者物価は前年比横ばいとなり､デフレ

からの脱却の道筋がなかなか見えてこない姿となります｡

以上､2つのケースから明らかなように､2005年度は日本経済のデフレ脱却の道筋が見え

てくるかどうか分岐点となる年となります｡このため､より一層適切な収益の分配が極め

て重要な課題となっています｡
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(付表)連合総研見通し総括表

(1)見通し

2003年度実 績 2004年度見通し ~2005年度見通しケースA ケースB

名目GDP 0.8% 1.3% 1.5% 0.6%

実質GDP 3.2% 3.2% 2.2% 1.670

内需寄与度 2.4% 2.3% 1.5% 1.2%

外需寄与度 0.8% 0.9% 0.6% 0.4%

民間最終消費 1.4% 2.0% 1.3% 0.9%

民間住宅投資 0.3% 0.9% 0.9% -0.2%

民間設備投資 12.2% 7.8% 4.5% 3.6%

民間在庫投資 (寄与度) 0.2% 0.2% 0.1% 0.1%

政府最終消費 1.0% 2.0% 1.1% 1.4%

公的固定資本形成 -12.1% -13.4% -4.9% -4.7%

財 .サービスの輸出 ll.0% 12.5% 7.2% 5.4%

財 .サービスの輸入 4.9% 7.1% 3.7% 3.1%

GDPデフレ一夕 -1.8% -1.9% -0.7% -1.1%

鉱工業生産 3.5% 5.4% 2.4% 1.5%

国内企業物価 -0.5% 1.4% 0.3% 0.1%

消費者物価 -0.2% -0.1% 0.2% 0.0%

労働力人口 -0.2% -0.2% 0.0% 0.0%

就業者数 0.0% 0.4% 0.3% 0.3%

完全失業率 (年度末) 4.9% 4.5% 4.2% 4.3%

有効求人倍率 (年度末) 0.77 0.84 0.90 0.88

名目雇用者所得 -0.9% -0.8% 1.5% -0.1%

現金給与総額 (30人以上) -0.3% -0.4% 0.9% -0.7%

総実労働時間 (30人以上) 1,844 1,848 1,854 1,853

経常収支 (兆円) 17.3 18.3 18.7 17.8

(2)見通しの前提条件

2003年度実 績 2004年度見通し 2005年度見通しケースA ケースB

名目政府最終消費支出 -0.5% 1.7% 1.1% 同左

名目公的資本形成 -13.3% -13.3% -5.0% 同左

名目短期金利 (3カ月物) 0.1% 0.1% 0.1% 同左

名目為替レート (円/ドル) 113.0 110.1 110.4 同左

実質世界経済成長率(暦年) 3.8% 5.0% 4.6% 3.8%

(注1)2005年度の賃金改定率の想定は､ケースAは労働生産性上昇率を反映した

もの (定期昇給分+直近の実質労働生産性上昇率の趨勢)(3.3%)､ケース

Bは定期昇給分のみ (1.6%)0

(注2)年度末は1-3月期平均｡

~ ㌃



編集後記

本報告書は､以下の執筆分担により連合総研の責任でとりまとめました｡発刊にあたり､ご助

言 ･ご示唆を賜 りました経済社会研究委員会の委員各位に厚 く御礼申しあげます｡
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